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令和６年第３回牛久市議会定例会決算特別委員会審議日程表 

付託案件名 認定第１号 令和５年度牛久市各会計歳入歳出決算認定について 

月  日  等 部 課 等 名 審  議  項  目 

９月１７（火） 

午前１０時～ 

 

第３会議室 

教育委員会 

監査委員・事務局 

 

令和５年度牛久市一般会計歳入歳出決算中 

 ・教育委員会所管の歳入 

 ・教育委員会所管の歳出 

 

 （令和５年度課別事務事業一覧参照） 

保健福祉部 

監査委員・事務局 

令和５年度牛久市一般会計歳入歳出決算中 

 ・保健福祉部所管の歳入 

 ・保健福祉部所管の歳出 

 

 （令和５年度課別事務事業一覧参照） 
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午前９時５７開会 

○池辺委員長 須藤委員より遅参の申出がありました。 

 これより前回に引き続き決算特別委員会を開きます。 

 これより議事に入ります。認定第１号、令和５年度牛久市各会計歳入歳出決算認定についてを

議題といたします。 

 まず、教育委員会所管について問題に供します。 

 執行部の方に申し上げます。決算認定に関する所管事項について説明を求めます。教育部長。 

○小川教育部長 おはようございます。教育委員会、小川でございます。 

 私からは、教育委員会事務局所管の令和５年度決算の概要について御説明を申し上げます。 

 令和５年度一般会計歳出決算における教育費につきましては、予算現額５８億５，３８４万５，

０００円に対しまして支出済額は５２億８８５万９，２０８円となり、執行率は８９％となりま

した。前年度決算と比較いたしますと、約９億７，９３２万円の増額、対前年比２０．０９％の

増額となりました。これは、小中学校空調更新や中央生涯学習センター改修工事などが減額にな

った一方で、おくの義務教育学校一体型校舎建設工事の開始、下根中学校長寿命化改修事業の耐

力度調査、また、中央図書館エレベーター更新を行ったことなどの大規模事業の増加によるもの

です。 

 また、投機的経費以外では、５月より新型コロナウイルス感染症が５類に移行したことから、

うしく鯉まつりや市民文化祭、牛久シティマラソン等の事業は、ほぼコロナ前の規模で実施する

ことができました。 

 そのような中で、令和５年度教育委員会所管事業の決算の主な事業でございますが、まず、学

校教育関係では、施設面の整備として令和７年４月からの供用開始を目指し、おくの義務教育学

校一体型校舎建設工事の整備事業を令和６年度までの継続事業として開始いたしました。 

 また、冒頭申し上げました空調機の更新を順次実施しております。 

 学校教育に関する運営面ですが、１２月に川村教育長が就任し、新たな教育委員会の体制が整

いました。その中で、学習指導要領解説に基づく授業形態について検討が行われ、従来の学びの

共同体を中心とした授業形態をアップデートし、発達段階に応じて柔軟な授業形態を加える教育

指導方針を決定し、令和５年度においては、その準備段階として議会をはじめ各方面に御説明を

申し上げたところでございます。 

 そのほか新学習指導要領に基づく社会に開かれた教育課程の実現に向けて主体的・対話的で深

い学び、いわゆるアクティブラーニングに関する保護者や地域の皆様の理解や促進を図るために、

学校運営協議会の委員の方々に学校の授業の様子を見ていただきながら、今、子供たちがどのよ

うな学びを行っているかについて協議し合うなど、引き続きコミュニティ・スクールと地域学校

協働活動の取組の推進を図っております。 

 スポーツ関係では、部活動の地域移行を進めるため、令和４年度より県の委託事業としてモデ

ル事業を進めてまいりました。令和８年度から、順次、休日の学校部活動を地域での活動として

できるよう進めております。 
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 また、プロスポーツ団体との連携を深め、市民の皆様にプロスポーツを観戦できる機会の提供

を増やしながら子供たちのスポーツ環境を充実するため、スポーツ教室の開催などについてプロ

スポーツ団体の参加協力を促進いたしました。 

 今年度、環境経済部に移管された文化財関係では、日本遺産事業として１１月に八王子で開か

れた日本遺産フェスティバルに参加し、牛久のワイン文化について情報発信したほか、文化芸術

課の職員が市内小中学校に対して、総合的な学習の時間等を活用しての牛久シャトーについて学

ぶ機会の提供を積極的に実施しております。 

 以上が令和５年度決算の概要でございますが、詳細につきましては、御質問にお答えする形で

各所属課長より説明させていただきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 以上でございます。 

○池辺委員長 教育委員会所管について質疑のある方は、御発言をお願いいたします。大森委員。 

○大森委員 おはようございます。大森です。よろしくお願いします。 

 まず、３５０ページ、０１０５「奨学金条例に基づき就学を支援する」、８１６万円。あとは、

附属資料の８１ページなどで令和５年度の状況は把握できますが、進学を考えている子供たちの

将来を閉ざすことのないように、今後、補助金の拡充については検討しているのかどうか。現状

ですと、年額一般で１２万円、交通費が６万円ということでは、昨今の物価高騰にも追いつきま

せんし、現状の状況、公立は当然、私立ですと全然足りないという状況になっているんじゃない

でしょうか。支援を拡充する。低所得者、特に母子世帯等々、現状でも生活費困窮という状況が

続いていると思われます。物価高騰で政府は賃金が上がっていると言っていますが、関連の保険

料等も上がっておりまして、なかなか進学に対するサポートとしては、まだ不十分というところ

の検討です。 

 また、推薦状況についても、学校長の推薦と成績優秀という条件が厳しいと考えますが、実際

のところ希望するお子さんが全員申請できているのか。また、申請に対して奨学金を受けている

子供の数との差はどういうものか、分かるところを教えてください。 

○池辺委員長 教育委員会次長兼教育総務課長。 

○吉田教育委員会次長兼教育総務課長 教育総務課吉田です。よろしくお願いいたします。 

 奨学金につきましては、この奨学金において、当然、学費の全てを賄うというのは、難しいの

は重々承知しておりますが、学費の一部といいますか、かかるお金の一部を補助するという考え

でおりますので、額的には、これから物価の上昇等がございますが、補助金の額を上げていくと

いう考えは、現在のところはございません。 

 それから、学校の推薦の関係ですが、当然、学校長の推薦は必要ですが、成績優秀というのは、

かつては条件にしておりましたが、現在は成績優秀というのは条件にしておらず、進学の意欲が

ある者、勉学について意欲的に学習したいという意欲がある方については対象としております。 

 それから、申請と奨学金の差です。認める認めないということでよろしいのかとは思いますけ

れども、こちらは就学援助と同等の、要するに所得が低い方については奨学金を給与すると考え

ておりまして、一定の所得がある方については、奨学金の対象とはなっておりませんので、そう
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いった方で所得が基準よりも満たしている場合には、お断りする場合もあります。年間でいうと、

二、三名といいますか二、三家庭の方については、お断りしているという状況がございます。 

 以上です。 

○池辺委員長 大森委員。 

○大森委員 ありがとうございます。 

 一部補助という回答でしたけれども、諸般、物価が上がっておりますので、さらなる引上げの

検討をお願いいたします。 

 次に、じゃあ引き続き１件、１件ずつでいいですか。 

○池辺委員長 一回に３つまでは大丈夫です。 

○大森委員 あと２つ伺います。 

 まず、３５２ページ、０１１１「統合型校務支援システムを運用する」で９４４万３，０００

円になっております。昨今、教職員、公務員の働き方改革、時間外労働、人員不足が大分叫ばれ

ております。教職員の時間外勤務の負担軽減につながる具体策について伺います。 

 もう１件は、３５６ページ、０１０６「教育センターきぼうの広場の管理運営する」で２，１

４４万１，０００円です。いじめ・不登校対策と連携し、児童・生徒への居場所づくりなどで取

り組んできた令和５年度の事業の成果と、不登校でも連携・連絡がつけば出席扱いとなっており

ますが、具体的な例があれば教えてください。 

 以上です。よろしくお願いします。 

○池辺委員長 教育支援課長。 

○柴山教育支援課長 教育支援課柴山です。よろしくお願いします。 

 校務支援システムに関してですけれども、総合型校務支援システムを本市では導入しており、

システム導入の効果としては、児童・生徒の成績・出欠情報の一元管理、教職員の日常の業務の

効率化、教育委員会とのスムーズな情報共有などが挙げられます。 

 効率的な事務処理により教職員の負担軽減となることで長時間労働への改善や教職員の生活の

質の向上につながり、教材研究の時間や児童・生徒への時間が多く持てることで効果的な教育活

動が可能となり、教職員の働き方改革に資するものとなっていると思います。 

 それから、きぼうの広場についてですけれども、昨年度の実績としましては、教育相談が２，

１５７件、発達検査１５０件、適応指導教室利用が１８件、登校支援１９回、その中で適応指導

教室に関わった５０名の不登校児童・生徒のうち２８名の不登校が解消・改善ということで、復

帰率５６％となっております。よろしくお願いします。 

○池辺委員長 大森委員。 

○大森委員 統合型校務システムで事務の効率化や職員の負担が軽減されておるということなん

ですが、令和４年度との比較で超過勤務がどのぐらい減ったとか、そういう数字を持っていれば

教えてください。 

○池辺委員長 教育委員会次長兼教育総務課長。 

○吉田教育委員会次長兼教育総務課長 令和４年から５年につきましては、数字がどのぐらい減



 - 56 - 

ったというのは、少々お待ちください。 

○池辺委員長 大森委員、後ほど書面で数字を出してもらうという形でよろしいですか。（「はい、

了解しました」の声あり）大丈夫ですか。（「ちょっと時間をください。すみません。後で」の声

あり）それでよろしくお願いいたします。申し訳ございません。 

 ほかに。伊藤委員。 

○伊藤委員 ２件ございます。 

 ３５６ページ、「スクールアシスタントを派遣する」につきまして、近年、増額傾向かと思い

ますが、そこの金額の状況、また、かつては牛久市はスクールアシスタントが不足しているとの

声も聞きましたが、現在はそのような状況は解消されたのかどうかについて確認をしたいと思い

ます。 

 また、３６０ページ、「コミュニティスクールを運用する」につきまして、こちらは、かつて

学び合いと並んで牛久市の特徴の一つでございましたが、市長と教育長が替わってもそのコミュ

ニティ・スクールについては、引き続き推進していくということでよろしいのか。何か変化があ

ったのかどうかについて確認をしたいと思います。 

 以上となります。 

○池辺委員長 教育支援課長。 

○柴山教育支援課長 教育支援課です。 

 スクールアシスタントについて、金額なんですが、増額されているかと思いますけれども、そ

ちらについては時給の上昇分となります。 

 それから、スクールアシスタントの不足というところなんですが、学校が要望する十分に満足

するところまでは、まだ足りていないという状況にあります。その充足率等をこちらで把握して

おりますので、今後、そちらを鑑みながら、学校の要望を聞きながらまた検討していきたいと思

います。よろしくお願いします。 

○池辺委員長 生涯学習課長。 

○糸賀生涯学習課長 生涯学習課糸賀でございます。よろしくお願いいたします。 

 まず、学校運営協議会につきましては、学校での様々な課題につきまして地域と共に解決して

いくツールでありまして、これを設置している学校がいわゆるコミュニティ・スクールという形

になります。 

 方針につきましては、これまでと同様に文部科学省から打ち出されております国の方針であり

ます主体的で対話的な深い学び、この考え方にのっとって進めていく方針でございますので、何

ら大きく変わったところはございません。 

 ただ、加えて申し上げますと、１３校それぞれに学校の地域性ですとか特色がありますので、

各学校の教諭の方とか地域の方に御無理のない範囲での推進という形で考えておるところでござ

います。 

 以上です。 

○池辺委員長 伊藤委員。 



 - 57 - 

○伊藤委員 スクールアシスタントのところにつきまして、時給の増額分とのことでございます。

過去と比較しても増額はしていなかったのかどうかについて確認をしたいと思います。 

○池辺委員長 教育支援課長。 

○柴山教育支援課長 令和４年度から５年度にかけて増額となっております。それぞれ時給はば

らばらなんですけれども、それぞれの時給が上がっているというところでこちらは捉えておりま

す。 

○池辺委員長 伊藤委員。 

○伊藤委員 そうすると、人数という部分では、増やしたというわけではなくて、時給が上がっ

た分を増やしたということなのかどうか、確認をしたいと思います。 

○池辺委員長 教育支援課長。 

○柴山教育支援課長 人数は人員を増やしたということではなくて、時給が上がったということ

でお願いします。 

○池辺委員長 伊藤委員、よろしいですか。 

 ほかに質問ございますか。黒木委員。 

○黒木委員 お願いいたします。 

 ３６０ページの０１１１です。この「いじめ・不登校対策を推進する」ということなんですが、

いじめの件数、小学校では、結構、令和４年、５年と比較しますと、それぞれ学校では対策を練

ってはいると思うんですが、令和５年度、ちょっと増えているんです。それと、中学校になると

少なくなるというその現象の理由を聞きたいと思います。 

 それと、同じく関連して、ページ数は違うんですけれども一括しての内容になりますので、こ

のいじめに関しての不登校というのが関係してくるのかどうかということ、これも令和４年、５

年につきましては、小学校、中学校でも、小学校のときにも不登校は多い、中学校になると約半

分になる。その辺の原因というか理由について、数字等は附属資料とかをいろいろ見ていますと、

その辺の理由はどうしてなのかと、総体的な理由をお聞きしたいと思います。 

 それと、４４４ページ、０１１３「ひたち野うしく小学校プールを開放する」ということで４，

３００万円の増額になっているんですが、今、下根運動公園のプールが使えないという状況の中

で、過日、送迎のバスがのり面にタイヤを乗り上げてけがはなかったということで、メールで読

ませていただきましたけれども、子供たちがひたち野うしく小学校のプールを使っているからと

いうことで増額になっているのか。市民から言わせると、今まで市民が使えた部分が使えないと

いうことも市民から訴えられておりますので、その辺につきまして令和５年度の現況はどのよう

になっているのかをお伺いしたいと思います。 

 以上、２点です。 

○池辺委員長 教育支援課長。 

○柴山教育支援課長 教育支援課です。お願いします。 

 いじめの件数ということなんですけれども、小学校で令和４年から令和５年と増えているとい

うことなんですけれども、これについてはいじめの認知件数、先生方が子供たちの行動、トラブ
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ルということをよく観察していただいて認知件数が増えているということとなっております。 

 それから、不登校の理由なんですけれども、いじめによる嫌な思いをしたというところで次の

日に学校に行きたくないとかそういったことはあるかと思いますが、長期の不登校というところ

では、あまりこちらのいじめということではなく、学校で頑張っていただいていますので、解決

をして登校ができるようになっているかと思います。よろしくお願いします。 

○池辺委員長 教育委員会次長兼スポーツ推進課長。 

○高橋教育委員会次長兼スポーツ推進課長 スポーツ推進課高橋です。よろしくお願いします。 

 ひたち野うしく小学校プールの件ですけれども、こちらにつきましては、コロナ禍において閉

鎖をさせていただいておりましたが、令和５年度より再開をさせていただいております。 

 その中で平日につきましては、まずは小学校、中学校、義務教育学校の一部ですけれども、学

校の授業に使うということで昼間については優先をさせていただきました。学校の授業がある期

間中につきましては、平日の夜３時間のみ一般開放をさせていただきました。それ以外、土日、

祝日、これは授業がございませんので、こちらにつきましては一日、朝９時から夜９時まで３部

制には分けてはいましたが、全て一般に開放をさせていただきました。 

 金額につきましては、プールを開放するということになれば、安全管理の観点からも監視員と

いうのが当然必要になってきます。学校授業のときには、基本的には学校の先生に生徒たちは見

ていただいておりましたのであれですけれども、一般開放となりますとそうはいきませんので、

常時、受付、それからプールでの監視員などを含めまして体制をきちんと構築した上で開放して

おりましたので、この金額での開放となったということでございまして、一般の方が使える時間

が短かったというのは、恐らくその学校授業の関係もあったかとは思います。ただ、あくまでも

学校施設でもありますし、まずは学校の授業を優先させていただいたというところでございます。 

 以上です。 

○池辺委員長 黒木委員。 

○黒木委員 ただいま御答弁いただきましたけれども、不登校イコールいじめということでなく

て、小学校のときに数字が多いということは、あくまでちょっとでも触られていじめとして認定

するというか、いじめとするということでの中学校になるとすごく少なくなるという、そういう

現象なら決してイコール不登校ということでもないだろうということで、少しの人数は考えられ

るであろうけれどもという今の御答弁でしたけれども、そのような考えでいいのかどうか、再度

確認いたします。 

 それと、学校のプールです。土日であるということと、使う頻度が高くなると水質の調査もし

っかりとやってほしいというそういう声も少しあるので、子供と大人のということで、今回みた

いに３連休なんかになったときの開放の時間数とか利用者の人数とか、そういうので次に今回み

たいに月曜日、火曜日に使うようになったらば、温度の検査だけでなく水質検査も十分にされた

形でやっていただきたいと思うんです。 

 この４，３００万円の増額に関しましては、いろんな意味で、今まで随分ちょっとした不祥事

みたいなものが多くあったので、これ以上はそういう細かいいろんな教育委員会で出してもらい
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たくないというので、万全を期してやっていただければと思います。レジオネラ菌とか、あと、

今いろいろそういう水からのＯ１５７とかそういうものもありますので、そういうものもしっか

りと調査していただければと、これはあくまで両方とも要望ですので答弁は要りません。 

 もう一ついいか。 

○池辺委員長 ３つまでは大丈夫なのでもう１つ大丈夫ですけれども、今のは答弁いいんですね。 

○黒木委員 もういいです。 

 もう１つ、３８４ページ、先ほども下根中学校の長寿命化耐力度調査ということなんですけれ

ども、一応、耐力度調査ということで令和５年度に調査されたその内容はどのような内容なのか。

前に下根中学校は耐震をやった記憶があるんですけれども、その辺も含めてどういう長寿命化の

内容かお聞きしたいと思います。 

○池辺委員長 教育施設課長。 

○北島教育施設課長 教育施設課北島です。よろしくお願いいたします。 

 ただいまの「下根中学校を長寿命化改修する」についてお答えいたします。 

 まず、下根中学校の校舎については耐震性、こちらについては新耐震の基準で建てられており

ますので、特に耐震工事というものは行っていない校舎になります。それを前提に下根中学校を

長寿命化するということで今現在計画をしているんですが、今回行った耐力度調査というのは、

その長寿命化を行うための建物、校舎がどういった状態かと劣化状況を調べるといった調査とな

っております。主な内容としましては、コンクリートの強度試験だったり、あとは鉄筋の腐食の

具合とか、あとは壁の状態、そういったものをいろいろと調査をして、校舎として長寿命化がで

きるかどうか、ふさわしいかどうか、そういったものを主にして行った調査となっております。 

 以上です。 

○池辺委員長 黒木委員。 

○黒木委員 耐震につきましては、従来の昭和５４年ぐらいだったらば、学校でも、戸建てのあ

れに対しても、耐震については大丈夫のようになっているけれども、今回、耐震の実施設計をや

ることにおいて何年ぐらいをこれから長寿命化ということで、今回は下根中学校をそのまま存続

させるという意味での長寿命化の実施設計になっているのか。その辺の積算というか計算という

かができているのであればお聞きしたいと思いますが。 

○池辺委員長 教育施設課長。 

○北島教育施設課長 まず、耐力度調査の結果を受けて、今、令和６年度と７年度で工事に当た

っての実施設計を行っている段階になっております。なので具体的などういった工事を行うかと

いうのは、これから検討していく形になるんですが、長寿命化については、前提として３０年以

上もたせる形ということが文部科学省からも補助要件として示されております。ですので、予定

としては３０年以上という形で考えております。 

 以上です。 

○池辺委員長 ほかにございますか。鈴木委員。 

○鈴木委員 それでは、よろしくお願いします。 
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 まず、決算書の３５６ページ、０１０４の「英語指導助手を派遣する」ということなんですが、

認定附属資料の８２ページに事業別の実績調査があります。この中の３番、令和５年度英語教育

実施状況調査結果に生徒の英語力、中学３年生についてＣＥＦＲというんでしょうけれども、Ｃ

ＥＦＲのＡ１レベル相当と思われる割合が示されております。これは、この表の下の取組の成果

に記載されているように、ＣＥＦＲ Ａ１レベル以上（実用英語技能検定３級以上）とあるよう

に、これは、英検３級以上の資格を持っている割合と考えていいのかということを一つお聞きし

ます。 

 ２つ目は、決算書の３８２ページ、０１０１「中学校教育教材を整える」。これは、説明資料

の３９ページ、不用額が１００万円以上の事務事業に係るものですが、この不用額の理由として、

各中学校での教材について消耗器材費及び備品購入修繕について見込みより支出が少なかったと

あります。これは、この前のページの説明資料の３８ページの「小学校教育教材を整える」と同

じ理由ですが、小学校と中学校、予算額が違うので単純比較はできないんですけれども、小学校

の執行率が９２．６８％であるのに対して中学校は７３．４４％ということで、２０％低いとい

う数字になっています。これは見込みが支出より少なかった、この見込み違いが出てきてしまっ

た理由、それをお聞かせいただきたいと思います。執行率は７３．４４％なので微妙なところな

んですが、予算執行が適切に行われているのかということも御説明いただければと思います。 

 ３つ目に、決算書の３８４ページ、これは何回か聞いているんですが、０１５１の「中学校の

空調施設を更新する」、認定附属資料の８８ページで、事業別実績調査で牛久第一中学校の更新

状況はこの中で理解できます。牛久市立の小中学校の空調施設の今の更新状況、それから今後の

予定についてお聞かせください。 

 以上３点、お願いいたします。 

○池辺委員長 教育支援課長。 

○柴山教育支援課長 教育支援課です。お願いします。 

 まず、英語教育実施状況調査結果というところなんですけれども、その欄にＣＥＦＲ Ａ１レ

ベル相当以上と思われる割合と表記をいたしましたが、取組の成果には、ＣＥＦＲ Ａ１レベル

以上（実用英語技能検定３級以上）と書いてしまったため、誤解というか分かりにくくなってし

まい申し訳ありませんでした。 

 ＣＥＦＲとは、外国語の運用能力・習熟度を同一の基準で評価するグローバルスタンダードな

指標のことで、実用英語検定の取得級のみを示すものではありません。ＣＥＦＲ Ａ１レベル相

当以上と思われる割合とは、実用英語技能検定も含む外部試験受験によるＣＥＦＲ Ａ１以上の

取得の割合と、実際に外部の試験の級、スコア等は取得していないが、それに相当する英語力を

有していると英語担当職員が判断する生徒の割合となっております。よろしくお願いします。 

 それから、「中学校教育教材を整える」というところなんですけれども、教材予算のうち消耗

品や備品購入費は、学校で自由に購入できるよう各学校へ予算を配当しておりますが、各学校で

購入した教材等が例年より少なかったことが挙げられます。 

 また、備品の修繕費についても、同じく学校で対応できるように各学校へ予算を配当しており
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ますが、例年よりも備品が壊れることが少なく修繕費がかからなかったということが挙げられま

す。 

 「小学校教育教材を整える」と、それから「中学校教育教材を整える」で御指摘があったとお

り、執行率が大きく違ってきている要因といたしましては、小学校は教科書の改訂がありまして、

指導書の購入費で２，０００万円ほど例年より多く執行がありました。中学校費に比べると小学

校は約５．６倍となっております。このため「中学校教育教材を整える」事業全体予算のうち、

教材消耗品や備品修繕に対する割合が高いことから全体の執行率に表れてきているという状況に

なっております。よろしくお願いします。 

○池辺委員長 教育施設課長。 

○北島教育施設課長 教育施設課です。 

 私から小中学校の空調設備の更新状況と今後の計画についてお答えいたします。 

 現在、室内機６５２台を更新していく計画を持っておりまして、令和２年度から計画を基に工

事をしてまいりましたが、今行っている向台小学校と中根小学校の工事を含めますと、これまで

の５年間で３２５台の室内機を更新している形です。残り３２７台、約半分を更新する計画がご

ざいますが、工事を進める上では予算を平準化していくということが必要になってきますので、

今後も同じような期間で国庫補助制度を活用しながら更新を順次していきたいと考えております。 

 以上です。 

○池辺委員長 鈴木委員。 

○鈴木委員 英語の教育実施状況調査結果のＣＥＦＲ Ａ１レベル相当ということについて、そ

うした英検も含めて資格がなくても英語担当職員が把握したものというお答えだったんですけれ

ども、これは、何か具体的な指標を持って判断されているのかどうか、よく分からないです。英

検３級という明確な資格があれば客観的な判断ができるんでしょうけれども、そうした資格がな

くてもこれをＣＥＦＲ Ａ１レベルと考えているその根拠がよく分からないので、それも御説明

できる範囲で説明していただければと思います。 

 それから、もし分かればでよろしいんですが、今、市内の小中学校、英検３級、２級、準２級、

１級、それぞれの資格取得状況が分かれば、今分からなければ後ほどで結構ですので教えていた

だければと思います。 

 以上でございます。 

○池辺委員長 教育支援課長。 

○柴山教育支援課長 教育支援課です。 

 指標というところなんですけれども、ＣＥＦＲとその他の各試験であるとか検定試験との対照

表というのもありまして、そちらが大本になるかと考えます。それから、英検の取得状況なんで

すけれども、申し訳ありません、今、資料が手元にございませんので、後ほどということでよろ

しくお願いいたします。 

○池辺委員長 続きまして、山本委員。 

○山本委員 山本です。よろしくお願いいたします。 
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 私は、じゃあ部活動２点、あと、ひたち野うしく小学校プールの件でお伺いしたいと思います。 

 ３６２ページの「部活動指導員を派遣する」です。これは平日になると思うんですけれども、

令和５年度の予算委員会の折には、令和５年度は派遣する学校や部活動を拡大していくというお

話だったんですが、令和５年度は、その辺はどうなったかというところをお伺いしたいと思いま

す。 

 それから、４４４ページの「運動部活動の地域移行を推進する」。これは休日になると思うん

ですけれども、これも令和５年度はどのような広がりを持って展開されたのかというところ、今

回の一般質問の御答弁の中で、当初、募集予定の人数に満たずに実施回数が減ったということが

述べられていたかと思うんですけれども、その辺も含めてお伺いしたいと思います。 

 それから、先ほども出ました４４４ページ、「ひたち野うしく小学校プールを開放する」のと

ころです。予算のときは１，７００万円の負担金が上がっていたんですけれども、決算金額が２

３７万円と低くなっているわけです。学校の授業が優先だというお話は先ほどもされてはいたん

ですけれども、今、学校のプールはどれぐらい利用されて、年間１０日でしたっけ、そういう基

準があるというのは前に伺ったことがあるんですけれども、それが年間通して学校が活用してい

らっしゃるのか。そこら辺が、この前、下根中学校のお母様に聞いたときに、ほとんど入ってい

ないなんていうことをおっしゃっている保護者の方もいらっしゃったので、本当にその時間数が

獲得されていて、それで平日は６時から９時、たった３時間しか利用できないということになっ

ているのか。どうしても一般の方は、６時、９時ではなかなか難しいです。私もその声は聞いて

います。なので、やはりここの利用を増やしていくというためには、この時間を何とかもう少し

広げるしかないのかなという気がするんですけれども、その辺、学校の利用がどうなっているの

かというところです。 

 今回、資料で今年度は利用人数が６，８２１人、利用日数が２１５日ということだったんです

が、この人数というのは、令和４年度と比べてどうなのかというところをお伺いしたいと思いま

す。 

 その３つです。お願いします。 

○池辺委員長 教育支援課長。 

○柴山教育支援課長 教育支援課です。お願いします。 

 部活動指導員の派遣拡充ということについてなんですけれども、令和４年度までは３校へ５名

の指導員の派遣ということでしたが、令和５年度については、２校、それから２人増えまして、

５校７名ということで拡充はされております。 

 以上です。 

○池辺委員長 教育委員会次長兼スポーツ推進課長。 

○高橋教育委員会次長兼スポーツ推進課長 私からひたち野うしく小学校のプールの件について

お答えいたします。 

 当初予算の負担金につきましては、当初、学校の授業というのが５月の連休明けから１１月ぐ

らいまでで終了するという想定の下、それ以降につきましては一般利用、それから、できること



 - 63 - 

であれば教室というのも一度考えました。当然、教室となると３か月なり２か月なりで、じゃあ

それに対して月幾らということで設定はしたんですけれども、実際には９月の半ばにろ過機の故

障がございまして、実質、そこから２か月間、プールの利用が止まりました。その分、学校の授

業も後ろにずれ込みまして、日中の利用、そちらについて１月まで食い込んでしまったというも

のがございました。 

 学校につきましては、基本的に支援課とうちと業者と、あとは各学校の水泳を担当する先生と

調整等をいたしまして、市内の中学校全てとひたち野うしく小学校、岡田小学校、あとはおくの

義務教育学校、そちらが代わる代わる昼間は使っていたという状況になっております。 

 結果的にそういった事情もございまして、教室の開催も、当然、昼間、本来であれば冬場から

春先にかけてそういったものができればということで検討はしていたんですけれども、なかなか

そこの部分ができなかったということで大きく歳入が下がっている。 

 あとは、当初考えていたほど一般の利用の方というのも、場所も場所というのがあるのかもし

れないんですけれども、こちらが、今、午前、午後、夜間と３枠に分けているんですけれども、

４０名前後は来ていただけるかと思っていたところなんですけれども、実際には２０名を下回る

ことのほうが多かったと。場合によっては１桁しか来なかったということもございますので、そ

ういった部分でここは我々の見込みが甘かったと、そこは素直に認めざるを得ないかと考えてお

ります。 

 あと、地域移行の部分だったかと思います。地域移行につきましては、スポーツ推進課でやっ

ている４４４ページの部分につきましては、委員おっしゃるとおり休日の部分になります。こち

らにつきましては、令和４年度から５年度にかけて種目を増やしたかと言われますと、令和５年

度につきましては、種目はそのまま３種目で行いました。野球とサッカーと女子バレーの３種目

で行いました。実際のところは、中学校の総合体育大会のことも考えますと、あまり指導者がこ

ろころ変わってしまうのはよろしくないという、平日も今普通に部活動が動いておりますので、

そこの顧問の先生との関係性ですとかそういった部分もありましたので、中学校の総体が終わる

時期を待って、基本的には１・２年生を対象に令和５年度は行っております。基本的には月に３

回で月額１，０００円で行わせていただいております。 

 当初、募集予定の人数が集まらなかったという部分なんですけれども、こちらにつきましては、

当初、我々としては、土曜日にそういった形で先生の負担を減らしたいということでこのモデル

を受けてやっているところなんですけれども、なかなか学校との調整というのがうまくつかない

部分もありまして、学校で部活動を土曜日にやるとなると、どうしてもそちらに参加するお子さ

んが多くてモデル事業のほうに来ないといいますか、できないというのが実際のところです。と

いうのは、今、土曜日と日曜日、どちらかはお休みをしなきゃいけないんです。片方に部活動が

入ってしまうとモデル事業ができなくなってしまう。あくまでも地域のクラブということで民間

のクラブのように思われるんですけれども、一応県からは、そこも考慮した上であまり活動させ

過ぎないようにということの指導も入っておりますので、そういった部分でなかなか人が集まら

ない、実施ができないということもありました。当初、人数的には、できれば、野球だったら野
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球の学校の部活動に加盟している全員、サッカーだったらサッカー、バレーボールならバレーボ

ールというところで思ってはいたんですけれども、実際には、野球、サッカー、バレーボールそ

れぞれに加盟している約３割程度の生徒の参加にとどまったというところでございましたので、

人数が集まらない回というのもございました。なので、今回、当初、理由として書かせていただ

いたのはそういった部分になります。 

 以上です。 

○池辺委員長 山本委員。 

○山本委員 ありがとうございました。 

 じゃあ部活動指導員なんですけれども、２校増えて、今、５校７名で行っているということな

んですが、この指導員の方はどういう資格を持った方なのかというところをお伺いしたいと思い

ます。 

 あと、今、５校はどこの学校になっているのかということと、あと部活の内容、指導回数など

を教えていただきたいのと、あと、指導員の謝礼の金額というのがどうなっているのかです。こ

れによって教員への負担が、どれほど軽減の効果があったのかというところをお伺いしたいと思

います。 

 それから、部活動地域移行ですけれども、すみません、この業務の委託先をお尋ねしたいと思

います。 

 予算委員会のときには、指導者についてはなかなか少ないこと、その人材確保が困難であると

いうのが課題として上がっていたと思います。その指導者については、スポーツ協会の公認スポ

ーツ指導者などの有資格者のほか、県の指導者講習会の受講者が指導に当たることが可能とある

んですけれども、こういう人材不足に対してどういう働きかけを令和５年度はされたのかという

ところをお伺いしたいと思います。 

 そして、ひたち野うしく小学校プールです。結局４，２００万円ですか、管理運営にかかって

いて、決算で入ってきているのは２３７万円、人数が少なくても維持費がかかるというところで

は、大変なところがあると思うんですけれども、この水泳教室というのを要望する声を私も聞い

ています。定期的な利用になりますし、令和６年度はまだ無理でしたけれども、今後、そういう

ところを考えていくことがあるのかというところをお伺いしたいと思います。 

 以上です。 

○池辺委員長 教育支援課長。 

○柴山教育支援課長 お願いします。 

 まず、指導員なんですけれども、学校名とそれから部活動を申し上げますと、牛久第一中学校

中で合唱部、牛久第三中学校で柔道部、下根中学校が男女バスケットボール部、それからひたち

野うしく中学校で女子バレー部、おくの義務教育学校で女子テニス部ということになっておりま

す。 

 時間なんですけれども、その部活によって様々で、これは負担軽減にも関わってくるかとは思

うんですが、例えば部活動指導員が主顧問になり、教員は主顧問がいないときに指導に当たるで
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あるとか、部活動指導員が休日の指導に当たり教員は平日のみ指導するであるとか、または、そ

の教員が種目専門でやってきていないといったことから部活動指導の技術指導に当たるといった

負担軽減が考えられます。 

 それから、指導員の報酬なんですけれども、時給が１，４４０円、それプラス交通費となって

おります。 

 以上です。 

○池辺委員長 教育委員会次長兼スポーツ推進課長。 

○高橋教育委員会次長兼スポーツ推進課長 再度の御質問にお答えいたします。 

 令和５年度について、指導者確保についてというところだったんですけれども、基本的には委

託先が市内のＮＰＯ法人ミラクルスポーツ・キングダムに、令和４年度に引き続きお願いをいた

しました。令和４年度に一度やっていただいたことで、どういった指導者が必要かというところ

は重々分かっていただいた上で、それに合う指導者を準備していただきましてというところでや

っております。 

 ただ、その中、どこの出身とかというところは、そこまでは申し訳ございません、現時点では

あれなんですけれども、一応スクールコーチの経験をしたことがあるとか、あとは、その中学校

を卒業した子供といいますか、もう大人の方なんですけれども、そういった方というのがそのネ

ットワークの中でいるということを聞いておりましたので、その種目をやっていた方、そういっ

た方に入っていただくということで、ほとんどの方がそういったコーチの経験を持っている方を

そろえていただきました。 

 ただ、あとはスポーツ協会、バレーボールにつきましては、スポーツ少年団のバレーボールの

団体があるんですけれども、そちらでスタートコーチというコーチ資格を持っている方、その方

に女子バレーはお願いをいたしました。これは、国の公認の資格指導者の資格になりますので、

そちらを持っている方にお願いをしたところでございます。 

 今後、この指導者確保については、今年も、今、バドミントンを含めて４種目で行っているん

ですけれども、そちらにつきましても、バドミントンは市内の団体にお願いをしておりまして、

それ以外はまた同じようにお願いしておりますが、全くの未経験者ではなくてそういったコーチ

経験のある方をきちんとそろえていただいた上で指導をしてもらうということでやっております。 

 今後につきましては、今、茨城県で人材バンクというのがもう出来上がっております。市内の

方も７名、８名、種目は様々なんですけれども登録していただいている方がおりますので、種目

に応じてなんですけれども、そういった方々とのマッチングを県にもお願いをした上で指導者を

派遣できる体制を、令和８年度以降、できるように検討していきたいと現時点では考えておりま

す。 

 ひたち野うしく小学校での水泳教室なんですけれども、どうしても水泳教室をやるということ

になれば、ある一定時間に関しましては、その場所を占有する形にはなってしまうんですけれど

も、実際、コロナ前は様々な教室を行っていたということもございます。ですので、できない話

ではないとは思っております。ただ、学校の授業というのが、今は昼間、丸々押さえてしまって
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いるんですけれども、プール授業も再開いたしまして、実際には２時ぐらいまでしか使わないと

かということになれば、その後、今は６時からしか開けていませんけれども、その前の時間帯、

４時とかそういった時間帯が使えるということも検証した上で、そういったものを予算化した上

でにはなりますけれども、広げていける形を取らなければいけないかと思っております。 

 水泳教室に関しては以上になります。 

○池辺委員長 ほかに。須藤委員。 

○須藤委員 それでは、３点質問させていただきます。 

 先ほども出ておりましたが、３５６ページの「英語指導助手を派遣する」というところで、こ

れは関連ということで、３６０ページに「おくの義務教育学校で特色ある教育活動を推進する」

ということで、こちらも英語指導が入っております。ＡＬＴの派遣は各学校、そして、ここの中

にもおくの義務教育学校は入っているんだろうと思いますが、おくの義務教育学校でのこの特出

しの部分のどういう事業的な取組がなされているのかというところで、あと、その業務の委託先

になりますか、これが同一で同じような先生が重ねておくの義務教育学校でもやっているという

ことになっているのか、その辺を確認したいと思います。 

 それから、これは、これまでの英語教育の日本人がしゃべれないということで始まっていると

記憶をしているんですが、このＡＬＴ派遣をすることによって得られたメリットということが先

ほどの鈴木委員の話の中にもあったと思いますが、その辺がどうなのか。いわゆる学力との問題

でいうとどういうことに、そこまでの指導というか、そこにもつながっていくものなのかという

こと、それから、あと、学力の面でいいますと、一般質問のときに市長が、実は各学校でかなり

格差があるんだという実態をお話しされていたんですが、そうした学力の面での各校の差に対し

ては、埋めるようなことがこの中でもなされているのかということについて、まず１点です。 

 それから、あと、４０８ページのところの「放課後カッパ塾を運営する」というところで、こ

れは決算資料の中でも開催回数の減、執行率が低いということが載っておりましたが、特に伺い

たいのがこの回数減になった理由と、それから、あと、決算認定附属資料の中の９４ページに参

加者実績が載っているんですけれども、登録状況、対象者に対して登録率というのが１桁という

状況の中で、この状況はどう見ているのか。こんなものなのか、それとも、もっと本来は活用し

ていただける取組がなされるべきものなのか。その点についてのお考えを伺いたいと思います。 

 それから、もう一点が、４４０ページの「市の目指すスポーツ振興を推進する」というところ

でございまして、これは、日ハムとの連携等が行われているんだとは思うんですけれども、これ

の負担金等、それから実際のイベント時、それの開催の経費との関係性でいうとどうなのかとい

うところを伺いたいと思います。 

 それと、何というんでしょう、４４４ページのスポーツイベントの中のうしくっ子体力向上プ

ロジェクト実行委員会補助金というのが、これがあって今年もやられているわけですけれども、

この関係性というのか、日ハムの人もここに協力してくださっているのが広報にあったかと思う

んですが、そこがどう呼応し合っているというかコラボレーションできているとか、そういうこ

とがあればお示しをいただきたいと思います。ごめんなさい。４４０ページの「市の目指すスポ
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ーツ振興を推進する」の中の１８負担金の中のスポーツによる地域創生産学官連携プラットフォ

ームです。その補助金のことでございまして、これが日ハムとの関係だと思うので、それだと、

さっきのうしくっ子と関係があるのかということでございまして、以上３点です。 

○池辺委員長 教育支援課長。 

○柴山教育支援課長 教育支援課です。 

 ＡＬＴに関してなんですけれども、各校１名ずつプラス、おくの義務教育学校は特色というこ

とで１人多くついております。 

 その委託先なんですけれども、同一でハートコーポレイションに現在なっております。 

 メリットとしては、おくの義務教育学校が２名配置ということで本物の英語に触れる機会とい

うのも多いですし、もちろんクラスを半分に分けてみる、または１クラスを２人で見るといった

ところで多く言語活動もできるというメリットがあるかと考えます。 

 それから、各校の学力の格差というところなんですが、英語に限らずほかの教科においても、

狙いを達成するために狙いを明確にした課題であるとか、または、１時間の授業の中で学んだこ

とをちゃんと個に戻すというか、自分に返すまとめや振り返りというところを徹底するというと

ころで教育支援課から各学校にはお願いしていますので、そういったところで学力の向上という

ところを図っております。 

 以上です。 

○池辺委員長 生涯学習課長。 

○糸賀生涯学習課長 生涯学習課です。よろしくお願いします。 

 放課後カッパ塾について、２点、ありがとうございます。 

 まず、１点目なんですけれども、特に減った理由のほとんどのものが、学校の行事などにより

突然教室が使えなくなってしまったということだったりだと早帰り、働き方改革もあるんでしょ

うけれども、ほとんどが学校の行事の都合により特別教室が使えない、早帰りで今日は全部帰ら

せてしまったので児童はいませんということで減ったものがほとんどです。これも１５回分とあ

るんですけれども、１３校で１５回なのでそんなに多くはないかと認識しております。 

 続きまして、登録率になります。これは、先ほど申し上げました減った理由とも大きく関連し

ているんですけれども、今、放課後カッパ塾は、学校の空き教室・特別教室を借りて、学校の先

生方の負担にならないように鍵を指導員が借りに行ってという形でやったり、施錠なんかは先生

にやっていただいているんですが、そうやっているんですけれども、例えば学校によっては、こ

れから放課後カッパ塾が始まりますと曜日を放送してくださっている学校なんかもあるんです。

それは、担当の教頭先生ですとか教務室の先生の心一つだと思うんですけれども、一方で、牛久

に初めて赴任してきた先生は、当然この放課後カッパ塾の存在を知らないので、私たちのＰＲも

足りないんですけれども、その連携が足りないんじゃないかという声も今担当から上がっており

まして、指導員も一生懸命やってくれていますから、学校の働き方改革の御負担にならない範囲

でさらに連携を密にすることで、これからは登録率も上がるでしょうし、また、ＰＲをして、今

日は放課後カッパ塾がやっていますというのを学校から発信していただく、それで登録率も上が



 - 68 - 

っていくものと思われますので、引き続き考慮してまいりたいと考えております。 

 以上です。 

○池辺委員長 教育委員会次長兼スポーツ推進課長。 

○高橋教育委員会次長兼スポーツ推進課長 私からスポーツによる地方創生産学官連携プラット

フォームの補助金と、その後にありますスポーツイベントを支援する、こちらの関係性といいま

すか、あれなんですけれども、このプラットフォーム、こちら現在は県南西５市によって構成さ

れております。 

 このプラットフォームにつきましては、基本的には各市それぞれ持っている悩みとか、そうい

ったものを各市で共有しながら解決策というのをみんなで導いていこうということでやらせてい

ただいております。その中には、５市だけではなくて筑波大学の先生にも入っていただきまして

いろいろとアドバイスをいただいているところです。 

 このプラットフォームと日本ハムファイターズにつきましては、令和４年度だったかと思うん

ですけれども協定を結ばせていただきました。それによって日ハムの持っている様々な知見等も、

このスポーツを通じてになりますけれども、県南西地区に落とし込んでいこうということで協定

を結ばせてもらっています。 

 実際にスポーツイベントとして、皆さん御存じだとは思うんですがイースタン・リーグの開催

がございます。こちらについての経費は本来であれば数百万円かかるものなんですけれども、こ

ちらにつきましては、その協定に基づいて、茨城シリーズということで、日ハムの御好意によっ

てほとんど経費がかかっていない状態。現状、我々のほうでは若干テントの設営ですとか、あと

は駐車場の警備ですとか、そういったところでの負担はさせていただく部分が若干あるんですけ

れども、ほとんど日ハムで見ていただいている状況になっています。 

 うしくっ子の体力向上プロジェクト実行委員会への補助金につきましては、こちらは子供たち

の体力低下の問題がございますので、そこを何とかしたいということでやらせていただいていま

す。この実行委員会でやっているこのプログラムなんですけれども、このプラットフォームに入

っている筑波大学の先生にそういったプログラムを監修していただきまして、そのプログラムを

持ってきているところです。内容的に日ハムのコーチであったり、これは日ハムだけではなくて、

逆に先生の人脈といいますか、そういったものもフルに活用させていただいて、アメリカンフッ

トボールであったり、テニス協会であったり、いろんなところの方を招いて子供たちに面白おか

しくといいますか、楽しみながらできるプログラムとして開催をさせていただいているところに

なっております。ですので、日ハムとの関係という面では、このプロジェクトの実行委員会も多

少なりとも絡んでおりますけれども、この教室に対して何か日ハムにやっているというわけでは

なくて、筑波大学の先生を介して協力関係を結ばせていただいているという状況になっておりま

す。 

○池辺委員長 須藤委員。 

○須藤委員 そうしますと、英語指導助手ですけれども、この問題一つで各校の学力格差、突破

口というわけじゃないんですけれども、各校に置かれていると、先生の授業だけではなく、ほか
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の部分でもそれをどう具体的に支援していくのかというと、こういうふうに英語指導助手、プラ

スアルファで派遣される先生方、これは、ネイティブの方で英語の発音を聞くとかそういう部分

になっていて、学力とは直接的な関係はないのかも分かんないんですが、各校別の１人配置とい

うのを、実情に合わせて配置を変えていくという具体的なことが可能なのかどうなのかというこ

とについて伺いたいと思います。 

 それから、放課後カッパ塾ですけれども、学校の先生方の働き方改革の影響がここにある、そ

こに思い至らなかったものですから、この放課後カッパ塾の牛久の取組のすばらしさというのを

考えてみますと、もっと登録率が上がって、かつ何というんだろう、児童の皆さんがここを活用

して自分が足りないところの勉強をやっていくとかというのが必要だと思うので、その辺の周知

拡大というのを、これは教育委員会として各校に訴えていくことというのができるのかどうかを

再度伺いたいと思います。 

 それから、あと、スポーツ推進課ですけれども、そのプラットフォームの件は分かりました。

私が誤解していた部分があるのかと。そこの産学官の取組が功を奏しながらいろんなものに、具

体的なスポーツの振興に寄与しているんだというところを今の御答弁で理解をいたしました。 

 それで、このうしくっ子の体力向上プロジェクトは、去年も今年も投げるというところから始

まっているわけですけれども、その取組の面白さというのはなるほどと思ったんですが、この投

げるに特化した次の展開とか、体力向上という意味ではいろんなことがあるのかもしれないんで

すが、しばらくこうしたものに継続されていくのか、また新たな展開というものも模索されるの

か、その点だけ確認したいと思います。 

 以上です。 

○池辺委員長 教育支援課長。 

○柴山教育支援課長 教育支援課です。 

 すみません。先ほどの各校１人というのが誤解というか、それを生んでしまったかと思うんで

すけれども、必ずその学校学校、各校にはＡＬＴが行きます。ただ、クラス数、それから英語の

授業時間数によっては学校を掛け持ちする、そういったＡＬＴもいますので、その点はうまくバ

ランスが取れているかと考えます。 

 以上です。 

○池辺委員長 生涯学習課長。 

○糸賀生涯学習課長 再度の御質問にお答えいたします。 

 周知と拡大を教育委員会として訴えることはできるかとあるんですが、まず一つ、先ほどの質

問に登録率だけじゃないんだというところを併せてお伝えしたいんですけれども、登録率のほか

には、登録していなくても、当日来ても、もちろん学習の場の提供ですから子供たちは放課後カ

ッパ塾で自分の学習を深めることできます。それから人数だけ見ますと、令和３年はコロナがあ

ったんですけれども、大体４，６００人ぐらいの延べ参加人数がありましたのが、令和４年は４，

６００人からもう５，７００人まで延べ参加人数が１，０００人も、リピーターが多いというこ

とです。それから、令和５年につきましては、６，８００人の子供たちがリピートして延べ参加
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してくださっているということで、数字的には、もうこの登録者数だけではないということを、

すみません、最初に加えさせてください。 

 そして、周知と拡大なんですけれども、もちろん放課後カッパ、土曜カッパにつきまして年に

数回、保護者向けにチラシをやっているんですけれども、それだけではなくて、先ほど須藤委員

がおっしゃったように支援課ともうまく連携しながら、牛久に初めて来てくださった先生方が、

この牛久独自の取組である放課後カッパ塾ですとか土曜カッパ塾に対してきちんと理解していた

だいて、そして、じゃあ私たちも一緒にこんなすばらしい取組だから子供たちに知らせようとい

うお気持ちになってくださる方策をいろいろ考えてまいりたいと思います。 

 以上です。 

○池辺委員長 教育委員会次長兼スポーツ推進課長。 

○高橋教育委員会次長兼スポーツ推進課長 再度の御質問にお答えいたします。 

 今回、投げるということに特化してやらせていただきました。これは北海道日本ハムファイタ

ーズとの関連もございましたので、やはりまずそこでというところはあります。このといいます

か、子供たちに身につけておいてほしい動作というのは、投げることだけではなくて当然走るこ

とであったり泳ぐことも、先ほど来、水泳教室の話もありますけれども、泳ぐことであったり蹴

ることであったりそういった部分はございますので、今は、まずこの野球というものを通して投

げるというところでやらせていただいていますが、それ以外にも牛久市として協定を結ばせてい

ただいているのは日本ハムファイターズだけ、牛久市とではないですけれども、鹿島アントラー

ズもしかり、茨城ロボッツもしかり、ありますので、そういったところと連携しながら違う展開

というのも今後は考えていくべきだとは考えております。 

 以上です。 

○池辺委員長 ここで暫時休憩いたします。再開は１１時２５分といたします。 

午前１１時１６分休憩 

 

午前１１時２５分開議 

○池辺委員長 それでは再開いたします。 

 質疑のある方はお願いいたします。塚原委員。 

○塚原委員 それでは、３点質問させていただきます。 

 まず、先ほども出たんですが、コミュニティ・スクールの運営なんですけれども、コミュニテ

ィ・スクール、学校運営協議会だと思うんですが、この決算内訳、一体何にどれだけ使ったのか、

それが１つで、あと、結局コミュニティ・スクールって、以前は学び合いと称しつつ学校教育の

アプローチを社会教育にまで適用するというとんでもないことをやっていたんですが、それで、

基本的にこれは、学校の先生がこれに参加すると超過勤務になると思うんです。学校の校長だの

なんだのが参加していると思うんですが、これの超過勤務とかそういうことを考慮しているのか、

一体、放課後だとか休日などに開かれているのかどうか、勤務時間内に開かれているのかどうか、

そのことを令和５年度については確認したいと思います。それが１つ目。 
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 ２つ目が文化財のお話なんですけれども、日本遺産フェスタとか、これは恐らく観光庁とか文

化庁のモデル事業だと思います。所管が今回は違うの。だからあっちでやるわけ。だったら令和

５年度はこっちじゃないですか。令和５年度決算だから。（「答える人がいないので」の声あり）

分かりました。 

 じゃあ次、２つ目です。図書館なんですが、図書館の運営費で市民との協働ということで、恐

らくリーブルの会に対してたくさんの業務委託費だと思いますが、計上されていますが、それの

内訳、それに対して市民への教育活動とか児童への教育活動が非常に少ないんです。要するに教

育活動費が少ないので、その辺をどのようにお考えになっているのか。 

 それから、例えば、業務委託であれば、デジタル化をしたり業務の改善をすることによって、

つまりリーブルの会に委託しているのは図書館のバックヤードサービスだと思うんです。バック

ヤードサービスというのは業務効率化ができると思いますので、そういうことを検討しているか

どうか。 

 以上２点、お願いいたします。 

○池辺委員長 生涯学習課長。 

○糸賀生涯学習課長 生涯学習課でございます。 

 まず、１点目の御質問でございます予算の市との内訳でございますが、この「コミュニティス

クールを運用する」の部分につきましては、ほとんどがこちらの構成されている学校運営協議会

の委員への報酬に当たります。各１３校におきまして全部で２１９名の学校運営協議会の委員を

任命しておりますので、その方たちは、１回会議に出てきていただきますとそれぞれ報酬等が発

生しますので、これがほとんどです。それから、旅費ですとかそういったものにつきましては、

コミュニティ・スクールの全国大会などがありますので、そちらに随行したときのもの、それか

ら、負担金につきましても全国大会の負担金、通信運搬費につきましては、コーディネーターで

すとか学校運営協議会の委員の方が学校で必要とするときの電話料、それから切手代などが主な

ものとなっております。 

 ２点目につきましては、学校運営協議会は超過勤務になるのかということでございますが、今、

ほとんどの学校で学校運営協議会は時間内に開催させていただいております。休日にやっている

ところはございません。構成員がどうしても働いている方が多いということで夕刻に開催してい

るところが１校ございますが、それ以外はほとんどが時間内にやる形となっておりますので、教

職員の働き方改革の部分につきましては、そんなに負担にはなっていないものと思われます。 

 一旦以上です。 

○池辺委員長 中央図書館長。 

○山越中央図書館長 中央図書館山越です。よろしくお願いいたします。 

 まず、リーブルの会につきまして、業務内容としましては、図書館資料の収集・保存に関する

支援とか貸出業務、図書館システムのコンピューター業務の全般に関する支援、その他、幼児・

児童向けの図書館行事に関する支援、また、インターネット利用に関する支援などを行っており

ます。その中で児童に対するリーブルの会の主催事業としましては、グローバル文庫ということ
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で、これは高齢者向けの本の配達とか夏休み子供司書体験などを行っております。 

 また、バックヤードのデジタル等につきましては、現行の中で今動いているということのみに

なります。 

 以上です。 

○池辺委員長 塚原委員。 

○塚原委員 ありがとうございました。 

 コミュニティ・スクールに関しては、これはほとんどが謝金ということなので、そうすると、

恐らくこれは、コミュニティ・スクールで新たに何か事業をやろうということはできないという

ことですよね。予算がないわけですから、新規事業やモデルプログラムはできないということで

すよね。 

○池辺委員長 生涯学習課長。 

○糸賀生涯学習課長 再度の御質問ということでよろしかったでしょうか。コミュニティ・スク

ールは、もともと最初に、先ほどの質問で申し上げましたとおり市が運営する事業ではございま

せんで、各学校がそれぞれ地域と共に学校の様々な課題を解決していくためのツールでございま

すから、市に予算があるという認識ではございません。各学校の中で、例えば校長先生がつくり

上げたグランドデザインの中で、どの部分が、地域の方が関わってお手伝いしていただきながら

一緒にさらによくして実現に向けてやっていけるかとか、そういったことを御協議していく場と

考えておりますので、特段その事業費という考え方は持っておりません。 

 以上でございます。 

○池辺委員長 塚原委員。 

○塚原委員 分かりました。 

 あと、図書館の件なんですが、リーブルの会に対しては毎年こういう何かをやってくださいと

いう業務委託をしているので、評価を出して、それを事業評価しているかどうか、それだけ確認

させてください。 

○池辺委員長 中央図書館長。 

○山越中央図書館長 特に、今、事業評価というのはしていないんですが、リーブルの会との会

議を毎月持ちまして改善箇所とか業務上の打合せ等は毎月行っております。 

○池辺委員長 質問は大丈夫ですか。 

○塚原委員 分かりました。事業評価委員会とかもないということですね。事業評価シートとか

そういうものは、一切存在しないということですね。 

○池辺委員長 中央図書館長。 

○山越中央図書館長 現行ではございません。 

○池辺委員長 ほかにございますか。大森委員。 

○大森委員 大森です。 

 すみません。じゃあ５点ありますが、４点に絞ります。 

 まず、３６２ページ、０１１４「茨城大学と連携した幼児教育センター事業を推進する」、３



 - 73 - 

６７万５，０００円。これについては、令和５年度の事業内容と、教育相談員との関係ではどの

ような役割か教えてください。 

 次に、３６２ページ、０１１５「部活動指導員を派遣する」、２１８万８，０００円。地域移

行に関して部活動で令和５年度の影響はどういうものがあったか、あれば教えていただきたいと

いうことです。 

 次に、３７２ページ、０１０２「要・準要保護児童の就学を援助する」、１，８６４万２，０

００円。関連で３８２ページ、０１０２中学校の「要・準要保護生徒の就学を援助する」で１，

９１３万３，０００円。生活保護の基準は、実際、政府の基準の１．１５倍になっているかと思

いますが、この基準ですと、ボーダーラインの方は低くて受けられないという相談もございます。

見直しの検討と、あとはボーダーラインの支援についての考えについて教えてください。 

 最後に、３９２ページ、０１０２「文化財を保護継承して活用する」、３，０６０万７，００

０円。日本遺産協議会等の負担金について詳細が分かれば…… 

○池辺委員長 大森委員、今のその日本遺産については（「駄目っつったっけ」の声あり）はい。

（「以上です」の声あり）教育支援課長。 

○柴山教育支援課長 教育支援課です。 

 茨城大学と連携した幼児教育センターの事業ですけれども、昨年度の成果としては、公立幼稚

園を核として保護者や小学校教員、管理職を対象とした研修会を実施することで幼児教育や小学

校の授業づくり等、相互の理解が進んだということ。それから、公立幼稚園を核として茨城大学

と連携した研修を実施することで、市内全ての幼児教育施設で同じ視点での幼児教育の質の向上

を目指す研修が行われたということ。それから、最後に、幼児教育アドバイザーが中心となり低

学年の授業づくりへの助言、保幼小との情報共有・連携を図ることで、低学年での不適応を起こ

す児童が減ったということになります。 

 それから、就学援助の件なんですけれども、牛久市での就学援助の認定基準は、先ほどおっし

ゃったとおり生活保護基準の１．１５倍となっております。この１．１５倍という数字について

は、確かに近隣市町村を見ても高くはない状況です。ただ、就学援助の認定は、単純にその倍率

のみではなく収入で見るのか所得で見るのか、また、どういう経費を捉えているのかというとこ

ろで、なかなかに単純に比較できないというところもございます。この生活保護基準なんですけ

れども、毎年変動しておりまして、最新の基準を採用している近隣市町村も多い中、牛久市では、

平成２５年１０月に見直しがあり基準が引き下げられましたが、本市としては、その平成２５年

度引下げ前の基準を基に認定をしております。 

 ただ、いずれにいたしましても、近年の物価上昇により就学に係る負担も大きくなっていると

ころですので、この１．１５倍という倍率を見直す検討は必要かと考えているところであります。

近隣市町村を見ながら見直しの検討を進めていければと考えております。 

 以上です。 

○池辺委員長 大森委員。 

○大森委員 茨城大学との連携の研修は伺いました。これは私立幼稚園の先生も含むのかどうか、



 - 74 - 

その点を教えてください。 

○池辺委員長 教育支援課長。 

○柴山教育支援課長 教育支援課です。お願いします。 

 私立のものも含みます。お願いします。 

○池辺委員長 大森委員。 

○大森委員 ありがとうございます。じゃあ教育次長も。 

○池辺委員長 教育委員会次長兼教育総務課長。 

○吉田教育委員会次長兼教育総務課長 先ほど大森委員の御質問にお答えできなかったのでお答

えいたします。 

 令和４年度と令和５年度の学校教職員の時間外勤務の状況ということですが、令和４年度と５

年度を比較しますと、月平均で全職員を対象にしての超過勤務の平均は、約１時間弱増えており

ます。ただし、４５時間を超える残業をしている教職員は横ばい、若干減っているという状況で

す。 

 以上です。 

○池辺委員長 よろしいですか。ほかにございますか。腰は大丈夫ですか。鈴木委員。 

○鈴木委員 まず最初、決算書の４０８ページです。これは先ほど須藤委員からも質問があった

放課後カッパ塾の運営のほうじゃなくて、０１３１の「土曜カッパ塾の運営をする」も、不用額

が１００万円以上の事務事業の中で各学校の開催数が減ったためということで、その減った理由

は、学校行事に関係していることでいいのかどうかということを確認したいと思います。 

 それから、４４４ページですが、これも先ほどの山本委員の質問に重複するんですが、０１１

４「運動部活動の地域移行を推進する」なんですけれども、こちらの不用額も１００万円以上の

事務事業として挙げられていまして、理由として、当初、募集予定の人数を満たしていないと、

実施回数が減になったためとあります。重複するかもしれませんが、当初の募集予定数と実績数、

満たさなかった理由と今後の対策を教えてください。 

 それから、３つ目が、４５２ページ、０１０１「自校式学校給食を運営する」ということで、

認定附属資料の９９ページに事業別の実績調書の未納者数が記載されています。この未納の理由

なんですが、現実は、経済的困難な理由の家庭に関しては、就学援助制度が利用されているはず

です。この未納になってしまっている理由をお聞かせください。 

 以上、３点です。 

○池辺委員長 生涯学習課長。 

○糸賀生涯学習課長 生涯学習課でございます。 

 まず、土曜カッパ塾の開催日数が減ったことに対しまして理由ということでございますが、こ

ちらは放課後カッパ塾のような学校の行事とまた違いまして、ほとんどの学校で、年間を通して

１年間の土曜カッパ塾の予定を組んでしまいます。その予定を組むのは、企画運営に対しまして

は、学校ごとにいらっしゃるコーディネーターと言われる方が学校とすり合わせして、また、い

ろんな競技をやる、体験をするのに先生が発生しますから、その先生の都合とすり合わせて、実
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態に合わせてこの１年間の年間計画を組んでくれるんですけれども、その先生の御都合ですとか、

それからコーディネーター御自身の御都合などをすり合わせた上で全体的に減ってきたという結

果でございます。また、ここに書いてあります２０回が１８回になったというのはあくまで平均

数でございますので、増えている学校もございます。 

 以上でございます。 

○池辺委員長 教育委員会次長兼スポーツ推進課長。 

○高橋教育委員会次長兼スポーツ推進課長 では、私から運動部活動の地域移行の件につきまし

てお答えいたします。 

 先ほどもお答えしたとおり、当初、開催も４月から年間を通じてということで、月３回、年間

３６回というところで想定をして予算計上をさせていただきました。ですが、６月中旬に行われ

ます中学校の総合体育大会、３年生最後の大会ということで、そこにつきましては、そこまでは

顧問の先生を中心にということでやらせていただいたこともありまして、実施時期が６月からと

いうことになりました。 

 また、当初想定人数ということなんですけれども、これも先ほどお話はさせていただいたんで

すが、そこに加入している子供たち全員を対象に、令和４年度につきましては学校を絞って募集

をかけました。ですが、令和５年度につきましては、市内全部の学校の野球部だったら野球をや

ります、サッカー部、サッカーをやります、女子バレーボール、バレーボールをやりますという

ことで全域に募集は広げました。しかしながら、先ほどもお話しさせていただいたとおり実際の

参加者というのは、それぞれの部活動に加入している人数の３割程度にとどまってしまったとい

うところ。 

 回数が減ったというところなんですけれども、先ほども申し上げましたが、もともと年間３６

回ということで予定をしたんですけれども、実際、野球については２４回、サッカーは２６回、

女子バレーは２７回という開催にとどまりまして、人件費だけで約８３万円ほどの減額というこ

とになっております。その他経費を含めて１００万円以上の減額ということになっております。

３月ぎりぎりまでこの土曜日の活動をやっていたものですから、最終的なトータル回数というも

のが３月ぎりぎりに確定したということもございまして、３月議会の段階で補正という形で落と

すことができずに最終的に残ってしまったという状況になっております。 

 今後、これが続くようであれば、モデル事業としてのやり方というものを考えざるを得ないん

ですけれども、平日の部活動といいますか、学校の部活動の活動が動いている中、このモデル事

業というのが一緒に動いているという状況というのは、なかなか参加者が増えない原因の一つに

は考えられるのかと思います。 

 本来であれば教職員の方の負担を軽減するということですので、行う種目については、基本的

には、学校での部活動はなしにしていただくという判断というのも今後は必要になってくるんじ

ゃないかと思います。そうでなければ、土曜日にモデルとして地域でお金をかけて指導者を集め

てということで場はつくったものの、結局、人が集まらないという状況になってしまうかと思い

ます。そういったことは、今後、考えていかなければいけないことかと思っています。 
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 その中でも軟式野球、こちらにつきましては、現在、もう各学校においてチームを編成するこ

とができる状況にはございません。本当に少ないところは３人とか５人とか、そういう部員数に

なってしまっています。そういう状況を鑑みまして、今度の秋の大会から地域のクラブとして出

ましょうということで、今、平日は各学校で練習はしているんですけれども、土曜日、日曜日の

活動につきましては一つの地域クラブとして活動して、場所は、今、いろんなところに動いてし

まってはいるんですけれども、一つのチームとして中学校の主催大会に出ましょうということで、

今、野球に関しては動き始めました。ですのでその状況も見ながら、今後、ほかの種目に活動の

状況を、うまく同様の取組などができるかどうかというのも検討していきたいと考えております。 

 以上です。 

○池辺委員長 教育委員会次長兼教育総務課長。 

○吉田教育委員会次長兼教育総務課長 給食の未納の件ですけれども、未納の理由については

様々ですので、これというのは、こちらとしては、詳細は把握していません。経済的に困難だと

いうことは承知していますが、実際のところ、なかなか詳細な理由は伺いません。経済的に困難

な場合の方に対しては、我々からも就学援助等の制度がありますというアナウンスは、常日頃か

らしております。学校からもそういった詳細の内容は伝えていただくようにお願いはしているん

ですが、そういった場合でも、手続をしてくれなければ我々としてはどうしようもなくて、いろ

いろお話をしてくれてはいるけれども、情報提供はしているけれども、手続に応じてくれないと

いう方もいらっしゃるとは聞いております。ただ、制度自体の紹介については、周知を徹底して

いるという状況です。 

 以上です。 

○池辺委員長 鈴木委員。 

○鈴木委員 部活動の地域移行に関しては、今、並行している状況もあるので非常に難しいと思

うんですけれども、令和５年から６年度の間、国では、今、地域移行の改革集中期間になってい

ますよね。来年度末には、牛久ではこの部活動の運営方針ですか、今年３月３１日付で出たもの

に、令和７年度末をめどに、休日に部活動指導を行う教員をゼロとすることを目指すということ

で進めているという話です。学校での部活動、これは、土日や休日はなしにすれば当然できるん

ですが、見通しとしてこの掲げた目標が現実にできるのかどうか。その辺のところをお聞かせい

ただければと思います。 

 それから、給食ですが、これはきっと様々な事情があるんでしょうけれども、これの未納額は

この後どうなるのか、どうするのか。その辺をお聞きしたいと思います。 

○池辺委員長 教育委員会次長兼スポーツ推進課長。 

○高橋教育委員会次長兼スポーツ推進課長 私から再度、部活動の地域移行の部分につきまして

お答えいたします。 

 教育委員会として出しております学校の部活動の運営方針では、確かに令和７年度末をめどに

ということでさせていただいております。これに関しましては、我々スポーツ推進課もそうです

けれども、文化部活動の話もございますので、生涯学習課も含め、支援課も含め、教育委員会全
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体で考えていかなきゃいけない問題かと思っております。一応目指すということで記載はござい

ます。実際のところ全ての人員がそろえられるかというと、そこは１００％お約束できる部分で

はないかと思っております。ただ、できる限りそこに近づけたいということで、現在、地域クラ

ブのガイドラインの作成ですとか、そういった部分も進めさせていただいておりますので、令和

７年度末と書いてありますけれども、実際には、先ほど来、お話しさせてもらっている運動部等

に関しましては、中学校の総体というところがございますので夏以降にずれ込むとか、そういっ

たことも想定はされるかと考えております。 

 いずれにしましても、国でたしか以前が改革集中期間、もうそこでやりなさいという状況だっ

たかと思います。現在は改革推進期間ということで、できる限り進めていきましょうと。とにも

かくにも全て動かしましょうという状況には、今、国もトーンダウンはしているかとは思うんで

すけれども、教員の皆さんの負担軽減というところは、教育委員会できちんと考えるべきところ

だと思いますので、できる限りそれに近づけるよう進めていきたいと考えています。 

○池辺委員長 教育委員会次長兼教育総務課長。 

○吉田教育委員会次長兼教育総務課長 給食の未納についてですけれども、今後とも納めていた

だくように、直接滞納されている方とお話を聞きながら回収に向けて進めています。分納という

んですけれども、少しずつ納めてもらったり、可能な範囲で納めていただいているという現状も

あります。今年度も１８０万円程度を回収しておりますので、地道にはなりますけれども、今後

も引き続き回収を求めていくという形になります。 

 以上です。 

○池辺委員長 鈴木委員。 

○鈴木委員 もう一度だけお聞きしたいんですが、この給食費は、今年度から中学校は無償化に

なって大きな前進はしたと思うんですけれども、現実、まだかなりの方の未納者数があるという

ことで、お支払いしていただくように努力をされているということで、具体的にどうやってこれ

は個々の方にお話をされているのか、その内容を教えていただいてよろしいですか。 

○池辺委員長 教育委員会次長兼教育総務課長。 

○吉田教育委員会次長兼教育総務課長 基本的には、その方にできれば市役所、教育委員会に来

ていただいて納めていただくというのが一番いいんですけれども、あとは個別にお宅を訪問して

何とかなりませんかと。その場でもらえるというのはなかなか難しいので、後日、直接お会いし

て、お話をして、電話もありますけれども、そういったお話合いの中で、可能な範囲で納めてく

ださいということで、市役所、教育委員会に出向いていただいて納めていただいたり振込をして

いただいたりという形になります。直接交渉をしています。 

 以上です。 

○池辺委員長 鈴木委員。 

○鈴木委員 確認です。ここは、全く学校の教員は絡んでいませんね。 

○池辺委員長 教育委員会次長兼教育総務課長。 

○吉田教育委員会次長兼教育総務課長 市の職員のみです。 
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 以上です。 

○池辺委員長 よろしいですか。 

 ここで暫時休憩いたします。午後の再開は１３時１０分になります。よろしくお願いいたしま

す。 

午前１１時５５分休憩 

 

午後 １時１０分開議 

○池辺委員長 それでは、休憩前に引き続き会議を開会します。 

 質疑のある方。山本委員。 

○山本委員 じゃあ最後、４問、お願いいたします。 

 ３７２ページの０１０３「小学校のＩＣＴ環境を管理する」、１億３，５００万円、同じく中

学校でも１億１，５００万円という決算金額になっています。このＩＣＴ、タブレットです、令

和２年１１月からたしか５年間のリースと聞いてはいるんですけれども、更新時期はいつ頃にな

るのかというところを確認したいと思います。 

 その際の財源です。国からの今の状況はどうなのかというところです。それから、今回の補正

でもライセンス契約は出ているんですけれども、このライセンスというのは、単年度ごとの契約

になるのかの確認をしたいと思います。 

 そして、電子教科書などの導入というのは、今どういう状況なのかというところをお伺いした

いと思います。 

 それから、４１２ページの０１３５「訪問型家庭教育支援を実施する」、当初予算では１００

万円ほどでしたが、決算のほうが少なくなっています。この状況がどうだったか、実績をお伺い

したいと思います。 

 それから、４４６ページの０１０２「牛久運動公園を維持管理する」、運動公園のプールです。

今回、ホームページを見ますと、令和６年度も残念ながら使えないという御案内が出ているわけ

ですけれども、もう大分、屋根を取ってから時間も経過していて、底に枯れ葉なんかがたまって

不衛生だという御意見も伺っています。公営のプールがどんどんなくなっている中で、牛久市も

１件残っている民間のプールが９月でなくなると聞いています。そうすると、市内でのそういう

民間も含めたプールというのがなくなる中で、成人の方の健康増進という意味でプールという位

置づけをどう考えていくのかというところをお伺いしたいと思います。 

 そして、最後に、４２８ページの０１０７「ひたち野うしく地区の小中学校施設を社会教育に

開放する」ということで資料を頂きました。ひたち野うしく小学校の施設です。拝見しましたと

ころ、音楽室が毎回、午前、午後、夜間も入っているということで、際立って使用率が高いとい

うのが分かりました。私も、ここの音楽室がなかなか予約しても使えないという団体の方からの

お声も伺っています。音楽室が２つある中の１つで、ひたち野うしく中学校も音楽室がたしか２

つあったと思うんですけれども、まだ一般開放にまでは至っていないというところで、同じよう

にひたち野うしく小中学校は、地域の核として開かれた学校ということで運営していく中で、今
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後、そういった文化部の地域移行も広がっていく中での考え方、その辺をお伺いしたいと思いま

す。 

 以上、４件です。 

○池辺委員長 教育支援課長。 

○柴山教育支援課長 教育支援課です。よろしくお願いします。 

 ＩＣＴ環境を整備するというところなんですけれども、ＧＩＧＡスクールで整備した１人１台

端末については、令和２年１１月から令和７年１０月までの５年間のリースとなっておりますの

で、令和７年１１月からは更新した新しいタブレットを使うことになります。次期更新も予算の

平準化を図るため５年リースで考えております。 

 更新の際の財源についてなんですけれども、１台の補助基準額を５万５，０００円とし、３分

の２の補助を受けることができます。１台当たり３万６，６６６円となります。残り３分の１と

５万５，０００円を超える分については市の負担となりますが、地方財源措置が取られておりま

す。国が基金造成経費を茨城県に交付し、茨城県は基金を造成し補助事業を創設します。牛久市

は、茨城県の補助事業に申請することとなります。補助要件として、県が実施する共同調達へ参

加することが必須となります。ソフトウエアのライセンスについてなんですけれども、更新のも

のについては、タブレットに合わせて５年契約を考えております。ただ、現在のソフトウエアに

ついては、タブレット導入時に３年オプション、４年オプション、５年オプションとありました。

その中で３年オプションはプラス８，０００円、４年オプションはプラス２万３，０００円、５

年オプションは３万８，０００円となっておりました。牛久市では３年オプションで導入し、残

り２年は単年度契約で更新をしております。これは、４年・５年オプションは必要としない、ソ

フトウエアはもう一つのパッケージとして含まれており、３年オプションがプラス８，０００円

に対し、５年オプションだと必要としないソフトウエアも含まれ３万８，０００円増と高額にな

ってしまいます。３年オプションで契約し、残り２年分を必要とするライセンスを追加したほう

が約８，０００万円ほど費用が抑えられるというためこのような契約をしております。次回の更

新では、このような端末に附帯するソフトウエアのパッケージはありませんので、必要なソフト

ウエアを端末に合わせて５年契約で考えております。 

 それから、デジタル教科書につきましてですが、現在、指導者用のデジタル教科書が英語、理

科、社会を導入しております。学習者用デジタル教科書は、国が無償で英語を導入しています。

次年度は算数、数学、それから国語の指導者用デジタル教科書を導入します。 

 活用状況については、１人１台端末導入当初よりタブレット端末を大画面のモニターテレビと

つないだり、または映像を提示したりというところで活用しておりますが、児童・生徒のノート

を提示して考えを子供同士で共有するということで活用していますが、さらに活用の幅を広げ、

多様な学びができるようにしていきたいと考えます。 

 以上です。 

○池辺委員長 生涯学習課長。 

○糸賀生涯学習課長 生涯学習課です。よろしくお願いいたします。 
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 まず、１つ目の訪問型家庭教育支援につきましてお答えさせていただきます。 

 予算との差異ということでございましたが、当初、予算を計上した際には、１０人の支援員を

採用したいという目途で１０人分計上しておりましたが、実際、その支援員の方は、令和５年度

は７名であったということと、今、牛久市は、外国籍の児童・生徒のいる保護者の支援という形

に特化してやっておりまして、対象は小中学校と就学前の保護者なんですけれども、定期的に家

庭訪問をしているというよりかは、活動が不定期で保護者の要望がある際に、例えばいろいろな

就学時前健診のときに行ったりですとか、学校のプリントとか学校からの配布物を翻訳したりと

か、あと、どこか通訳が必要な場に一緒に支援員が行ったりということで、どのぐらいの実績に

なるかが読めないというところがありますのでこのような結果にはなっております。ですが、実

績といたしましては７名の支援員で、回数といたしましては、電話による相談は年３４回、対面

相談が１３３回、そしてインターネットを活用した情報提供が９８回ということで、７名の支援

員は、大変一生懸命やってくださっているという現状でございます。 

 続けて、「ひたち野うしく地区の小中学校施設を開放する」に移らせていただきます。 

 こちらにつきましては、令和４年９月議会でも御答弁させていただいているところでございま

すが、まず開放につきましては、文部科学省からの指針もございまして、学校教育上、支障のな

い限りにおいて利用させることができる旨が法律上規定されているところでございます。 

 現在も音楽室が、先ほどおっしゃられたように大変多い方に利用していただいているんですが、

このときの答弁でもお答えしたんですけれども、一部、支障ができてしまっているという事例も

ございまして、例えば、土日に使ってそのままの机の配置であったので、原状復帰がなされてい

なかったがために授業が始まるのがちょっと遅れてしまったとか、それから、リフターというピ

アノを運ぶものを使わずにピアノを引きずってしまって音楽室の床にちょっと傷がついてしまっ

たとか、少しあるわけなんです。そういったことをどのように防いでいくかといっても、なかな

か終わった直後に自分でやりましたというところがないものですから、結局は学校とかの負担に

なってしまってまいりますし、その辺をどうやって整理していくかも含めまして、今後は、まず

地域の方が、ある特定の団体がこの音楽室はある程度使っているリピーターが多いんですけれど

も、それではなくて、本当に広くそこにお住まいの方が、ほかの部屋も含めまして音楽室とかの

開放をどれだけ望んでいるかというのをよく見ていかなくちゃいけないと思いますので、それと、

先ほど申し上げました、学校教育上、支障のない限りというのもありますので、それらを含めな

がら慎重に検討してまいりたいと考えております。 

 以上です。 

○池辺委員長 教育委員会次長兼スポーツ推進課長。 

○高橋教育委員会次長兼スポーツ推進課長 私から運動公園のプールの件につきまして、こちら

につきましては、委員おっしゃるとおり、ドームを取り払ってからドームがない状態で一度営業

をして、その後、コロナ禍に入り営業が中止になり、そのままの状態で放置されている状況では

ございます。このプールの再利用といいますか利活用、こちらにつきましては、再三、本定例議

会等でもお答えしておりますとおり、現状のまますぐに再稼働というわけにはいきません。 
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 また、今後の下根の運動公園というものを考えたときに、本当に人を集めることができる唯一

の施設だとは思っていますので、そこをどのように今後は活用して交流人口等を増やしていける

かというところにつなげなければいけないと思っておりますので、そこについては早急に利活用

計画というのを策定したいと考えております。 

 その中で本当にプールが必要だということであれば、当然プールの再開といいますか再整備と

いうのも検討事項には入ってくると思います。ただ、周りにあるからとか、ここにだけないから

とか、そういうことで施設を造っていくと、なかなか財政的にも厳しいところはあるかと思いま

す。市民の方が何を望んでいるのか、そういったところをきちんとニーズの調査をするなりパブ

リックコメント、そういったものを通してきちんと吸い上げた上で、本当に造った後、たくさん

の方に来ていただいて、造ってよかったねと言ってもらえるような施設にしなければいけないと

思いますので、そういった部分で考えていきたいと考えております。 

 参考になんですけれども、土浦に水郷のプールがあるかと思うんですけれども、あそこも夏季

期間のみの利用になっているかと思います。あそこは、牛久の運動公園と違ってかなり広い敷地

の中に流れるプールだったかがあったりと思うんです。あそこは夏季の期間だけとはいえ、令和

６年度の予算を見ると約８，０００万円かかっているんです。それだけかかってでもやるという

ことであれば、それなりのものを造らなきゃいけない、集客を考えていかなきゃいけないという

ことになってくると、どうしてもイニシャルコストというのはかかってきてしまうかと思います

ので、イニシャルコストは、なるべく抑えたい気持ちはあるんですけれども、それより何より市

民の方がどういったものが欲しいのか、どういったものがあったらいいよねと考えているのか、

そこをしっかりと把握して計画していきたいと考えております。 

 以上です。 

○池辺委員長 山本委員。 

○山本委員 ありがとうございました。 

 すみません。小学校のＩＣＴ環境なんですけれども、今、活用状況を伺いましたけれども、子

供たちの持ち帰りの状況というのはどうなっているんでしょうか。学校によってばらつきがある

と聞いていますけれども、長期休暇の前とかそういう状況ではどうだったのかというところです。 

 それから、通信環境のことなんですけれども、先日、新聞に出ていまして、通信速度が国の推

奨値を満たした小中高校は２２％にとどまったという新聞記事がありました。牛久市の小中学校

では、ここら辺はどうでしょうか。一斉に使うと回線がなかなか進まないということも聞いてお

ります。その辺の状況を伺いたいと思います。 

 また、タブレットを使用している中で、落としてしまって割ったりとかいろんな不具合がある

かと思いますが、その状況がどれぐらいあるのかというところをお聞きしたいと思います。 

 それから、訪問型のほうです。１０人の支援員の予定が７人だったということで、実際、その

支援をしている外国籍の小中学生、保護者の方という対象の方は何人ぐらいいらっしゃるのか。

そして、この制度があるというのを知らない方もいらっしゃる。民生委員から私も聞かれて、外

国籍の方がいるんだけれども、困っているんだけれども何かないかしらと聞かれて、こういう制
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度がありますとお伝えしたんですけれども、そういう民生委員とか地域に携わっている方たちに

こういう制度があるということがしっかり伝わっているのかと、そこは思ったもんですから、そ

の点、こういう制度がせっかくあっても必要な人に届いていないということがないのかというと

ころが心配になったので、その辺をお伺いしたいと思います。 

 それから、ひたち野うしく小・中学校の開放は分かりました。小学校の図書はこちらですか。

これは、小学校の開放をしているのは、たしか土日だけかと思うんです。すみません。そこも確

認しながら、実際あまり利用されていないという、こちらは逆にあまり利用人数がいないかとい

う印象を受けたんです。多分、貸出しはできないで、そこでの閲覧だけなのかと思うんですけれ

ども、司書の方がいらっしゃるのかどうか、適切なそういうアドバイスが来ている保護者、親子

に対してできているのかというところをお伺いしたいと思います。 

 あと、プールは、交流人口というのはそのとおりだと思います。結構遠いところからでも運動

公園にいらしている方がいらっしゃって、プールが必要なのか、プール以外のものが必要なのか

というところは、本当にこれから考えていかなきゃいけないと思うんですけれども、ただ、結構、

中高年のおばさんたちはプールに行っている人が多いんです。あそこがなくなってここもなくな

っちゃうからどうしようという意見も一方で聞く中で、でも、これも新聞記事ですけれども、公

営プールがどんどん廃止になって、その後、ボルダリングにしたり別の全く違うスポーツにした

りという改修をしているというところも何件かあると書いてありましたので、そこら辺で考えて

いくことになるのかと思いますけれども、これは私の意見ですね。すみません。 

 じゃあ質問はそれだけでお願いいたします。 

○池辺委員長 教育支援課長。 

○柴山教育支援課長 教育支援課です。お願いします。 

 タブレット端末の持ち帰り状況についてですけれども、牛久市としては、家庭でもタブレット

端末を活用して学べるように持ち帰りを推進というか促進はしております。ただ、現状としては、

児童・生徒の学びの実態であったり荷物の多さというところもあり、学校や先生方に判断をお任

せしているというところになります。 

 それから、通信環境についてですけれども、次期のタブレットの更新に併せてネットワークの

点検改善が求められています。文部科学省では、学校規模ごとに１校あたりの耐久の目安を設定

しておりますが、推奨耐久を満たす学校は、先ほどおっしゃっていた全国で２割程度ととどまっ

ています。牛久市におきましては、ＧＩＧＡスクール以前のネットワーク環境に比べ大幅に改善

はされましたが、文部科学省が示す推奨耐久は満たしておりません。現在の牛久市の学校のイン

ターネット回線は、１ギガベストエフォート型というものになります。これは、理論上、最大１

Ｇｂｐｓまでの通信速度が出ることになっておりますが、実際には地域の通信状況にも左右され、

回線が込み合っている場合だと速度が遅くなります。時間帯にもよりますが、実測３００Ｍｂｐ

ｓ程度、約３割ぐらいのスピードしか出ていないという状況です。さらに、例えば１，０００人

を超える児童がいる中根小学校なんかを例に取りますと、一斉に通信量の多い動画の再生などを

行うと、一部で接続ができなかったり固まったり極端に遅くなったりということが発生します。
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そのためタブレットの利用には、クラス間での調整が必要となっています。 

 根本的な解決としては、インターネット回線の見直しが必要となります。１Ｇｂｐｓの通信帯

域が保障されるギャランティー型の契約というものがあるんですけれども、月額料金が高額とな

ってしまうので現実的ではないということです。ＮＴＴの１０ギガベストエフォートサービスが

茨城県の一部エリアへの提供が開始されるとの発表がありました。価格が１ギガ回線と大きく変

わらないということなので、牛久市でサービスが開始され１０ギガ回線に契約変更すれば、改善

されるかと考えます。 

 それから、不具合についてなんですけれども、今お話しさせていただいた通信環境ももちろん

あるんですけれども、破損が多いということがあります。破損の多いことについては、予備機も

あるんですけれども、対応し切れないということも出てきています。予備機で対応ができないと、

タブレットが手元にない子が出てきてしまい、学習の中で支障が出てくるかと考えます。文部科

学省でもこの５年間で破損状況の多さが分かったことから、前回は、予備機は補助の対象外とな

っていたんですけれども、次期の更新では、児童・生徒の１５％は、予備機として補助の対象と

するとなっていることもあり、次期更新では予備機の整備も充実させたいと考えます。 

 以上です。 

○池辺委員長 生涯学習課長。 

○糸賀生涯学習課長 生涯学習課です。再度の御質問にお答えさせていただきます。 

 まず、訪問型家庭教育支援の対象とする現在の外国籍の児童・生徒数でございますが、小中義

務教育学校を合わせまして令和５年度で９５人です。そして、その内訳といいますか児童の母国

語なんですけれども、多い順から申し上げますと、全部はあれなんですが、ポルトガル語が４０

人、中国語１４人、フィリピン語１２人、韓国語３人、英語３人、その後、スペイン語、ベトナ

ム語、クメール語、タイ語、アラビア語とか、そういった形で１人とかになっております。訪問

型家庭教育支援員の関わっている家庭は、そのうち１５家庭あるということで報告を受けており

ます。 

 また、２つ目の質問の全庁ですとか地域ですとか、広い意味で知らない方がいないようにと、

こういった活動が広く知られるようにということでございますが、そのために訪問型家庭教育支

援推進協議会というのを開いておりまして、そこの委員には、もちろん支援課ですとか国際ルー

ムのある第二小学校の校長先生、牛久第三中学校の校長先生はもちろん入っているんですけれど

も、例えば国際交流協会のある市民活動課、そして、国際交流協会の理事の方に入っていただい

ていますし、こども家庭課長も入っていただいております。そして、牛久市の市社協からも入っ

ていただいて、いろんなところでこの活動を知っていただける形で、また、助言なんかもいただ

けるんじゃないかということで、勉強会のような形で、今、年２回開催しているんですけれども、

今度、支援員の方も含めて、支援員も悩みがたくさんありますので、県とも連携して、スーパー

バイザーというんですけれども、常総市は外国人が多いので、そこでＮＰＯ法人をやっている方

を招いていろんな事例を支援員と聞いたり、支援員の悩みなんかをその方に聞いてもらったりと

か、そういうものもこの会議の中でやっていきたいと思っていますので、いろんな意味で幅広く
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区長ですとか民生委員ですとかいろんな方に周知していければいいなと思っております。 

 以上です。 

○池辺委員長 中央図書館長。 

○山越中央図書館長 ひたち野うしく小学校の図書室の開放につきまして、開放は土日、祝日を

開放しております。管理は、ひたち野うしく小学校の学校開放と同じようにシルバー人材センタ

ーの管理人を置いております。ですので特に司書は配置をしておりません。また、貸出しについ

ても行ってはおりません。ひたち野うしく小学校の開放に当たりまして、令和５年度は１０６日

の開放日がありまして、実際、利用者は１００人ぐらいということになっております。 

 以上です。 

○池辺委員長 山本委員。 

○山本委員 ありがとうございました。 

 ＩＣＴなんですけれども、この前の市長の議会での答弁の中で、先生方のＩＣＴの活用が牛久

市はあまり進んでいないような発言があったと思うんですけれども、そこら辺は、担当課はどう

感じていらっしゃるのかお伺いしたいと思います。 

 それから、訪問型のほうです。私も結局、子供たちは結構学校に行って子供と話すからいいん

だけれども、一番遅れてしまうのは母親で、父親も仕事に出るからそこで学ぶんだけれども、お

母さんというのがどうしても家にいてなかなか日本語になじめないというところで、例えばお手

紙を頂くときに、漢字にはなるべく振り仮名を全部打つとか、そういうことをしてもらえるとあ

りがたいという意見も聞いたことがあるんですけれども、その辺の配慮というんですか、も必要

なのかと感じているところなんですけれども、その辺についてお伺いしたいと思います。 

 あと、図書館は、本当にせっかく開いてくださっているのになかなか人数が伸びないというと

ころで、シルバー人材の方と今お聞きしたんですけれども、司書の方じゃないと子供たちに対し

てもなかなか適切なアドバイスというのができないんじゃないかと思うんですけれども、これは、

開放に対してそこまでは求めていないということなんでしょうか。そこら辺をお伺いしたいと思

います。 

○池辺委員長 教育支援課長。 

○柴山教育支援課長 教育支援課です。 

 先生方のＩＣＴ活用というところなんですけれども、確かに数値的にはさほど高くない状況と

出ています。ただ、教育支援課でも情報教育担当者研修会であるとか、またはＩＣＴ活用好事例

等を紹介しながら、先生方が子供に対してＩＣＴを活用した授業を展開できるように御紹介もし

ていますし、研修も行っております。 

 また、学校教育指導方針でＩＣＴもぜひ活用してくださいということで担当課から話をしてい

ますので、そちらの研修会等も含めながら多く先生方が使える、そういったシステムにしていけ

ればと思います。 

 小学校においては、情報教育支援員を２名配置して、それぞれ学校でサポートしていただける

ようにしていますので、そちらも一助になるかと考えます。よろしくお願いします。 
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○池辺委員長 生涯学習課長。 

○糸賀生涯学習課長 生涯学習課長です。 

 再度の質問にお答えいたします。 

 まず、先ほど実績でもお話ししたんですが、実際この支援員という方は、配布物の翻訳をはじ

め面談時の先生との三者面談とかそういったものの通訳ですとか、就学時健康診断のときとか入

学時説明会で通訳や翻訳などをしてくださっています。そのほかに先ほどおっしゃっておられま

した訪問型の例えばチラシ、こういう活動をしていますというチラシは各学校に配置させていた

だいているんですけれども、もちろん易しい日本語で書かれてありまして、字も大きくしてあっ

て振り仮名も振ってあるという状況ですが、それでももし分かりづらいところがあれば、現場の

支援員から状況を聞いてまた対応していきたいと思います。 

 また、先ほど申し上げました訪問型家庭教育支援の推進協議会でみんなでつくり上げた一覧表

があるんですけれども、結局それは連絡先一覧表というもので、こういうときにはここにつない

で電話番号はここですみたいなものを私どもこの協議会でつくりました。それも全部に振り仮名

を振りまして、やっている時間帯ですとか曜日とかそういったものも、こういったことで困った

ときは社協ですとか、こういうときは国際交流協会の日本語教室ですとか、そういうふうに表に

したものをつくってありますので、そういったものをまた引き続き配布しながら周知に努めてま

いりたいと思います。 

 以上です。 

○池辺委員長 中央図書館長。 

○山越中央図書館長 再度の質問にお答えいたします。 

 ひたち野うしく小学校の図書室につきましては、本自体が学校の書籍となっておりまして、ま

た、内容も子供たちの内容に関するものでありまして、そのため貸出し等はできていないと、学

校授業でも使用することもありますし、そういったもので、開放だけで貸出し等は行っておりま

せん。 

 また、図書館の司書につきましては、中央に在住しておりますので、そちらの司書にレファレ

ンス・相談等を行っていただければできる状態にしてありますので、そちらを御利用いただくと

いうことでお願いしたいと思っております。 

 以上です。 

○池辺委員長 須藤委員。 

○須藤委員 それでは、私から４点質問させていただきたいと思います。 

 先ほども出たんですが、３６２ページの０１１４「茨城大学と連携した幼児教育センター事業

を推進する」という中で、これは認定資料の８７ページの先ほども御答弁いただいた中の幼保小

接続コーディネーターの件でございますけれども、この中に新学齢児情報交換会というのがあり

まして、これは、いわゆる地域の学校に支援の必要な子が入学したりなんかしたときのその子の

過去の療育等の情報も含めた交換会かと思ってはいるんですけれども、この辺の事業がどう行わ

れているのかということと、一方で、子ども発達支援センターのぞみ園でも幼保小連携をやって
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いるんですけれども、こちらとのぞみ園との違いという点では、どういうものなのかということ

を伺いたいと思います。 

 それから、次に、４１０ページのところで「文化芸術活動を展開する」中の委託料のワークシ

ョップです。文化ホールのバックヤードの見学会をやったりとか様々いろいろなことをやって、

より一層、文化芸術の表に表れているもの以外のところも紹介するという活動のように思います

けれども、令和５年度の実績等についてお示しをいただきたいと思います。 

 それから、同じく次のページの０１１３「住井すゑ文学館を公開活用する」というところで、

なかなか利用者数が伸びないのではないかと思っております。入場料でいいますと、これが雑入

の中で（「住井すゑは未来創造課」の声あり）未来創造課、すみませんでした。じゃあ間違って

いました。 

 そしたら、あともう一つは、４３６ページのところの先ほどまた出ていました「市民と協働で

図書館を運営する」というところで、これはリーブルの会との契約という、リーブルの会に実務

の面で委託をしているということで、ここが今のスタッフというかＮＰＯに所属しているあそこ

の実動部隊が業務をやっていらっしゃるわけなんですけれども、この辺がきちんと人員が確保さ

れて運営に支障がない状況なのか、いろんなところが、ここも様々言われておりますけれども、

最低賃金に近いようなそこが報酬ということで、時間数も限られているから１か月働いてもそれ

ほどでもない中だと、働きたい人は違うところに行ってしまうとかという話も聞いたりしており

ます。その辺のところから、ＮＰＯに運営が任されているわけですから、スタッフをどう確保す

るのかというのはＮＰＯの責任において行われるのかということ、そして、牛久市は、その辺に

ついての協議には、潤沢であればもう別なんですけれども、スタッフの確保のための市との関係

性はどうなのかと。 

 それから、これは先ほどまた出ておりましたけれども、図書館における図書館の運営の基本を

決めていくと、図書館運営協議会というのがあると思います。これがページでいうとどこにあっ

たのかが私は分からなかったんですけれども、その図書館運営協議会、図書館をどう利用活用し

ていくのかという方針を決めるところにこうしたリーブルの会の活動に携わっている人が出てい

って、市民目線で図書館運営の方針等に関われるようなそうした環境も整っているのかどうか、

その点について伺います。 

○池辺委員長 生涯学習課長。 

○糸賀生涯学習課長 須藤委員の御質問にお答えいたします。 

 ワークショップの内容でございますが、先ほど委員からありましたように、うしく音楽家協会

に委託をいたしまして２回実施させていただきました。 

１回目は９月の２４日で、音楽家協会が主催するコンサートのちょうど前日にその舞台裏の準備

の様子、それからリハーサルの様子などを裏側から実際見ていただくということで、バックステ

ージツアーということでやらせていただきまして、ただ、このときは、残念ながらちょうどコロ

ナが広がっていったときだったので、募集したんですけれども４名の参加をいただいたところで

す。 
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 そして、２つ目が、年が明けまして２月２４日に開催させていただきました「集まれ 未来の

アーティスト！舞台裏へようこそ～照明編～」ということで、こちらも音楽家協会のコンサート

の前日に照明の部分に特化しまして、こういった音楽のときにはこういった照明を考えていると。

また、配置についてもこのような形を考えている。それから、音楽家協会主催ですから聞こえ方

ですとか、ここに立つとこう聞こえるとかそういったことまでやらせていただきまして、それぞ

れ４万９，５００円の委託料でやらせていただいておりまして、大変好評を博しておりまして、

照明編をやりましたので、令和６年度も例えばまた違った形でいろんな形でのバックステージツ

アーをやって、若年層に対して文化芸術への興味を持っていただいて牛久の文化芸術の裾野が広

がればいいなと思っております。 

 以上です。 

○池辺委員長 中央図書館長。 

○山越中央図書館長 須藤委員の質問にお答えいたします。 

 まず、リーブルの会につきまして、運営の一部を委託しておるところでございます。まず、リ

ーブルの会との話の中では、特にその人員に対する現在５５名の会員登録がされているというこ

とを伺っております。それで、その中で３交代、早番、中番、遅番ということで勤務をしており

ます。その中でうまく配置をしていただいておりまして、特に不足したという声は伺っておりま

せん。 

 また、賃金等につきましても市からは委託費という形でお支払いしておりまして、リーブルの

会で各方にお支払いしていると思うんですが、最低賃金は支払っているということは伺っており

ます。それ以上のという形では伺っております。 

 また、図書館運営協議会につきまして、そういったリーブルの会などの運営委員が入っている

かというと、実際、現在は読み聞かせのボランティア団体、学校司書の方とかという方々がおり

まして、特にその運営に関するリーブルの会員の方は、今のところ運営委員会に入っておりませ

ん。 

 以上です。 

○池辺委員長 教育支援課長。 

○柴山教育支援課長 教育支援課です。お願いします。 

 新学齢児情報交換会についてですけれども、毎年２月に開催される幼児教育施設職員、小学校

教員、きぼうの広場職員、のぞみ園職員、幼児教育相談員による情報交換会となっていまして、

そこでは、保幼小のスムーズな接続であるとか適切な学びの場の確保といったところを検討しな

がら個別支援、それから学級編成に役立てております。 

 先ほどのぞみ園との違いというところでお話があったんですけれども、それについては特別支

援関係、特別な配慮を要する児童と幼児が関わってくるかどうかというところで違いが出てくる

かと思います。よろしくお願いします。 

○池辺委員長 須藤委員。 

○須藤委員 文化芸術活動は、私も評判がいいというので伺っていて、それはふだん見られない
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ところを見させてもらってと、参加した方は少ないんだけれども、新たな見方によって広がりが

あるという点で、やはりこうした取組は大変有効だと思いますので、引き続きよろしくお願いし

たいと思います。 

 それから、図書館のことですけれども、ここは、もうリーブルの会は、特化してそこの運営、

ただ、選書にも一部関わっていると思うんですけれども、せっかく市民との協働でとうたってい

るのであれば、貸出業務等の実務だけではないほかの分野での、もう長い方は結構いろんなとこ

ろで蓄積されていらっしゃるでしょうし、リーブルの会の今の代表の方は、牛久市にも大変御尽

力をされている方でもいらっしゃるので、そうした知見も含めて活用できる部分があろうかと思

いますので、これも要望ということで、今後の中でもっと活用できるようなことでお願いをした

いと思います。 

 それで、最後の茨城大学との幼児教育センター事業のところですけれども、療育の場面、のぞ

み園は療育の部門です。それから、ここでいうと学齢期の子供たち、私が申し上げているのは特

に支援が必要な障害があるお子さん、発達支援等も含めてなんですけれども、各学校での支援が

必要な子が通っている学級との連携という意味では、ここの部分では、今のこの幼児教育センタ

ー事業ですから、学校の支援の必要な子供たちの授業とかなんとかにはもう関わりがないのか、

その点だけ確認をお願いいたします。 

○池辺委員長 教育支援課長。 

○柴山教育支援課長 教育支援課です。 

 特別支援学級の授業を参観にということはあるかと思いますけれども、その授業に入り込んで

というところまでは、申し訳ないですけれども確認はできていないです。 

○池辺委員長 ほかにございませんね。高嶋副委員長。 

○髙嶋副委員長 すみません。１点だけお願いします。 

 部活動地域移行なんですけれども、午前中の御答弁では、時給１，４４０円という回答をいた

だいたと思います。ここについては、何を基に金額の設定されているものなのか。それは牛久独

自で今後上げることができるものなのかどうか、その点についてお願いいたします。すみません。

部活動地域移行の支援員の報酬の設定について、何を基にされているのかというところと、その

増額は今後見込めるものなのかどうかというのをお願いいたします。 

○池辺委員長 教育委員会次長兼スポーツ推進課長。 

○高橋教育委員会次長兼スポーツ推進課長 ただいまの御質問にお答えいたします。 

 部活動の休日の地域移行に関しましては、基本的には、今、モデル事業ということでやらせて

もらっているところなんですけれども、これは、あくまでも業者から見積りをいただきましてこ

の金額だったらできますというところで、今は業務委託契約という形でお願いをしているところ

です。県としては、時給は大体このぐらいでというのが下りてはきております。基本的には、大

体１，６００円前後というところをその指導者への報酬ということで考えてくださいということ

で話は来ておりますので、基本的には、実際に令和８年度以降稼働、稼働といいますか実際に動

くときには、その前後の数字になってくると思っております。 
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 ただ、現在はあくまでもモデル事業として業者に委託をしているところなので、それより若干

高い金額ではやっております。１，６００円前後というのは、あくまでも目安ということで県か

ら下りてきているだけなので、この金額に設定してくださいではないので、業者としても、うち

からお願いするに当たっても、それなりの金額がないと指導者の派遣ができないということにな

れば何も進まないことになってしまいますので、まずは業者から見積りをいただきまして、それ

が妥当なのかどうかというのを担当課で判断をした上で今は委託を出しているという状況にはな

っております。 

 ただ、今後、その報酬の金額というのは、それぞれの団体にお願いするに当たって、きちんと

指導者報酬はじゃあこの金額でというのも、市からある程度きちんと提示をしていかなきゃいけ

ないかと。それは上がっていくのかどうかというと、恐らくそのときの情勢にもよるかとは思い

ます。 

 あとは、部活動指導員、この地域移行とはまた別で平日の部活動なんかを顧問の先生に代わっ

て見ていただくものにつきましては、現時点では国や県から補助があります。国と県と市で３分

の１ずつという形で報酬について負担をしているところがあります。 

 ただ、地域移行に関しては、現状、その話は全く来ておりません。ですので、市で負担するの

か、参加する方に負担していただくのか、その辺も考えていかないと、あまりに高額の指導料に

なってしまうと、それぞれ負担が大きくなってくるというところもございますので、ある程度の

金額というのはきちんと、県からの先ほどの目安というのもありますので、その辺をベースには

していきたいと考えているところです。 

 以上です。 

○池辺委員長 高嶋副委員長。 

○髙嶋副委員長 ありがとうございます。 

 先ほど県からは１，６００円ということで、これだと、もしこれに沿った形であれば少な過ぎ

かということで、いい指導員はなかなか捕まらないだろうと考えておりましたので、見積りとい

うことで安心しました。 

 以上です。 

○池辺委員長 ほかにございませんでしょうか。加藤委員。 

○加藤委員 加藤です。よろしくお願いします。 

 私も部活動の地域移行推進についてなんですけれども、たしかこれは、完全移行になったとき

に保護者の負担が１，０００円ほどを考えているという一般質問があったと思うんですけれども、

その１，０００円の負担でこの指導員の報酬を賄っていくということだったと思うんですけれど

も、現在のモデル事業としてやっている地域移行の指導員の報酬は、仮に今やっている保護者が

１，０００円負担したとして賄い切れているものなのかどうかというのを一つお聞きしたいと思

います。すみません。数字なので分かんなかったらまた後日でもいいんですけれども。 

○池辺委員長 教育委員会次長兼スポーツ推進課長。 

○高橋教育委員会次長兼スポーツ推進課長 お答えいたします。 
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 実際のところ、現在、月１，０００円でモデル事業ということでやってはおりますが、参加者

が、先ほど来、お答えしているとおり少ないという現状もございまして、全てを賄えてはおりま

せん。県からの補助、それから参加される方の負担、それから、それでもやっぱり足りない分と

いうところで市の一般財源、これが入っているという状況になります。 

 実際にじゃあどの金額だったら参加費だけで賄えるのかということになってくると、どうして

も参加人数に左右されてしまうところがあります。種目によっては同じ指導者への１時間当たり

の報酬を定めたところで、５人来るところと１０人来るところでは、金額が変わってくると思い

ます。なのでそこの部分は、この種目だからこの金額と、もしかするとこの前後というのは、多

少考えなければいけないところは出てくるんじゃないかとは思います。ただ、できる限り、今、

スポーツ庁なり文部科学省でも国にそういった補助、補助といいますか、国からの負担というの

も要望を上げていただいているところですので、そういったところの状況を見ながら金額設定と

いうのは考えていきたいと考えております。 

○池辺委員長 加藤委員。 

○加藤委員 そうしましたら、これは一律で負担するというよりも、部活動の種目によって保護

者の負担金額が変わってくるということもあり得るのか、それとも一律で考えているのか聞きた

いと思います。 

○池辺委員長 教育委員会次長兼スポーツ推進課長。 

○高橋教育委員会次長兼スポーツ推進課長 再度の御質問にお答えいたします。 

 申し訳ございませんが、現時点で明確に一律にしますとか、そういったことはお答えできかね

るかと思います。今後、先ほども申し上げた国の補助ですとか県の補助、そういったものが決ま

ってくることで一律でもいけるのか、それとも種目によっては変えなきゃいけないのか、そうい

ったところをきちんと見ていかなきゃいけないかと思っています。 

○池辺委員長 ほかに質問がある方はございませんか。 

 以上をもって教育委員会所管について質疑を終結いたします。 

 ここで執行部説明員の入替えを行いますので暫時休憩いたします。再開は２時１５分といたし

ます。 

午後２時０３分休憩 

 

午後２時１５分開議 

○池辺委員長 休憩前に引き続き決算特別委員会を開きます。 

 開く前に私から一つだけおわびしたいと思います。先ほど塚原委員が中座していない時間帯が

あったんですが、朝の段階で私のほうで把握して局長にも伝えてありますし、委員の皆さんにお

伝えできなかった私の不徳の致すところで本当に申し訳ございませんでした。 

 それでは、会議を開きます。 

 認定第１号、令和５年度牛久市各会計歳入歳出決算認定についてを議題といたします。 

 次に、保健福祉部所管について問題に供します。 
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 執行部の方に申し上げます。決算認定に関する所管事項についての説明を求めます。保健福祉

部長。 

○渡辺保健福祉部長 保健福祉部渡辺です。本日はどうぞよろしくお願いいたします。 

 保健福祉部所管の令和５年度一般会計決算について御説明いたします。 

 保健福祉部所管の一般会計歳出の決算総額は１２３億８，２８９万１，３３６円で、市全体の

３９．０５％を占めております。前年度１２１億１，８１５万２，１７９円と比較すると２億６，

４７３万９，１５７円の増額となっております。主な増額理由といたしまして、令和５年度に低

所得世帯を対象とした１世帯当たり３万円の電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金事業

６億１，５００万円や、生活扶助費や障害者への介護給付費のそれぞれ１億円以上の伸び及び民

間保育園・幼稚園の運営費負担金の増によるものです。 

 保健福祉部は、ライフサイクル全般にわたり市民生活を支えております。その決算内訳として

４つの視点より御説明いたします。 

 １つ目の視点は、令和５年度の新規事業です。 

 まず、こども家庭課の子ども家庭総合支援拠点の運営が令和５年６月より開始となりました。

施設整備に関する費用の決算額は、令和４年度から繰越しで１，５０２万円、令和５年度の支援

拠点の運営に関する決算額は８４万円です。保健センターに支援拠点を整えたことで健康づくり

推進課との連携もさらに強化することができ、よりきめ細やかな子育て支援が展開できておりま

す。 

 次に、予防接種事業のうち９価の子宮頸がんワクチンが新たに承認され定期接種となり、子宮

頸がんワクチンの委託料が２，８７６万円、昨年度比１，１８４万円の増となっております。 

 ２つ目の視点として、１０億円以上の多額の予算を要した４つの事業について御説明いたしま

す。 

 まず、民間保育園の運営を支援する事業ですが、２０億５，９０１万１，４７８円で前年度比

８，８５２万８，０００円の増、こちらは民間保育園運営費の算出基礎となる公定価格が、人事

院勧告に伴い人件費改定分として前年度比５．２％程度の引上げとなったものによるものです。 

 次に、障がい者へ介護給付費等を給付する事業では、１４億１，４５６万３，０００円で前年

度比１億５，２０３万円の増、事業費の増加に伴い利用者数も増加しています。 

 次に、児童手当を支給する事業におきましては、１１億２９７万円で前年度比７，９９９万円

の減、児童数が減少していることによる減額でしたが、今年度１０月からは、法改正により対象

が拡大することから増額が見込まれます。 

 次に、生活扶助費を支給する事業におきましては、１０億３，０１９万円で前年度比１億３，

５６２万円の増、受給者の増加、医療扶助費等の増加によるものです。 

 ３つ目の視点といたしまして、特徴的な保健福祉部の予算に関して御説明いたします。 

 保健福祉部は、牛久市における性質別扶助費の事業のほとんどを実施しております。保健福祉

部の令和５年度決算額は７７億１，５１５万４，０００円で前年度比３億３，５６１万円の増と

なっております。また、保健福祉部決算総額の６２％を占めています。扶助費は義務的経費であ
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り、その支出が任意に節減できない経費であるため、部全体の事業費の圧縮に大変苦慮しており

ます。 

 また、保健福祉部は、医療介護事業を担う３つの特別会計繰出金を所管し、毎年度、法律で定

められた一般会計からの繰出金により事業運営を行っております。令和５年度の特別会計繰出金

につきましては、まず、国民健康保険事業特別会計繰出金が３億６，０３９万７，３３４円で前

年度比２，１８２万３，００７円の減、法定外のいわゆる赤字繰出しは令和２年度からゼロを維

持しております。 

 また、介護保険事業特別会計繰出金につきましては、１０億４１５万８，０００円で前年度比

５，７４９万６，０００円の増、後期高齢者医療事業特別会計繰出金は、１１億４，７２４万２

００円で１億４９５万７，８８３円の増、被保険者の減少が続く国民健康保険とは対照的に要介

護認定者、後期高齢者の増加に伴い、介護と後期高齢、２つの特別会計は増加傾向となっており

ます。 

 最後、４つ目の視点といたしまして、臨時接種として最終年度となった新型コロナ感染症予防

接種についてです。 

 決算額は、２億７，３１７万５，７４５円で前年度比２億７，５９５万円の減となっておりま

す。令和５年５月８日に新型コロナウイルスの感染症法上の位置づけが５類に移行し、外出自粛

の要請等がなくなり、３年余り続いたコロナ対策の節目の年となりました。感染対策が個人の判

断に委ねられることとなったため、市としましては、逆に公衆衛生を守るため予防接種の受診勧

奨の徹底を図りました。令和５年度は、春と秋の２回にわたり接種を実施し、これが全額公費負

担の臨時接種の最終となりました。議員の皆様にもコロナ関連事業につきまして様々な御協力を

いただき、この場をお借りしてお礼申し上げます。ありがとうございました。 

 以上、御説明させていただきましたとおり、令和５年度保健福祉部の決算につきましては、人

生１００年時代到来に向けた高齢社会への対応、少子化に伴う子育て支援、障害者施策の推進、

生活困窮者対策、保健予防対策など、市民生活に密着した各事業を様々に工夫しながら限られた

予算の中で最大限の保健・医療・福祉サービスの推進を念頭に執行させていただいたものです。

御審議のほどよろしくお願いいたします。 

○池辺委員長 保健福祉部所管について質疑のある方は、御発言をお願いいたします。小松崎委

員。 

○小松崎委員 １つだけです。 

 神谷にあります栄町保育園の件ですが、今年度というか１年間ですか、様々な計画等もあった

と思いますけれども、内容が途中でよく分からなくなってしまったと。地元でも様々なうわさが

ございまして、現在はどうなっているか分からない状況になってしまったということがあります

ので、その建設、新築です、あとはその他どういう形になるか、御説明をお願いします。 

○池辺委員長 保育課長。 

○児玉保育課長 保育課児玉です。 

 今、委員にありました説明について回答を申し上げます。 
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 当初、栄町保育園の隣地を購入するということで計画を進めておりました。その後、具体的な

調査を進めた結果、その土地につきまして、傾斜の高低差がとても激しく利便性が低いことが浮

上してまいりました。それに伴いまして現在見直しをしているところです。調整が整い次第、改

めて御説明と御報告をしたいと考えております。 

 以上です。 

○池辺委員長 小松崎委員。 

○小松崎委員 そうしますと、細かい点はありますけれども、基本的には、当初の計画は変わら

ないということでよろしいわけですね。 

○池辺委員長 保育課長。 

○児玉保育課長 公立再編計画にもありますとおり、栄町保育園につきましては、老朽化が激し

いので民営化の予定は変更ございません。建て直しについても変更ございません。 

 以上です。 

○池辺委員長 ほかに。加藤委員。 

○加藤委員 加藤です。よろしくお願いします。 

 私からは、１８４ページの０１０５「シルバー人材センターの育成に対し助成する」なんです

けれども、こちらは昨年と同じ決算金額になっていますが、実質、増税とも言われるインボイス

制度が導入されていまして、そこら辺の影響はないと考えていいのかお聞きしたいと思います。 

○池辺委員長 高齢福祉課長。 

○久米高齢福祉課長 高齢福祉課の久米です。 

 今の御質問にお答えいたしたいと思います。 

 インボイス制度も始まって手数料等は確かにあるんですが、今、シルバー人材センターの中で

事務費の調整を行っていまして、何とか事業費の捻出を行って補助の金額をそのまま維持すると

いう形でのやりくりをしているという状況ですので、今のところ影響が出ていないということに

なってございます。 

 以上です。 

○池辺委員長 加藤委員。 

○加藤委員 ありがとうございます。 

 こちらインボイス制度をシルバーの方も分からない人も多いと思いますので、こちらは考慮し

ていただいて、要望でお願いします。 

○池辺委員長 続きまして、大森委員。 

○大森委員 大森です。 

 じゃあ３点ほどお願いします。 

 まず、１７６ページ、０１１４「地区社協活動を推進する」、９６１万７，０００円のところ

ですが、各地区社協がそれぞれ活動しているわけですけれども、令和５年度の活動状況の把握は

どうなっているのか。また、支援金の確認方法としてどうやっているか伺いたいというところと、

２番目に、１７８ページ、０１１７「障がい福祉計画等を策定する」、この６００万３，０００
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円のところです。委託料の積算とか契約のやり方について伺います。 

 最後に、１９２ページ、０１０１「障害者自立支援協議会を開催する」の障害者への介護給付

で１４億１，４５６万円と高額になっております。扶助費がこの点は年々増額になっていると思

いますが、その内容について伺います。 

 以上です。 

○池辺委員長 保健福祉部次長兼社会福祉課長。 

○石塚保健福祉部次長兼社会福祉課長 社会福祉課石塚です。よろしくお願いします。 

 私から「地区社協活動を推進する」につきまして御説明させていただきます。 

 まず、地区社協の活動ですが、現在、小学校地区単位に８つの地区社協がございます。自主的

な地域活動といたしまして、皆さんそれぞれ内容を自主的に考えて行動されているんですが、主

に独り暮らしの見守り活動であったり、あるいは小学校の下校の見守りであったり、あるいは、

地区社協によっては移送サービスなど、それぞれの地域ごとに特性を生かして活動していただい

ております。 

 現在、８つの地区社協のうち拠点となる地区社協、事務所がある地区社協が６か所ございます。

２つの地区社協におきましては拠点となる事業所がないんですが、そちらはひたち野うしく小学

校地区社協、それから神谷小学校地区社協、この２つの地区社協よりこれまで拠点の設置の要望

については、具体的にはない状況になっております。 

 それから、地区社協へ委託している決算額については、業務委託費としまして、市社協へ地区

社協支援として決算額５５６万５，４００円を支出しております。こちらの内容ですが、市社協

に地域福祉コーディネーターという職員を１名配置しております。この職員が中心となって地域

福祉の様々な活動を行っていただいております。それとは別に、地区社協に市から１社協につき

２０万円の助成を行っております。８地区ございますので１６０万円支出しております。 

 それから、先ほど申し上げました拠点を持つ地区社協におきましては、光熱水費等の管理費も

市から支出してございます。 

 以上です。 

○池辺委員長 障がい福祉課長。 

○富田障がい福祉課長 障がい福祉課富田です。よろしくお願いいたします。 

 私からは２つ御説明をさせていただきたいと思います。 

 まず１つが、障がい福祉計画の策定に関するものになります。障がい福祉計画は３年に１度策

定するものになりまして、昨年が策定年に当たりました。内容といたしましては、会議を６回開

催させていただいております。委託の内容につきましてはアンケート調査、おおよそ３，０００

件程度のアンケートになります。このアンケート調査の実施、それから分析、会議資料としてア

ンケートの実績値をまとめる等のことを中心として行っていただいております。 

 もう一つの介護給付費なんですが、こちらにつきましては、令和５年度の年間延べ利用者数と

いうことでは１万１，１５９名、月平均で９３０名の延べの利用となっております。これに対し

まして１４億１，４５６万３，７８４円の支出となっております。令和４年度の年間延べ利用者
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数というのが、この給付の積算上ですと１万２６５名ということでしたので、およそ１年間で９

００名程度利用が増えたということになります。 

 以上です。 

○池辺委員長 大森委員。 

○大森委員 じゃあ以上で了解しました。ありがとうございます。 

○池辺委員長 伊藤委員。 

○伊藤委員 ２２６ページ、「民間保育園の運営を支援する」の中の保育士等処遇改善補助金に

関連いたしまして、こちらは、保育園の施設はあるものの保育士不足によりかつて待機児童が発

生していたということに基づいての補助金と承知しております。今現在、待機児童がゼロ人にな

ったと聞き及んでおりますけれども、保育士の不足感というのは解消されたのかどうか。あるい

は、将来的には全国的に保育士余りになるんじゃないかという予測もあるそうですが、今のとこ

ろ市内においては、そのような事態は生じていないかについて確認をしたいと思います。 

○池辺委員長 保育課長。 

○児玉保育課長 現在、９月入園時点におきましては、依然として待機児童はゼロとなっており

ます。そちらにつきましては、市全体で見れば利用者数と保育士数のバランスが保たれていると

判断できますが、保育施設単位となりますと、市立全体１９園中７園が、保育士が足りていない

状況となっております。利用者希望数の増加に伴い必然的に保育士数も必要となりますので、出

生数だけで捉えることなく保育必要ニーズを加味した上で、保育士確保に向けて今後も継続して

策を講ずるべきと考えております。 

 以上です。 

○池辺委員長 伊藤委員。 

○伊藤委員 では、引き続きこちらの制度については、現状どおり維持していくということでよ

ろしいか確認をしたいと思います。 

○池辺委員長 保育課長。 

○児玉保育課長 牛久市単独の保育士処遇改善補助金につきましては、今後も継続して行ってい

く必要があると考えております。 

 以上です。 

○池辺委員長 ほかにございますか。黒木委員。 

○黒木委員 よろしくお願いします。 

 １７４ページ、０１０５「民生委員児童委員制度を運営する」ということなんですが、現在、

十分に民生委員の人数は足りているのかということと、市民から結構多いんですけれども、全く

のボランティアでなくて、活動費ということで月間１万８，０００円出ていると思うんですが、

わざわざボランティアです、ボランティアですとチラシに書いて配布しているという民生委員児

童委員もいるということで、その辺は、月に何回かこの民生委員児童委員の教育という形でやっ

ているか思うんですけれども、その辺についての指導と、それと、民生委員という肩書をもらっ

て、今すごい高齢者がいらっしゃるわけですよね。そういう中で全然うちのほうに来ないという
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高齢者の声も漏れ聞いているので、コロナ明けの令和５年度については、その辺の民生委員児童

委員の指導というか認知度というか、皆さんにどのような活動をしてくださいという、皆さんに

そういう情報を通達したのかということを聞きたいと思います。 

 次に、１８６ページ、０１１３「物価高騰に対する介護施設等の運営を支援する」というのは、

これにつきましては、今、各介護施設がたくさんあるんですけれども、どのような、例えば特別

養護老人ホームもあるし、何というんだろう、今、度忘れしています、有料じゃなくて今いっぱ

いできている、グループホームじゃなくて、いっぱいできているそういう施設に対してこういう

今の支援なのかと、その辺の詳細の内容を聞きたいと思います。 

 それと、２４２ページ、０１１０「難病患者に福祉見舞金を支給する」。結構、今、こういう

難病がすごく多くなっているんです。国の難病指定そのものも多くなっていますし、市民にとり

ましても、この難病者が結構多くなっているんですよね。川崎病とか、あとは何だっけ、この間、

市民から私は指定になったんだよとか言われて、今ここまで出ているんだけれども、そういう難

病指定がいっぱい出てきているわけなんですけれども、この見舞金というのは一律なのか、その

辺についてお聞きしたいと思います。 

○池辺委員長 保健福祉部次長兼社会福祉課長。 

○石塚保健福祉部次長兼社会福祉課長 民生委員児童委員の定数について、足りているのかとい

うところについて回答します。 

 現在、牛久市の民生委員の定数が１２３人と、これは茨城県の条例で定められております。９

月１日現在、牛久市においては、この１２３人の定数を満たしている状況となっております。 

 しかしながら、毎年、病気とかいろんな理由で途中で退任される方は何人かおりまして、その

都度、区長をはじめ各行政区の皆さんにお願いをして委員を推薦していただく状況がもうここず

っと何年も続いておりまして、１年間通して定数をずっと保っていたというのは、ここ数年ない

状況です。不足しているといえばもちろん不足しているのが常であります。そういう状況となっ

ております。 

 続きまして、民生委員の報酬については、１年間の活動費としまして牛久市から１５万６，０

００円を報酬ではなく活動支援費として支給しております。そのほか茨城県からも別途６万２０

０円の助成が行われております。あくまでも無報酬という形で活動をしていただいているんです

が、先ほど黒木委員からもありましたように、訪問する際にボランティアというところを強調し

てチラシなどを配っているという事例もお聞きしました。ただ、そこについては間違いではない

んですが、誤解を与える表現の方法はやめてほしいということで、これは毎月、月１回、民生委

員の定例会がございまして、こういう中で各民生委員の活動においての事例、そういったものを

発表していただいて、改善していただくところはしていただくというところは事務局からもお願

いしております。 

 活動の指導については、先ほどの定例会等で、常時、適宜、指導といいますかお願いをしてい

る状況でございます。 

 以上です。 
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○池辺委員長 高齢福祉課長。 

○久米高齢福祉課長 では、私は、介護施設に行いました補助についての内容ということでした

ので、御説明いたします。 

 対象となる施設は複数ありまして、先ほどおっしゃっていた特別養護老人ホームですとか介護

老人福祉施設、あとは短期入所をやっているショートステイの事業所ですとか、あとは有料老人

ホーム、それは対象になります。ただ、サービス付き高齢者向け住宅という内容で運営をされて

いるところに関しては対象から外れてしまうんですが、中には訪問介護事業者ですとか、あと介

護居宅支援事業所、そういった幅広いところに２回に分けて事業費は交付しております。 

 単価はそれぞれ違うので、例えば、特別養護老人ホームでいえば５０万円ですとか、あとは、

さっきの特定施設であれば、定員によってですけれども、２１名以上の定員であれば５０万円で

２０名以下であれば２０万円ですとか、あとは訪問介護事業所であれば７万円とか、それぞれに

応じた金額を支給させていただいております。 

 以上です。 

○池辺委員長 健康づくり推進課長。 

○野口健康づくり推進課長 健康づくり推進課野口です。よろしくお願いします。 

 私からは難病見舞金についてお答えいたします。 

 牛久市の難病見舞金につきましては、保健所に特定疾病の難病の届出をしている小児の方、そ

れから成人の方と一般の方ということで、その届出をして受給者証を持っている方に対して年に

１回、２万円というのを支給しております。これは１年を通じて申請をすることができますので、

４月１日から３月３１日までの間に一度申請をしていただければ、それで２万円を支給するとい

う形にしております。 

 委員おっしゃいますとおり、難病の方の人数は年々増えておりまして、令和５年度末におきま

しては、県に届出をしている人数が８１６名、そのうち一般が７６１名、小児が５５名というこ

とになっております。そのうち牛久市に難病見舞金の申請をしていらっしゃる方は、令和５年度

は５９６名で７３％、大体７割強ぐらいの方が申請をしていらっしゃいます。今年度も予算を６

００名取っているんですが、今の時点でもう既に去年の１２０％ぐらいいっていますので、１２

月に補正が必要ではないかということを今考えております。 

 以上です。 

○池辺委員長 黒木委員。 

○黒木委員 本当に難病指定、川崎病のほかに膠原病というのがすごく増えていて、会う人は膠

原病になったんだよとか言って、膠原病はかなり幅が広いじゃないですか。だからそういう方た

ちも、今後、補正予算をつけた形でお見舞金というふうにこれからも、でも、補助金的には、収

入のほうを見ていなかったんですけれども、これは県からの補助金というのも出ているんですか。

だから、年に１回ということでの見舞金ということでお伺いしたわけですけれども、本当にいろ

んな難病指定は、国がどんどんその幅を広げてきているしということで、牛久の場合はどうなの

かと。あくまで牛久全体の数字というのが把握しかねたので、周りの少数の人しか分からない中
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でのあれだったんですけれども、本当に増えているということで、これは、一回指定されれば、

ずっとそういう毎年お見舞金という形で出るのかどうか、その辺の確認と再質問をしたいと思い

ます。 

 それと、民生委員につきましては、定例会のときにちゃんと教えていただいているということ

で、その辺につきましては安心しました。ただ、民生委員そのものが高齢化になっているという

ことで、それと成り手がいないということで、なかなか思うような活動ができない。児童委員と

いうものを兼務しているので、その辺について今後どのように考えるのかというのは、これから

の課題にしていただければと思いますので、これは答弁要りませんと言おうかと思ったんですけ

れども、要ります。 

 あと、今回の物価高騰で有料老人ホームも支援されるということで、牛久に今すごくサ高住と

いう、そういう老人の施設ができているんですけれども、そういうものも対象になっているのか

どうかということの確認をしたいと思います。 

 以上です。 

○池辺委員長 全て答弁をもらうということですね。あと、サ高住は、先ほどしていないという

ことを言っていました。ただ、言ってもらいますから。健康づくり推進課長。 

○野口健康づくり推進課長 難病見舞金についてお答えいたします。 

 まず、国の補助はあるのかというところでしたけれども、これは、補助はありませんので、一

般会計、全部市の持ち出しという形になっております。一般財源になります。 

 それと、毎年出るのかというところですが、こう言ったらあれですけれども、難病の方ですの

でお亡くなりになる場合もありますので、申請は必ず年１回していただいて、もう一回申請をし

たから毎年自動的に振り込まれるという形にはなっておりません。 

 難病は、一回難病指定をされると、ずっとではなくて更新というタイミングがありますので、

そういうものもありますし、難病指定を受けなくても、結構その方が例えば介護保険の対象であ

ったり障害の対象であったりということがある場合が多く、その申請をするのにすごく大変なん

です。書類をそろえるのが大変なので、そのメリットを考えて、難病でも保健所に申請をしない

という方もいらっしゃいまして、市は、一応保健所に申請をしていただいて、難病という認定を

受けた方ということになっていますので、必ず受給者証のコピーを頂いております。 

○池辺委員長 保健福祉部次長兼社会福祉課長。 

○石塚保健福祉部次長兼社会福祉課長 民生委員の成り手不足の解消についてですが、牛久に限

らず全国的に成り手が不足しているというところが課題になっておりまして、牛久市におきまし

ては、今までもそうなんですが、今後も公務員のＯＢや、それから社協の職員のＯＢ、そういう

方でふさわしい人がいた際には声がけ等をさせていただいたり、あと、行政区の区長に推薦をお

願いしておりますので、もし行政区長のほうでこういう人がいいんだけれどもという候補者がい

た際には、直接その候補者に制度の説明を市の職員が上がったりして、なるべく気持ちよく引き

受けていただけるお願いをしに行ったり、そういったところを地道に続けていっているのが実情

でございます。今後もそういう活動をしていくとともに、民生委員協議会でもっと民生委員の活
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動のＰＲをしていただこうということで、民生委員の内部の組織の中で広報活動の委員会などを

つくっていただいて、ＰＲをこれまで以上にしていただこうと思っております。 

 以上です。 

○池辺委員長 高齢福祉課長。 

○久米高齢福祉課長 介護事業所への補助金の部分なんですけれども、先ほどサービス付き高齢

者向け住宅は対象外と言ったんですが、例えば、そこに併設をしているケアマネ事業所があった

りとかヘルパー事業所があった場合には、そちらは対象になっています。なので本体ではないん

ですが、そこに付随する併設施設には対象として交付をしていますので、一応そのような形にな

ってございます。 

 以上です。 

○池辺委員長 黒木委員。 

○黒木委員 今、民生委員ＯＢとか、あとはＰＲ不足ということを御答弁いただいたんですけれ

ども、確かにＰＲ不足ということもあります。それと、今まで従来の推薦で各行政区の区長が推

薦するということになりますと、いろいろそういう自分の宗教問題が絡んでいたりとか、あと、

自分の好みだった人が推薦されるということがまま聞かれますので、ＰＲ等をこれから行政だっ

たりとか、各そういう何というんですか、あんまりそういう考え方、イデオロギーとか宗教とか

そういうものに関わらないような人がということを一つの要望としてお願いしたいと思います。 

 以上です。 

○池辺委員長 これはもう要望で、答弁は大丈夫ですか。 

 ほかにございますか。鈴木委員。 

○鈴木委員 よろしくお願いします。 

 私から説明資料の不用額執行率の観点から幾つか質問をさせていただきます。 

 不用額そのものがあることは、予算を経済的・効率的に執行する上で、あるいは経費の節減と

いう結果として不用額があることは、それは決して問題ではないんですが、説明資料を読ませて

いただいて見込みがかなり少なくなっているとか、あるいは執行率がかなり低い部分については、

そこに書いてある説明理由だけでは分からないので、幾つか御説明をしていただきたいと思いま

す。 

 １つは、決算書でいうと１７４ページの０１０４の「行旅病人を援護する」なんですが、説明

資料で１５ページです。ここに関しては、理由として、想定よりも身元不明や引取り手のいない

死者が少なかったため、前年度も同じ理由です。あまりここでお金を使わないでももちろんいい

んですが、前年度でも同じ理由であるにもかかわらず、予算額は前年度より増えています。執行

済額は前年度より多少は増えたものの、執行率は前年度と同じくかなりこれは低い数値となって

いると。予算額も前年度と同じような大きな額になっているということで、この辺の想定よりも

という想定の違いが何で生じたのか、この辺を御説明いただきたいと思います。 

 同じく決算書の１７６ページの０１１２の「住居確保給付金事業を実施する」です。理由とし

ては、住居喪失のおそれがある世帯が想定よりも少なかったためとあります。失業等によって収
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入の減少で住居を失った、失うおそれが生じている方に対してのこうした給付金だということな

んですが、前年度はコロナ禍という特別な事情があったために、予算額は前年度より大きく減っ

たことはよく分かります。ただ、執行済額は前年度よりも多少増えた程度で、執行率はかなり低

い数値です。この辺の想定よりも少なかったこの想定違いの理由がよく分からない。住居確保に

困っている方に誰でも給付できるわけじゃないので、これは条件がきちっとあるので、そうした

条件から考えると、申請者がどのぐらいいて、それに対して給付条件に該当された方がどれぐら

いいるかということお聞きしたいんですけれども、かなり条件に適していなかったのか、もとも

と申請者が少なかったのかということもお聞きしたいと思います。 

 それから、３つ目に関しては、これは黒木委員からもお話があったんですが、決算書の１７４

ページ、０１０５の「民生委員児童委員制度を運営する」ということで、認定附属資料３５ペー

ジを見れば、事業別の実績調書がここで理解はできます。委員の定足数と今の現状も分かりまし

た。そのほかに委員世帯数の平均値は分かりますので、最大数と最小数を教えていただけますか。 

 それから、この民生委員児童委員の方の中の職務範囲があると思うんですが、私がいろいろお

聞きした中では、この職務範囲を超える負担をされているという状況もお聞きしています。もし

市で把握されているものがあればお聞きしたいということと、これに対して市としてはどういう

対応をされているのかをお聞きしたいと思います。 

 以上３点です。 

○池辺委員長 保健福祉部次長兼社会福祉課長。 

○石塚保健福祉部次長兼社会福祉課長 初めに、行旅病人を援護する事業について回答します。 

 まず、予算額につきましては、令和４年度、それから令和５年度とも当初予算は２００万円で

した。令和４年度は４万２，０００円を流用したために決算上の金額が１９５万８，０００円と

なっております。ですので、令和４年、５年とも当初予算は２００万円でした。 

 この事業での支出になります。墓地埋葬法または行旅病人及行旅死亡人取扱法による支出にな

ります。こちらの具体的な内容ですが、葬祭を執行する者がなく市町村長が火葬、それから埋葬

を行う場合、この事業から支出しております。昨年度は６件の埋葬、火葬がありました。令和４

年度は４件の実績の数となっております。こちらにつきましては、基準で申しますと１件当たり

大体１８万５，０００円ぐらいが、火葬、埋葬まで必要な金額と想定しております。ですので、

毎年この件数がどの程度出てくるのかという想定はなかなか難しいんですが、年間で１０件程度

対応できる予算の積算をさせていただいております。結果的に令和５年度は６件という形で支出

額も６６万５，７０９円と、大分、不用額が大きくなってしまいました。 

 それから、続きまして、住居確保給付金事業についてです。 

 こちらにつきましては、コロナ禍においては、令和２年度、実績の件数としましては２５件ご

ざいました。令和３年度においては９件、令和４年度については１件、昨年度の実績としまして

は２件、大分コロナ禍が落ち着いてきまして件数が減ってきているという状況になってございま

す。この件数がなぜ伸びないかというところの理由がなかなか難しいんですが、もともと住居確

保給付金は、就労活動を行っている間、離職、それから解雇などによって職を離れている間に求
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職活動を行っていただくんですが、その間、居住場所の確保、それから安定ということが目的で

した。そういう理由からコロナ禍においては件数も伸びてきたんですが、コロナ禍が終わると、

資産要件であるとか、あるいは家賃の限度額も１人世帯、２人世帯によって生活保護の住宅扶助

の基準額を使っておりますので、例えば１人世帯だと３万４，０００円が上限になります。それ

を超えてくると、結局、自分で負担しなくてはいけないということもあって要件に合致しないこ

とと、何らかの家賃の補助金があれば給付を受けたいというのが、コロナ禍が明けてからそうい

う相談の質というか、そういう形に変わってきたことになります。 

 実際に相談に来られた件数なんですが、こちらは生活困窮者自立支援事業といいまして、社協

にお願いしている相談の中で、昨年は住居確保給付金の相談が１６件ございました。１６件相談

があって、そこから市につないでいただいて実際に給付につながったのが２件という状況になっ

てございます。 

 続きまして、民生委員児童委員制度についてです。 

 まず、１人の委員の受持ちの世帯数の最大と最小というところなんですが、こちら行政区の単

位、行政区から民生委員を推薦していただいているために単位がどうしても行政区になってしま

い単純に算出するのは難しいんですが、世帯数でいいますと、今、栄町は多分、行政区で一番大

きな世帯数になっていると思います。ただ、そこについては７人ぐらいの民生委員の数がいます

ので、単純に比較できませんが、世帯数だけでいうと、最小の世帯数は正直行政区で、５７世帯

で、民生委員が１人でカバーしております。あくまでも参考ですが、最大はひたち野中央行政区、

こちらは２，０００以上の世帯がありますが、民生委員お２人で担当しておりますので、１人に

換算すると１，０５７世帯という状況です。あくまでも数字上のことですが、ただ、国では、１

人当たりの受持ち件数というのを基準としておりまして、人口１０万人未満の市では、１人当た

り１２０から２８０までの世帯がおおむね適当であろうということが言われております。牛久市

の世帯数と民生委員で単純に割りますと、１人当たり３００ちょっとの世帯数と、今はそういう

状況になっております。平均３３８世帯です。 

 続きまして、職務範囲を超える状況についてでございます。 

 民生委員活動の中でどこまでが自分たちの支援する範囲なのか、それともそうではないのかと

いうところをよく事務局でも聞かれます。何というんでしょう、一般的に多いのは高齢者の病院

の送り迎えみたいな、要は足としてお願いされると。それは民生委員の業務の範囲ですかと。い

や、それは違いますと。ただ、例えばタクシーに一緒に乗ったり、バスに乗ったり、同乗しても

らうというのはグレーなのかなというところもあるんですが、民生委員の自分の車で病院まで行

ってまた乗せてくるというのは、それはもう民生委員の活動の範囲を超えていますというところ

でありますとか、あるいはお金、金銭をお貸ししたりというのも小耳に挟んだりします。いろい

ろ、そのどこまでが私たちの役割なんですかというところを結構聞かれるんですけれども、それ

は、基準としては、民生委員の活動の手引きという中で事例も載っていますし、そういうところ

を確認していただいて、もう業務の範囲じゃないと思われるところは、まず事務局に御相談して

くださいという状況で今対応しているところでございます。 
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 以上です。 

○池辺委員長 鈴木委員。 

○鈴木委員 それでは、行旅病人に関しては、これは、基本的に毎年１０件対応できるというの

を念頭に置きながら単純に出していると考えてよろしいですか。それが一つ。 

 それから、住居確保給付金事業、これは、昨年は相談１６件で現実給付されたのは２件という

お話なんですが、これは一つ周知、情報提供というのはどういう形でされているのか。皆さんが

市民の方に周知されているのかということです。相談があっても、御本人のいろんな状況もあっ

たりしてなかなか条件に合わないものもあると思うんですが、この辺は非常に苦しい中で御相談

をされていると思うので、その辺の市民に対する、相談をされた方に対する寄り添いってどうい

う程度なのか。単純にもう条件で割り切ってしまっているのか。１６件相談のうちの２件という

のは、かなり厳しいかと思うんですが、その辺をお聞かせいただければ。 

 そして、民生委員児童委員に関しては、ここの所帯を聞いてもびっくりしたんですが、ひたち

野中央が２，０００所帯以上で２人ということで、単純には計れないとは言いつつ大きいと思い

ます。その辺、今後の対応もお考えがあればお願いします。 

 それから負担も、様々な面で民生委員児童委員、高齢化という問題もあるんですが、現場でや

っている方々、本当にそこまでやるのというのを私はよく聞いています。その辺の、御本人が相

手方と信頼関係をつくりながら活動をされているので、なかなか民生委員から相手の方に話をす

ることも難しいと思うので、この辺、一つの線引きといったら語弊があるんですが、何かしらそ

の基準なりを相手の方、市民の方にも分かるような工夫が必要ではないかと思うんですが、御説

明をいただければお願いします。 

 以上です。 

○池辺委員長 保健福祉部次長兼社会福祉課長。 

○石塚保健福祉部次長兼社会福祉課長 まず、１点目の行旅病人の援護事業につきましては、毎

年１０件程度というものを想定してございます。 

 次に、住居確保給付金事業について、まず一つ、こちらの周知についてというところなんです

が、こちらは、先ほど申し上げたとおり生活困窮者の相談自立支援事業というものを社協に委託

しております。その事業の中で生活困窮の原因は何なのかというところを丁寧に聞き取って、相

談をしていただいて、生活保護が必要な人はもちろん生活保護に、住居についての相談であれば

住居、でも、住居確保以外にも、例えば社協の生活福祉の貸付けで対応できるとか、そういった

ところ、どういうところに困っているのかというところを社協で丁寧に聞き取っていただいた上

で必要な支援に回していただいているというところです。 

 ただ、住宅確保のみの周知につきましては、今、特段、特出ししてＰＲをしていないもんです

から、そこら辺は、今後、市のホームページ等で案内したりというのを検討していきたいと思い

ます。 

 それから、民生委員の今後の対応についてというところですが、今、牛久市は定員が１２３名

と県の条例で決められておりますが、昨年だか一昨年だかに県から定数の見直しというところが
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ありまして、牛久市の１２３名は減らしますと逆に言われたことがあります。それは、それでは

困ってしまうということで、民生委員児童委員協議会の会長名と市の市長名で県に、今の定数を

最低でも維持するように、むしろ定数を上げてもらって、今の成り手不足というのが裏側にはあ

るんですが、定数をそもそも増やしてもらって１人当たりの民生委員の負担を減らしていこうと、

そういった考えも市にあります。なので、今後、県でまた多分、民生委員の定数の見直しが図ら

れると思いますので、その際には、市としては、定数を増やしてもらいたいという要望をして対

応していきたいと思います。 

 それから、最後に、市民の方が分かりやすい民生委員活動のできる範囲というところなんです

が、そこにつきましては、どうしたら具体的に分かりやすく周知できるかというのをこれから民

生委員児童委員協議会と御相談させていただいて、事例も含めて、そういったガイドブックでは

ないですけれども、牛久市独自のマニュアルみたいなものの作成を検討していきます。 

 以上です。 

○池辺委員長 ほかにございますか。山本委員。 

○山本委員 山本です。 

 ３点お願いいたします。 

 まず、２６０ページの０１０９「子育て世代包括支援センターを設置し利用者支援事業を実施

する」、詳しい内容が認定資料の５３ページ、産後ケアのことが出ております。令和５年度、い

ろいろ制度が変わったみたいなので、この中で利用者数もとても増えたのかと思うんですけれど

も、そこら辺の確認をもう一度したいと思います。 

 そして、この中で利用料減免対象者というのがあるんですが、この方たちがどれぐらいいらっ

しゃるのかというのをお尋ねしたいと思います。 

 そして、今、市内の委託している医療機関は８か所となっているんですが、このうち市内が何

か所になっているのか、つくばセントラル病院以外にあるのかお尋ねしたいと思います。 

 そして、これを見ますと、妊婦の届出の数のほとんどが、保健師の面談をしてくださっている

というのがこの数字から分かりました。この中で、保健師の面談４２７名のうち要支援の妊婦数

が１９７名と出てております。こういう方たちを産後ケアとかほかのそういう支援にどうつなげ

ていかれたのかというところをお伺いしたいと思います。 

 それから、２５２ページ、０１１０の「新型コロナウイルス感染症予防接種を実施する」とい

うところです。この中に予防接種健康被害調査委員会というのがありますが、こちらの方のメン

バーの構成、どういう方たちがこの委員になっていらっしゃるのか、そして令和５年度のこの中

での申請数、あとは協議内容についてお伺いしたいと思います。 

 それから、１８２ページです。０１０４「長寿をたたえる事業を実施する」。事業に該当する

令和５年度の対象者の人数を教えていただきたいと思います。 

 そして、これは令和５年度から事業内容が大きく変わったということで、市民の方からの反応

というんですか、いいことも悪いこともあったかと思いますが、そこら辺も含めてお伺いしたい

と思います。 
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 以上、３件です。 

○池辺委員長 健康づくり推進課長。 

○野口健康づくり推進課長 お答えいたします。 

 まず、最初の子育て包括支援センターを設置しというところですけれども、産後ケアの利用減

免というのは、牛久市の場合は、１人につき１０回まで利用ができるんですけれども、利用減免

の対象になるのは５回までということになっております。その産後ケアの内容としましては、宿

泊、通所、訪問とありまして、あと託児もあるんですが、その中で１から５回の対象者につきま

しては、宿泊が９８件、実人数が５１人、通所に関しては１４５件で実人数が６０人、訪問に関

しては、１７件で実人数が８件となっております。 

 市内の委託医療機関なんですけれども、令和５年度は８か所ということで、そのうち２か所が

牛久市内ということで、つくばセントラル病院と助産院ＡｔｅＬｕというところの２か所になり

ます。ＡｔｅＬｕはひたち野西にある助産院となります。 

 余談ですが、令和６年度に２か所増えまして、今現在は１０か所となっております。 

 産後ケアにつなげる取組なんですけれども、まず情報周知としまして妊娠届出時に全員にチラ

シを配布しております。御本人が来られる場合と御主人とかが来られる場合があるかと思います

が、チラシを全員に配布しております。 

 中身としましては、出産後、頼れる家族がいない方とか初産で子育てを習得したいという方な

どが出産後すぐに利用したいということもありますので、妊娠中からその情報を周知しておりま

す。 

 それと、妊婦の８か月面談というのをやっております。そのときと、あとは、産後の赤ちゃん

訪問などを全員にやっておりますので、その赤ちゃん訪問のとき、それと、３～４か月健診のと

き、子育て相談のときなどに面談を行っているんですが、その中でサポート不足を感じた場合に

申請の御案内をしております。 

 次に、新型コロナウイルス予防接種の健康被害調査委員会ですけれども、委員は５名となって

おりまして、医師が２名、県の保健所長と県の健康増進課長、それと市の保健福祉部長の５名に

なっております。 

 そして、申請数ですけれども、現在までに１３件の申請がございます。実人数としては１２名

です。１人の方が２件申請をしておりますので１２名ということになっております。令和４年度

が７件、令和５年度が３件です。令和６年度に関しては２件で、今、準備中が１件ということに

なっております。結果としましては、申達１２件中６名が認定されまして４名が却下となってお

ります。２名が今審査中ということです。 

 委員への協議内容としましては、進達の内容が適切か否かということと、書類が不備でないか

ということと、それと、進達に当たっての意見、あくまでも意見ですので、これが被害に該当す

る症状かどうかというのは、最終的には国が判断するんですが、その委員の個人の意見としてそ

れを述べていただくということになっております。 

 流れとしましては、本人から御相談を受けて、必要書類を受理しまして、その必要書類という
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のは、病院を受診した証明書とか診療記録、それから検査記録、それと支払いをした領収書、そ

ういうものを取り寄せていただいて、それを併せて申請をしていただきます。申請が上がったと

ころで予防接種の健康被害の調査委員会を開催いたしまして、委員の半数以上が国への進達が適

正と判断した場合に国へ進達をいたします。それで、国の厚生労働省の疾病障害審査会により決

定をされまして、国の調査結果が市に届き次第、申請者に説明をいたしまして、手帳の交付とか

医療費等の支払いの手続に入ります。 

 決定までの期間で、これは難しいんですが、病名、症状とかが微妙な場合は時間がかかること

もあるんですけれども、早くても進達してから半年、平均すると大体１年から１年半ぐらいはか

かっている状況となります。 

 以上です。 

○池辺委員長 高齢福祉課長。 

○久米高齢福祉課長 敬老の長寿をたたえる事業に関してなんですけれども、令和５年度の対象

者、まず７５歳以上の方が１万３，９７８名おられて、８８歳の米寿の方４２７名、１００歳の

方１７名ということで、合わせますと１万４，４２２名の方が対象となってございます。 

 あと、変わったことへの反応なんですけれども、今回、書留で送る形でお祝いのクオカードを

送らせてもらったんですが、再配達を依頼するときに、まず一番最初の時点で郵便が届くときに

届けてもらえなかった。不在票が入っていて、その再配達を依頼しようと頑張ったんだけれども、

自動音声の応対になってしまっていて、郵便局でのやり取りができずに市に取りに来たという声

が最も多くて、あとは少数意見ですけれども、そういうものも合わせてだと思うんですが、敬老

の日に届けてもらえなかった、手に入れられなかったというので残念だったというお話がありま

した。 

 今年については、郵便局とのやり取りで早めに届けるようにということでの動きとともに保管

期間の周知なんかをして、今回、ホームページにも敬老の事業を分かりやすく記事として掲載を

しているので、そちらも併せて御覧なっていただければ、どれぐらいの期間まであるかというこ

とは、明記はできないんですけれども、あまり詳細に書いちゃうと、オレオレ詐欺みたいなもの

に引っかかっちゃったりもすると大変なので、振り込みますなんて書いちゃうと危なかったりと

か、こういうものが行きますという写真も載せないんですけれども、今こういう進捗になってい

るということはできればと思ったので、もう発送はしていますとかそういったことは書いて、郵

便局では、２０日には保管期間満了のものが市に戻ってくるという形になるので、以降は、今年

度については、再度また通知を差し上げて、普通郵便で一回また戻ってきちゃったので直接窓口

に来られるか、もう一度郵送を希望されるか選択をさせてもらう、そういうやり方にしていこう

ということで今動いているところです。 

 以上です。 

○池辺委員長 山本委員。 

○山本委員 ありがとうございました。 

 これは産後ケアなんですけれども、１，２００万円ほどかかっているんですが、これは、財源
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としてはどこ、市の一般財源なのか、そこを確認したいと思います。 

 あと、今８か所あって市内は２か所、あと、私もチラシを見ましたら取手とか守谷とか、妊婦

さんというか産後のお母さんたちにとってはちょっと遠くなるのかなというところもあって、今

この市内の２か所の利用はこの中の何割ぐらいになるのか、分かればお示しいただきたいと思い

ます。 

 それから、長寿をたたえるクオカード、私も今年は母のを頂きましたけれども、今、再配達と

いう言葉がありましたが、結構、再配達の割合が多いんでしょうか。アバウトで結構なんですけ

れども、どれぐらいか分かればお示しいただきたいと思います。 

 以上です。 

○池辺委員長 健康づくり推進課長。 

○野口健康づくり推進課長 産後ケアですけれども、今年２か所増えたところは、筑波学園病院

と、それと市外、レディスクリニック結というところで２か所になって、市内はなかなか増えな

いというところなんですけれども、つくばセントラル病院は２割ぐらいですか、意外に少なくて、

ほかの人気のあるところが増えている状況になっております。 

 もう一つ、財源に関しましては、２分の１が国の財源になっております。 

 以上です。 

○池辺委員長 高齢福祉課長。 

○久米高齢福祉課長 自動音声の割合なんですけれども、昨年度、課内でいろんな御意見を伺っ

たものの集計を取っていまして、最多と申し上げたのは一番目立つところで４件、１１意見があ

った中の４件がそういったお話だったということで、あとは３件とか１件とか少数なんですけれ

ども、同じような理由というとこれが一番多かったという説明の仕方をさせてもらったんですが、

割合としてはそんな形で、これまでやってきた事業の中では一番御意見が少なかったので、そう

いう意味では、皆さんのお手元に一番届きやすかったやり方だったのではないかと感じていると

ころであります。 

 以上です。 

○池辺委員長 どうですか。 

 それでは、まだ一周していないんですけれども、お時間も１時間ちょっと過ぎたので、ここで

暫時休憩させていただきます。再開は１５時４０分でお願いします。 

午後３時３３分休憩 

 

午後３時４０分開議 

○池辺委員長 少し時間が早いんですが、全員おそろいなので休憩前に引き続き会議を開きます。 

 須藤委員。 

○須藤委員 それでは、３件お願いいたします。 

 まず１点目が、１７４ページの０１０７「地域におけるネットワークづくりを支援する」とい

うことで地域福祉ネットワーク、この令和５年度の実績をお示しください。 
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 先ほど地区社協との関係で、地域福祉コーディネーターの件が地区社協から出ているという答

弁があったのかと思うんですが、こちらの事業ではなかったのかと思いまして、この地域のネッ

トワークづくりと地区社協との関係性も併せて伺いたいと思います。 

 それから、２３２ページの０１０２の「生活保護の相談と認定をする」ということで、相談件

数、認定の状況等を伺います。 

 また、新聞等で今言われているのが、つくば市における生活保護の過大支給ということが問題

になっておりますが、牛久市ではこうしたことが生じない状況ができているのかどうか。例えば、

ケースワーカー１人が扱っている件数であるとか、この辺がきちんと適正でないと、訪問とか面

接等の実施というのができていないとそういう、あれは障害の関係でしたけれども、生活困窮の

面も含めてケースワーカー１人が抱えているのと、実際にきちんと面接・訪問等が行われている

のか。こういうのは、よくうわさ話として出てくるんです。居住実態の中で、子供がいないのに

子供と一緒に加算されているんじゃないかとか、いろんな地域のうわさのような形で入ってきま

すので、そういう返還のことが生じない状況の確認です。 

 それから、雑収入で、生活保護の６３条、７８条、８５条の関係で生活保護の返還金というの

が生ずる場合があると思うんですけれども、この辺の徴収がどう行われているのか。それから、

雑収入で不納欠損になっていると。これは雑収入における不納欠損という中に含まれているのか

どうか、その辺を伺いたいと思います。 

 それから、あともう一つが、２５４ページの０１１１「介護予防と保健事業を一体的に実施す

る」ということで、これまで健康づくり推進課で行われていた介護予防が医療年金で実施されて、

医療との連携による、医療に結びつかないように介護予防とかというものも含めてやっておられ

ると思うんですが、この辺の実績について。それから、あと、フレイル対策等もここの中で行う

というお話だったのでその状況。それから、あと、オペレーションアプローチはたまたハイリス

クアプローチ等が行われているんだろう思いますが、その点についてどういう状況になっている

のかを伺います。 

 以上です。 

○池辺委員長 保健福祉部次長兼社会福祉課長。 

○石塚保健福祉部次長兼社会福祉課長 初めに、地域におけるネットワークづくりを推進する事

業についてでございますが、この事業の目的ですが、地域福祉コーディネーターを配置し、地区

社協活動の支援をはじめとする住民参加による協働活動の推進や市民の多様な福祉課題、生活課

題に対応できる総合的な相談機能の充実を図るなど、地域の福祉力を高めることを目的として実

施しております。昨年度の業務内容・実績でございますが、まず、１点目が、地区社協活動を進

めるためのリーダーの育成研修を行いました。それから、続きまして総合相談、こちらは心配事

相談であるとかあんしんホットライン、こういった総合相談の充実に努めました。次に、地域か

わら版の普及であるとかＦＭ－ＵＵを活用しまして必要な情報を提供してございました。それか

ら、小学生向けの認知症サポーター養成講座の実施、それから地区社協会長を集めた会議の実施

と事業内容が細かいところがかなりあるんですが、まず、地域福祉コーディネーターという職員
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を先ほど地区社協にも１人専属で雇っているんですけれども、こちらでも各ネットワークをつく

るために専任の職員をこの事業にも配置して人件費を入れてあります。昨年度は２名の職員を当

初予算で計画していたんですが、１名の専任職員が育児休暇に入ってしまって、その間、パート

職員を採用したために人件費部分が不用額となってございます。 

 次に、生活保護の認定についてでございます。昨年度につきましては、まず生活保護の相談件

数ですが、１９１件の相談を受けました。この相談の内容につきましては、制度そのものを知り

たいであるとか、念のために聞きたいとかという相談も含めての数字になります。実際に相談を

受けて申請を受付した件数が８２世帯、その中で生活保護を開始した世帯が７１世帯、申請を受

けたんですが申請の却下、調査をしてみたら預貯金が出てきたりとか、要件に合わなく申請を却

下した件数が９件ございます。それから、申請をしたんですが取下げという形が２件ございまし

た。令和６年３月末現在は、４４５世帯５７９人の被保護者となってございます。 

 それから、今の生活保護の職員の体制でございますが、現在、ケースワーカーが５名います。

そのほかには、査察指導員というケースワーカーを指導する立場の者が１名ございます。ケース

ワーカーの定数ですが、社会福祉法に定めておりますケースワーカーの１人当たりの持ち件数と

いうのが８０世帯と決められております。ですので牛久市においては、今、４００世帯以上いる

状況なので、法律からいうと１名は不足しているという状況となっております。 

 そういう中で生活保護の支給に当たっては、つくば市みたいな事例は、牛久にはございません。

きちんと事務は執行している状況でございます。 

 続きまして、生活保護の不納欠損についてでございます。決算書にあります不納欠損１９４万

６，４７２円、こちらの内訳ですが、まず、生活保護法の６３条といいまして、資力があるにも

かかわらず保護を支給した場合には、その受けた保護金品に相当する金額の範囲内において保護

の実施機関に返還しなければならないという法的なものがございます。こちらが昨年、１件ござ

いまして、金額につきましては５０万７，４８０円、内容につきましては、児童扶養手当を頂い

ていた方が収入の申告をせずに保護を受けていたため、それに相当する金額を返還してください

というものが１件あります。 

 それから、もう一方で、生活保護７８条の徴収金というものがございまして、こちらが１件、

１４３万８，９９２円、こちらの内容につきましては不実の申請、それから、その他不正な手段

によって保護を受けた場合には金品を返していただくという法律になっております。こちらにつ

きましては、被保護者の方が、就労収入があったにもかかわらず、収入申告を長い間、市の福祉

事務所にしておらず、その間の保護費として支給した分を返してくださいという内容になります。 

 以上２件、合計１９４万６，４７２円を地方自治法の第２３６条、税法ではなくて地方自治法

の金銭債権の消滅時効という項目で、５年間経過して時効によって消滅したということで、不納

欠損をさせていただきました。 

 それから、不納欠損以外の収入未済についてでございます。令和５年度末現在で生活保護にお

ける先ほどの６３条、それから７８条を含めた徴収金の調定が約２，５００万円ある状況です。

年間、人数にしますと４０人の方から、今、それぞれ毎月分割納付などで徴収金を返還していた
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だいている状況になります。大体、年間百数十万円の金額を返還していただいている状況となっ

てございます。 

 以上です。 

○池辺委員長 保健福祉部次長兼医療年金課長。 

○宮本保健福祉部次長兼医療年金課長 医療年金課宮本です。よろしくお願いいたします。 

 「介護予防と保健事業を一体的に実施する」につきましては、御質問にございましたように、

後期高齢者と国民健康保険加入者の医療データがございます私ども医療年金課へ令和４年度から

一体化事業等で移管をいたしまして、また、専門職員も健康づくり推進課から医療年金課に異動

して当たっているところでございます。あくまでも主管課ということで、実際には、介護保険の

担当課であります高齢福祉課ですとか、文字どおり健康づくり推進課といろいろ連携しながら一

体的に取り組んでいるところでございます。 

 まず、フレイル予防、ポピュレーションアプローチの部分なんですけれども、昨年度におきま

しては、その前の年、令和４年度にあっては、中根小学校、牛久小学校、牛久第二小学校、向台

小学校と４つの小学校区で行っていたものに岡田小学校と神谷小学校の２つを追加いたしまして、

昨年度は６つの小学校区において実施をしてございます。 

 内容といたしましてはフレイル予防の３本柱、運動、栄養、それから社会とのつながりという

ものをテーマにいたしましたかっぱつ体操参加者に対する教室の開催ということで、６小学校区

ありまして、１小学校区当たり１行政区ということで、都合６行政区に対しまして、今申しまし

たフレイル予防の３本柱について、それからオーラルフレイル、口です、口腔のフレイル予防に

ついて、それから総復習ということで、１行政区当たり３回、教室を行ってポピュレーションア

プローチを行っておるところでございます。実績といたしましては、もちろん小学校区を増やし

た関係もございますけれども、令和４年度の２３２人から４１３人に参加者が増えておるところ

でございます。 

 それから、ハイリスクアプローチなんですけれども、令和５年度に関しましては、まず、糖尿

病性腎症の重症化を予防することが１つと、糖尿病や高血圧のコントロールがうまくいっていな

い人への支援の２つを主なテーマといたしまして実施しております。 

 まず、糖尿病性腎症の重症化予防なんですけれども、血圧ですとか血液中のある物質の値を基

に対象者を抽出いたしまして、対象者の数がまず１４１名、それから受診することをお勧めして、

新たに糖尿病ですとか血圧の受診につながりましたのが３５名の方で、割合にしますと２５．

０％と。 

 それから、糖尿病や高血圧のコントロールがうまくいっていない人への支援につきましては、

やはり同じく血圧や血液中のとある物質の値に加えまして、１年間、お薬が処方されていない人

という条件を加えて対象者を抽出いたしまして、その人数が１５名、結果、受診につながりまし

たのが１０名で６６．７％という実績結果になってございます。 

 これら受診につながった人たちが、ある意味、成果だと考えています一方で、裏返せば、つな

がっていない方々がまだまだいらっしゃいます。特に糖尿病性腎症につきましては、つながった
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人たちのほうが少ないわけでございまして、成果がある一方、こちらが課題であると考えてござ

います。 

 以上でございます。 

○池辺委員長 須藤委員。 

○須藤委員 ネットワークづくりですけれども、コーディネーターがそれぞれの事業で配置され

ているということを知らなかったもんですから、そういうことだったんですね。これは今後の話

になりますから、ここで聞くことではないのかもしれないんですけれども、地区社協、地域の福

祉活動をどんどん、介護保険の軽度者が介護保険から外れるのではないかということが言われて

おります。まだ実施されているわけではないですが、その受皿となるというのがこの地域住民の

地域活動ということになると、今の地区社協は住民たちの自主活動という展開をしておりますけ

れども、ここにある意味、意図を持った市の活動まで加わってくるのかなと考えられると、この

コーディネーターの役割等が重要になってくると思いますので、これは今後の課題として個々の

活動、そうした展開をも含めて地域活動をどう支えていくのかを御検討いただきたいと思います。

これは結構です。 

 それで、生活保護ですけれども、今、６３条、７８条関係の返還金の件も伺いました。これが、

なぜ先ほどケースワーカーの件を言ったかというと、誤支給というわけじゃなくて、意図的に申

請者が虚偽の申告をして、こちらがそれを見抜けなくて支給したという事例もあると思うと、入

り口のところでこの水際対策をしろということではなくて、来た人は何でもはねつければいいと

いうことを言っているわけじゃなくて、適切なケースワーカーが聞き取るということが、その後

の返還に至るような、ここはどうやったって不納欠損、収入未済額できちんと徐々にでもやって

くださる方はいますけれども、そういう状況に行かない方が多くいらっしゃると思うので不納欠

損につながるわけです。そうすると、水際対策ではなくて、入り口の段階での適切な生活保護の

そうした今状況、精神保健福祉士も含めて専門家も入っていらっしゃるようですけれども、この

充実策、専門家がいればいいのではなくて、職員の中でたたき上げと言い方はちょっと変なんで

すけれども、現場の中でそうしたスキルを持っている人たちもいらっしゃると思うので、その資

格を持った人、それから、そういうふうに現場で生活保護の支給の在り方をやってきた方、こう

いう方々の情報共有というのか、その辺をきちんとできる体制、意見交換等が組める体制が現段

階であるのかどうかということを伺いたいと思います。 

 それから、介護予防と一体的に実施するというところで、まさに医療との連携の中でこうした

点が加えられるということで、糖尿病性腎症を減らしていくというところにつながっていくと思

うので、ここももう要望にしちゃいますけれども、一つ一つレセプトの点検でもう分かってくる、

その前の市民ドック等の中でのことも分かってくると思う。その各課の連携を強化しながら生活

習慣病予防につながらないような、そうした各課内の部内の連携をお願いをしたいということで、

これは結構です。生活保護の関係だけ答弁をお願いします。 

○池辺委員長 保健福祉部次長兼社会福祉課長。 

○石塚保健福祉部次長兼社会福祉課長 先ほど委員からもありましたように、生活保護の相談か
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ら入って、本当に適切な相談、入り口というところが非常に重要だと思っております。今の牛久

の実情としましては、ケースワーカー５人のうち半分以上、３人が、まだ入職してから３年ほど

の経験でございます。いきなり生活保護の相談を受けて一から十までその人を支援するというの

は、制度のことは説明できても難しいところがあるのが実情です。そのために査察指導員という

ケースワーカーを指導する者が立場としているわけですが、昨年から指導員が変わりまして、そ

の前の指導員が、今、社会福祉課の課長補佐をしていますので、そういった業務経験が長い職員

から事あるごとに若い職員へ適宜指導している状況でございます。本当に相談が一番きっとケー

スワークをする上において、援助する技術であるとか経験というのも必要になってくる部分であ

りますので、そこら辺は、今後も適正に行えるように努めてまいりたいと思います。 

 以上です。 

○池辺委員長 須藤委員。 

○須藤委員 最後にもう一つ、生活保護の件で、要望という形で、課長ももう御存じでいらっし

ゃると思う、私のところに御相談があった方の件でございますけれども、ああいうものも最初の

聞き取りというところが、問題を抱えているからもうその段階でケースワーカーの人たちが大変

だというのは重々分かるんですけれども、これが高齢福祉課との関わりの中で生じたことがこじ

れて、何というんでしょう、不正とかそういうのではないですけれども、職員が対応するのに困

難になるという状況を生み出したりしておりますので、自分のところだけではなくその方の親が

いたりするとその他の関係、介護なんかが生じますから、そういうところの連携も含めて丁寧な

対応、受付をお願いしたいと思います。 

 以上です。 

○池辺委員長 続きまして、高嶋委員。 

○髙嶋副委員長 すみません。２４０ページ、０１０６「日曜・祝日・年末年始の休日救急診療

医療機関を確保する」とありますが、これは稼働日数と、確保するとなっているんですけれども、

どこまで御対応いただけるのかというところをお願いします。 

○池辺委員長 健康づくり推進課長。 

○野口健康づくり推進課長 お答えいたします。 

 この休日当番を確保するという事業ですけれども、これは、通常の診療が行われない休日とか

祝日の救急医療体制を整備するということで、牛久市医師会の協力の下に委託をしまして、なの

で１年間の日曜・祝日の日数を計算しまして、それで、１日につき１回６万円ということでお支

払いをしているんですけれども、それで、その年の日数によって予算が変わっております。牛久

愛和総合病院とつくばセントラル病院で、お盆中の日曜日とか、あとは、年末年始とかそういう

ところは牛久愛和総合病院、つくばセントラル病院の救急で対応していただいているんですけれ

ども、これは牛久市の医師会での何というんですか、医師会が主導で自主的に御協力をいただい

ているという事業になっておりまして、基本的に日曜日に診療を行っている医院に関しては、お

金をお支払いはしていないんです。ただ、決まりがありまして、日曜日でも祝日が続いていると

いいますか、そのときにはお支払いする。単独で日曜日の場合は、基本的に日曜日はもう通常の
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診療になっていますので、そのときはお支払いが生じないということで、とても医師会には御協

力をいただいてお願いしております。基本は午前中の診療ということでお願いしております。 

○池辺委員長 高嶋委員。 

○髙嶋副委員長 ありがとうございました。 

 まさにお盆中の出来事だったんですけれども、市民から連絡をいただきまして、鼻血が出ちゃ

って止まらないという、一旦その担当のところに連絡したら、大きい病院に行ってくださいとい

うことで行かれたそうです。夜中に１回止まって、家に帰って、また出ちゃったから行ったんだ

けれども、もうその大きい病院でも、うちでは、これ以上は担当の先生、本業の先生というんで

すか、がいらっしゃらないからもう手をつけられないですというので相談があったもので、僕も

電話してみたんですけれども、その経緯は話したんですけれども、そこでは大きい病院に行って

もらうほかないということで、結局、大きい病院に行ってください、大きい病院に行ってくださ

い。じゃあどこの大きい病院に連絡すればいいですかと、それはもうそっちで調べてくださいと

いう返しを受けました。果たしてこれがここに書かれているような「医療機関を確保する」に当

たっているのか、これが疑問になりまして、こういった対応であれば、先ほどの答弁からすると、

やっていただいているということでしたが、これこそこのＤＸか別の課で推進しているんであれ

ばそういったところと、そして電話対応なり、いろいろチャットボットなり、そういったものも

進めていくなりというの、少し見直しが必要なんじゃないかと思いましたが、ただ、この辺を、

実情のところをどこまで把握されているのかというので、今、質問させていただきました。答弁

は結構です。 

○池辺委員長 続きまして、質問。塚原委員。 

○塚原委員 私は委託料について２点お願いします。 

 １９７ページの地域活動支援センター費で、これが委託料１，６００万円と出ているんですが、

これは一体何を委託してどう委託を選定したのか、それをひとつお聞きしたいと思います。 

 それから、もう１点が、２１６ページ、これは子ども・子育て支援事業計画策定、これも委託

になっているんですけれども、この委託は、恐らく子ども・子育て支援センターの事業計画なの

で、具体的にこれは１６０万円だと思うんですが、どんなものを委託してどんな事業計画ができ

て、その結果、今どう反映されているのか。 

 以上２点、お願いします。 

○池辺委員長 障がい福祉課長。 

○富田障がい福祉課長 それでは、１９７ページ、１９８ページの地域活動支援センターに係る

委託料について御説明をさせていただきます。 

 こちらの地域活動支援事業というのが、障害のある方が自立した生活を目指すために活動の場

所、生きがいづくりの場所の提供ですとか相談、それから障害特性に応じた機能訓練・生活訓練

を行うために近隣の事業所に委託をしているものになります。こちらの事業は３事業所に委託を

かけておりまして、１か所が稲敷市にありますいなしきハートフルセンター、こちらは牛久市ほ

か近隣６市町でもって委託を行わせていただいているものになります。主に精神障害のある方が



 - 113 - 

通院と並行して生活訓練などを実施しているものになります。それと、牛久市の福祉センターに

あります身体障害者デイサービス事業、こちらは牛久市の社会福祉協議会に委託をしておりまし

て、身体障害者の方の生きがいづくりですとかリハビリテーションなどを実施してございます。

あと、もう一つ、市内の久野にありますケアセンター梵、こちらにつきましても精神障害の方へ

の居場所の提供ということで、居場所の提供、相談等々の活動を実施させていただいております。

いなしきハートフルセンターにつきましては、延べで令和５年度１，８１５名が利用されていま

す。身体障害者デイサービスにつきましては、昨年度、延べで３，１０３人が利用をしておりま

す。梵につきましては、１名の利用ということで少なくなっております。 

 以上です。 

○池辺委員長 こども家庭課長。 

○長江こども家庭課長 こども家庭課の長江です。よろしくお願いいたします。 

 「子ども・子育て支援事業計画に基づき子育て支援をする」の委託料についてですが、こちら

は計画策定のための委託料となっています。こちらなんですけれども、子ども・子育て支援事業

計画といいまして、子供の子育て支援に関する保育とか教育、その必要な量の見込みと確保の方

策を定めている計画になります。 

 こちらにつきましては、現在、第２期の牛久市子ども・子育て支援事業計画に基づき、保育園

の利用定員とか幼稚園の利用定員など計画に基づいたものを定めております。こちらが、第２期

が令和２年度から令和６年度までの５年に１度、策定をしているんですけれども、今年度末まで

になりますので、現在、令和５年度から第３期の子ども・子育て支援事業計画を立てるための作

業に入っております。令和５年度につきましては、どれぐらい子育てに関するニーズがあるかど

うかのニーズ調査を行う年になっておりまして、令和５年から６年にかけて計画策定の業務を委

託して、令和５年度、ニーズ調査、あと、計画を策定するための会議の運営などの業務を委託し

ている金額になります。 

 以上です。 

○池辺委員長 塚原委員。 

○塚原委員 じゃあ特にさっきの家庭、事業計画の委託の件なんですが、調査の委託ということ

で、これは、委託を選定する際に入札でやったのでしょうか。事業なんかのプレゼンをしてプロ

ポーザルで選んだんでしょうか、そこのことを教えてください。 

○池辺委員長 こども家庭課長。 

○長江こども家庭課長 こちらなんですけれども、入札で行っております。 

○池辺委員長 塚原委員。 

○塚原委員 入札でどういう事業者が選ばれたか教えてください。 

○池辺委員長 こども家庭課長。 

○長江こども家庭課長 指名競争入札を行いまして、現在委託している事業所なんですけれども、

株式会社都市環境計画研究所に委託をしております。 

○池辺委員長 塚原委員。 
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○塚原委員 了解しました。結構です。 

○池辺委員長 ほかに。大森委員。 

○大森委員 大森です。じゃあ３点お願いします。 

 まず、２０２ページ、「健康な高齢者を表彰する」ということで、８９万７，０００円という

ことで、これは令和５年度限りということなんですけれども、実際、どういう効果があって単年

度だけだったのかという理由をお聞かせください。 

 ２つ目に、２４４ページ、公的病院等運営補助金５，５１６万４，０００円、病院に関する補

助金に対する事業内容について教えてください。 

 また、同じ２４４ページ、「予防接種健康被害救済制度による給付を実施する」で５９０万４，

０００円、こちらについても事業内容を教えてください。 

 以上です。 

○池辺委員長 保健福祉部次長兼医療年金課長。 

○宮本保健福祉部次長兼医療年金課長 「健康な高齢者を表彰する」について御説明を申し上げ

ます。 

 事業概要といたしましては、後期高齢者医療の加入者で、１年間、医療機関に受診する必要が

なかった被保険者を健康高齢者としてお祝い金を支給する事業でございます。 

 平成２１年度に始まりまして、途中いろいろ改正があったり制度変更があったりしたところで

はあるんですが、令和５年度におきましては、７５歳以上の５歳節目の方に対しまして、対象の

方８７名に１人１万円のお祝い金をお支払いいたしましたので、決算額８７万円というところで

ございます。 

 効果等々なんですけれども、なかなかここが一概に難しいところでございまして、もちろん健

康でよかったですねと、お祝いいたしますということで、それが本来の目的・趣旨ではあったん

ですけれども、仄聞するところによれば、欲しいので病院にかからないんだとおっしゃる方もい

たりしたようでして、それでは実際どうなんだということもあったり、事業そのものの役割も鑑

みて昨年度、令和５年度いっぱいで事業としては終了して、今年度は当初予算にもございません

という状況でございます。 

 以上です。 

○池辺委員長 健康づくり推進課長。 

○野口健康づくり推進課長 まず、「公的病院等及び私的二次救急医療機関の運営を助成する」

という事業についてですけれども、これは、つくばセントラル病院と牛久愛和総合病院への補助

金になります。公的病院がつくばセントラル病院になりまして、もう一方が二次的医療機関とい

うところで、牛久愛和病院ということで補助金を出しております。 

 私的二次救急病院というのは、公的病院ではないけれども民間の病院が二次救急を行うところ

ということで、牛久愛和病院がその指定になっております。牛久愛和総合病院に関しましては、

令和３年度から２，０００万円を補助しております。つくばセントラル病院に関しましては、令

和５年度は３，５１６万４，０００円ということで補助をいたしております。 
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 それと、もう一つ、予防接種の健康被害になりますけれども、この「予防接種健康被害救済制

度による給付を実施する」なんですが、これに関しましては、牛久市では、大きなところで子宮

頸がんワクチンの健康被害の方がいらっしゃいまして、その方にお支払いしている医療費と医療

手当、それプラス新型コロナ予防接種で健康被害に遭った方で、国で認められた方に関しての給

付が合わさった形の決算となっております。令和５年度に関しましては５６５万２，２８５円が

決算額になっておりますけれども、そのうち子宮頸がんの健康被害の方は３５７万４，２６５円

で、そのほかの残りの額２０７万８，０２０円に関しては、新型コロナ予防接種による健康被害

の６名の方にお支払いした医療費の６１万７，５７０円と医療手当の１４６万４５０円というこ

とになっております。当初予算は３４０万円でしたが、コロナの健康被害の方が認められたとい

うことで、令和５年度１２月と３月に合わせて２２７万１，０００円を補正させていただいてお

ります。 

 以上です。 

○池辺委員長 ほかにございませんか。鈴木委員。 

○鈴木委員 すみません。それでは、決算書の１９２ページ、０１０４「障害者へ補装具を給付

する」ということで、説明資料の１７ページ、不用額が１００万円以上あるということで、理由

が申請件数の見込みを下回ったと、前年度も同じ理由ですが、予算額は前年度より増えておりま

す。執行済額は、しかし前年度より減る。執行率も前年度より減っている。当然、予算残額は前

年度より大きくなっているということで、この見込み違いの理由をお聞かせ願いたいのと、これ

は予算でしっかりやんなくちゃいけなかった話なんでしょうけれども、決算を踏まえて前年度と

同じ理由であるのであれば、しかも、こうして執行率も低く、そして不用額も増えているんであ

れば、一般的には予算額を少し考えるんじゃないかと思うんですが、この辺の予算の立て方、こ

れは、保健福祉部だけではなくてほかにも言えると思うんですが、予算途中での予見し難い事情

があって不用額が増えるのは、これは仕方がないことだと思うんですが、前もって想定とかある

いは見積りをしっかりしていれば、なかなかこういう見込み違いも大きく出る事態にならないん

じゃないかと思うんですが、その見込み違い、どうなったのかということを教えていただければ

と思います。 

 あわせて、同じような話なんですけれども、決算書１９６ページの０１０８「重度障害者の入

浴を支援する」ということで、説明資料１８ページ、同じ理由です。申請件数が見込みを下回っ

たと。予算額は、こちらは多少減っています。執行済額は多少増えていると。でも、執行率は低

いという状況です。この辺の見込み違いの理由についてお聞かせいただければと思います。 

 それから、３点目に関しましては、決算書の１８２ページの０１０３「養護老人ホームの運営

を支援する」ということで、こちらは説明資料の２１ページにあるんですが、執行率が１１．９

９％ということでかなり低いです。この何でしょう、措置の必要な高齢者が予想を下回ったため

という理由があるんですが、これは、措置の具体的な内容を教えていただきたいことと、こうし

た予想を下回った予想違いの理由ということを併せてお聞かせください。 

 以上です。 
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○池辺委員長 障がい福祉課長。 

○富田障がい福祉課長 それでは、まず、補装具費の見込み違いというところから御説明をさせ

ていただきたいと思います。 

 こちらの補装具費なんですが、令和５年度の当初予算編成時に例年の補装具費の支給実績、そ

れから身体障害者手帳交付の増加傾向を見込みまして予算計上を行いました。令和５年度の補装

具費の支給決定額は２，２５８万８，３１４円ということで、予算額に対してはおよそ８９％の

支給決定となっております。ですがこちらの補装具が、給付決定を出してから実際にオーダーメ

ードで個別に作製を始めるために、それが２週間程度でできるものもあれば、長いものですと半

年から１０か月程度かかるということで、給付決定をしてから実際の支払いまでに時差があった

ということが大きな乖離の原因の一つになっています。実際に令和５年度中に支給決定を行った

んですが、３月３１日までには作製途中ということで、実際の請求にかかっていないものが全部

で２６件あります。合計金額といたしましては、８３４万８，９９０円ということになっており

ます。給付決定を出すときには、予算を見ながら給付決定を出しているところなんですが、実際

の作製の日数がかかってしまうので、給付決定を出した年度内に作製が間に合わず、実際の請求

が翌年度以降にずれ込んでしまうというところが難しいところになっております。 

 それから、もう一つの「重度障害者の入浴を支援する」という事業になります。こちらは、在

宅の重度障害者に対しまして、特殊浴槽を搭載した車などにより入浴支援を行うサービスとなっ

ておりまして、年度当初の実利用者は４名でした。うち１名の方が昨年、令和５年５月に介護施

設に入所となりまして、障害福祉サービスからの在宅支援が終了となりました。その方が月９回

の利用でしたので、６月から３月の１０か月分で９０回の回数が利用減となったところが大きな

理由です。 

 しかしながら、年度の途中でも利用申請がありますので、予算としてはそのまま維持をさせて

いただいておりました。結果といたしまして、年度の途中で新規利用者が１名ありましたので、

年度末時点での利用者もまた年度当初と同じく４名ということになってございます。 

 以上です。 

○池辺委員長 高齢福祉課長。 

○久米高齢福祉課長 「養護老人ホームの運営を支援する」の部分なんですけれども、まず、措

置の内容に関してなんですが、経済的な理由や環境上の理由で居宅において生活困難な入所の方、

これは虐待なんかも含むんですけれども、そういった方に対して措置入所という手段を取るとい

う形でやっております。 

 今回の執行率が低かった、その措置の必要な高齢者が予想を下回ったためというのがあるんで

すが、基本的にそういう状況の方がどれぐらいいるかということをやるんですけれども、今回、

実は、令和５年４月１７日に入所措置していた方が亡くなられたんです。それでもって年間の予

算分、当初、４月にお亡くなりになってしまった関係で、その後のものが全部不用額として計上

になってしまったということがございますので、あまりそういうことは書けないもので、こんな

理由ですみません。 
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 以上です。 

○池辺委員長 鈴木委員。 

○鈴木委員 今おっしゃった死亡なんていう、これは年度途中の予見し難い事情なので、それは

致し方ないと思います。障害者へ補装具を給付するということのその部分に関しましては、翌年

度に給付が回っているというそういうお話をされていたのであれば、この申請件数が見込みを下

回ったという理由よりも、そういうふうにして書いていただけるんであれば分かるんですが、何

でも結構、その見込み違いと、申請数が見込みより少なかったと書くと、よく読んでいて分かり

ません。今、御説明していただけるんであれば、なるほどそういう事情があるんであれば、当然

ながら不用額が増えてきた、仕方がない、執行率も下がるんだろうということは、こちらで理解

できます。ですからこの説明資料も、この間も言わせていただいたんですが、丁寧に書いてある

ところは丁寧に分かりやすく書いていただいているんです。ところがみんな同じ文言になってい

たりとか、その辺をよく部内でも検討していただいて、こちらが理解というか納得しやすい理由

を書いていただけなければ全部質問してしまうことになりますので、よろしくお願いします。 

 以上でございます。 

○池辺委員長 副市長。 

○鷹羽副市長 御指摘のとおり、この理由については丁寧さが足りないところがございますので、

これは改善したいと思います。その上で御説明が担当からありましたように、特に福祉の場合は

セーフティーネットという部分がございますので、一定の不用額が出るのは、これはやむを得な

い部分があると思います。とはいっても、きちんとしたそういうことを御説明させていただくと

いうのが私ども執行部の役割だと思いますので、きちんとこれは、次回以降、説明できる理由を

記載したいと思います。よろしくお願いします。 

○池辺委員長 続きまして、質問のある方。山本委員。 

○山本委員 お願いいたします。 

 重なるところもあるんですが、須藤委員がおっしゃったところで１７４ページの「地域におけ

るネットワークづくりを支援する」というところです。今、何点か内容があったんですが、この

中に、昨年度、ふれあいサロンの活動もたしか入っていたと思うんですけれども、このふれあい

サロンというのは、行政区で今行われているふれあいサロンと理解していいのかどうか、そこを

教えていただきたいと思います。 

 それから、次の１７６ページです。０１１４「地区社協活動を推進する」、先ほどこれの地区

社協支援ということで５５６万５，４００円、８小学校区に出ているということで、市からは２

０万円、これ以外に社協からも出ていたと思います。その金額を確認したいと思います。 

 そして、これは前回もお話ししたんですけれども、地区社協でも、８小学校区といいましても

全く規模も違うし、やっていることも本当にその地区社協ごとに違います。そうすると、この支

援金というのが一律であることが果たして実態に合っているのかということで、令和５年度に地

区社協に聞き取りをするということをおっしゃっていたと思います。その聞き取りの状況がどう

だったかというところをお伺いしたいと思います。 
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 それから、２１４ページの子育て広場です。これは令和５年度の実績を伺いたいと思います。

コロナのときは、たしかオンラインのことがあったり、あと、コロナの最後のほうは、多分、予

約制とかにして人数も絞っていたと思います。そこら辺の関係も含めて伺いたいと思います。 

 そして、ここで、子育て広場で子育てアドバイザーの方が対応してくださっていると思うんで

すけれども、そういうところで拾った意見をつなぐ役割というんですか、そういったものがあれ

ば、実例を挙げていただければと思います。 

 それから、子育て広場に関しては、ひたち野地区には、今ゼロ歳児、１歳児のみで、それ以上

の大きなお子さんは預かれないというか子育て広場では見られないということで、でも実際、ひ

たち野地区はお子さんを連れた方が多いので、そこら辺をどう解消していくかというのは課題か

と思うんですけれども、ここら辺をどう捉えていらっしゃるのかというところを伺いたいと思い

ます。 

 そして、前回の議会報告会で出た意見なんですけれども、そのときにお子さんを連れた方が１

組見えていまして、その方は日曜日も働いていらっしゃるのかな、それで結局、今、子育て広場

とかいろんな支援があるんですけれども、平日だけじゃないかと思うんです。土曜日はやってい

るんでしょうけれども、今、日曜日にそうやって子育ての支援をしているところが牛久市ではあ

るのか、そこら辺をお伺いしたいと思います。 

 以上３件です。 

○池辺委員長 保健福祉部次長兼社会福祉課長。 

○石塚保健福祉部次長兼社会福祉課長 「地域におけるネットワークづくりを支援する」、この

事業の中のふれあいサロンの部分について回答いたします。 

 市で委託しているこのネットワークづくりを支援するという事業の中には、各ふれあいサロン

のリーダーを対象として、年に１回、ネットワークの構築や情報交換の場としてリーダー研修と

いいますか、そういった研修するための費用をこの事業の中に入れております。昨年は２７のサ

ロンから４７名の参加がございまして、１０月に茨城県立医療大学の教授による講演会を実施し

ております。 

 また、一方で、ふれあいサロンの活動と、それから活動の普及とその活動費の助成については、

これは市社協の単独事業ですので、この事業の中には入っておりません。 

 続きまして、地区社協の補助金についてです。先ほど１地区社協当たり市から２０万円、それ

から、市の社協から１地区に対しまして５０万円、合わせて７０万円を助成しております。昨年

の定例会でも答弁させていただいたんですけれども、この補助金、助成金の内訳といいますか、

まず社協の５０万円は、活動費という位置づけになっております。市からの２０万円については

事務費、合わせて７０万円と。当初、地区社協が設立されてもう１０年以上もたって、その金額

でいいのかという御指摘の質問もありましたけれども、そのとき答弁させていただいた内容で、

今年度、市が作成する地域福祉計画、それから社協が計画する地域福祉活動計画、こちらが改訂

の年に当たりますので、その中で、各地区社協の会長を集めた地域支え合い懇談会というものを

市社協が主催で８月に開催しました。８地区の各会長をはじめ役員の方からいろんな様々な現在
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の課題であるとか状況であるとかというのを聞き取りをしております。現在、そのまとめに入っ

ているところなんですが、その中でその助成金についての要望というものも声として上がってい

るのは確認しております。具体的にじゃあそこの部分をどうするのかというのは、これから市社

協と市が、会長も含めてですけれども、いろいろ検討させていただきたいと思っております。 

 以上です。 

○池辺委員長 こども家庭課長。 

○長江こども家庭課長 子育て広場についてお答えいたします。 

 まず、令和５年度の子育て広場の実績なんですけれども、利用延べ児童数として常設広場が３

か所あります。３か所合わせた延べ利用児童数は８，６１２人、３か所出張広場を行っておりま

して、その３か所を合わせた利用延べ利用児童数は９２５人、トータル９，５３７人のお子さん

が利用されています。 

 コロナ禍につきましては、国や県の外出の自粛要請とかそういった状況に応じて広場を閉館し

ていたりとか、緩和されてきたときには、予約制で御利用していただいたりしていたんですけれ

ども、閉館の際には、オンラインを導入しまして、Ｚｏｏｍで御自宅と子育て広場をつないで遊

びを御紹介したりとか、一緒に子育てアドバイザーとＺｏｏｍでつながって遊びをしたりとか、

あと、子育て相談というのもＺｏｏｍや電話で対応しておりました。 

 令和５年５月、５類になってからは、予約制のときは１回の御利用時間も制限があったんです

けれども、そういったものをなくしまして、予約なく従来どおり気軽に開館時間は自由に行って

いただいて御利用いただけるということで、以前のように自由に行けていいですということで保

護者の方からもお声をいただいております。 

 子育て広場では、子育てアドバイザーが常駐して、保護者の方のいろんな御質問とか相談に対

応しております。その中で子育てアドバイザーが現場で対応するのが難しいケースとかそういっ

た場合は、すぐの対応が必要な場合には、すぐにこども家庭課に連絡をしてもらっています。そ

れ以外、毎日、広場の状況とか記録を取った日誌をつけておりますので、月に１回はその記録を

提出しておりますので、その中を読み取って、課内でも内容を確認して、必要に応じて課で対応

したり関係部署につないだりということを行っております。 

 例えばなんですけれども、例を挙げますと、子育て広場の中で育児相談を受ける中で、もう少

し専門的な相談が必要と判断した場合には、こども家庭課に連絡が入りまして、家庭相談員の個

別の相談につないだり、あと、離乳食とかお子さんのお食事に関しての相談を受けた場合に、子

育てアドバイザーが保健センターに連絡して栄養相談につないだりということで、子育てアドバ

イザーが現場で丁寧に保護者の話を聞き取って必要な部署につなぐ対応をしております。 

 今、ひたち野地区は、リフレと運動公園で出張広場をやっております。年齢をゼロ・１歳に区

切っているんですけれども、場所とかスペースの問題もありまして、あとは、年齢を区切ること

の一つの意味としましては、月齢が近いお子さんが集まりますので、保護者の方が、やはり同じ

ぐらいの年齢のお子さんを持つ方とそこにいらっしゃるので交流を持ちやすいとか、あと、どう

しても動きが活発になってくると、大きな子は走り回っているお子さんとかもいらっしゃいます
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ので、そういった方と年齢を分けることによって、赤ちゃん連れのお母さんたちが安心して利用

できるというメリットがある部分もあります。 

 あと、日曜日なんですけれども、日曜日に開催している子育て支援は、すみません、公的なも

のとかの把握はしておりません。子育て広場の例えば回数とか利用できる児童の年齢の拡大には、

場所とか職員体制の確保とか様々な課題も多いので、検討が必要だとは思っております。あとは、

子育て広場以外にも保育園とか認定こども園で親子で活動できる子育て支援センターの活動など

もありますので、子育て広場以外の情報として、こども家庭課で、毎月、子育てカレンダーを発

行しているんですけれども、そこに支援センターの情報を載せたりして利用できる活動などを案

内して対応しているところです。 

○池辺委員長 山本委員。 

○山本委員 ありがとうございました。 

 そうすると、ふれあいサロンの活動費というのは社協から出ているので、幾ら出ているかとい

うことは、そちらでは把握していないんでしょうか。そこら辺を確認したいと思います。 

 ふれあいサロンというのはいろんなところで開かれていて、うちでも行政区で開かれているん

ですけれども、１回に幾らという形で達しが出ていると思います。そこら辺を確認したいと思い

ます。 

 それから、子育て広場に関しては、この前、つくばが日曜日も実験的に開設をすると載ってい

たものですから、そういうふうに今は働き方もいろいろなので、必ずしも日曜日が休みじゃない

という親御さんもいらっしゃる中で、つくばがそういう実証実験やっているということで情報が

あったもんですから今回お聞きしたものです。そこら辺はどうなんでしょうか。議会報告会に来

た方は、やはり切実な思いを持っていらっしゃったみたいなので、そういう日曜日でもやってい

るところというのは、少なからず要望があるのかと感じたところです。これは私の話だけで結構

です。すみません。 

○池辺委員長 保健福祉部次長兼社会福祉課長。 

○石塚保健福祉部次長兼社会福祉課長 ふれあいサロンに対する助成金につきましては、市では

詳細に把握してはございません。 

 以上です。（「分かりました」の声あり） 

○池辺委員長 大丈夫ですか。（「大丈夫です」の声あり） 

 これで一応２周したんですけれども、あと７問でしたっけ、山本委員。（「３つ」の声あり）あ

と３つですか。ほかはいらっしゃらない、大丈夫ですか。いいですか。どうでしょう。これは１

時間たつので休憩をしようかと思ったんですけれども、続けて大丈夫ですか。（「はい」の声あ

り）じゃあ続行しますので。鈴木委員。 

○鈴木委員 それでは、１問だけ質問させていただきます。 

 決算書の１８４ページ、０１０９「緊急通報システムを提供する」ということで、こちらも同

じように説明資料２１ページに書いてあるとおり１００万円以上の不用額があるということなん

ですが、執行率が前年度５３．９２％で令和５年度が２６．９９％、半分になってしまっている
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わけですよね。こちらは、緊急通報システムも恐らくこれは、市に申請か何かすると思うんです

が、理由としては、緊急通報装置を必要とする高齢者が予想を下回ったためと記載してあります。

必要とする高齢者はもっといる感じがするんですが、まず、この緊急通報装置というのは、提供

される高齢者の条件というのはあるのか。あると思うんですが、その理由、それから内容、そし

て、こうした執行率が前年度の半分になってしまった、その予想違いの理由についてお聞かせい

ただければと思います。 

○池辺委員長 高齢福祉課長。 

○久米高齢福祉課長 緊急通報装置システムの提供にお答えいたします。 

 緊急通報装置につきましては、６５歳以上の独り暮らしの方で必要な方ということでのうたい

方をしているんですけれども、今回の理由なんですが、昨年度、申請は、実は大体１４件ほどあ

りましたが、取下げですとか、あとは保留という形で、御本人たちで何とかできてしまうという

方が結構おられまして、また、かつ新規に設置をするもの、機械器具購入と備品購入をさせてい

ただくんですが、今回は、再利用することもあって２台分の機械器具購入で済んでいて、実際に

設置したのは４台だったんですけれども、１４申請あった中で４名の方が補助対象になられたと

いうことで、実際に保留の件数は９件あって、取下げの方もおられてという形だったので、その

申請に相当する方の要件の中には、今回、緊急通報装置自体が稲敷広域消防本部に直接通報が行

く装置を電話線から１本機械にかませまして、それで直接の通報が行くということになっている

んですが、前提としてＮＴＴ回線でなきゃならないというのが要件にありまして、その要件なん

かをクリアする、あるいは、今、携帯電話やスマホを持っているので大丈夫だと御家族からも話

があったとか、そういう遠方の家族の意見なんかも伺った上で御判断をいただくということにな

ってくるので、最終的には、本当に必要かどうかという御判断の上で申請が継続されるかどうか

ということで今回のような書き方になってございます。 

 以上です。 

○池辺委員長 鈴木委員。 

○鈴木委員 見込みとしては、１４件で見込んでいるということですか。それは毎年１４件ぐら

いで見込むとか、そういうことなんでしょうか。 

○池辺委員長 高齢福祉課長。 

○久米高齢福祉課長 例年、大体１５件ぐらいの件数で見込んでいるので、見込みとしては、そ

こまで悪くはなかったつもりだったんですが、最終的に年度の蓋を開けてみたらそんなに数がお

られなかったという結果でございます。 

 以上です。 

○池辺委員長 鈴木委員。 

○鈴木委員 先ほど副市長からもお話があったとおり、こちらの保健福祉に関するこうした予算

については、なかなか予算額を減額したりするというのが非常に難しいものだということは、私

もよく理解できます。ただ、やはり決算をしている以上、前年度をしっかりよく見て進めないと、

かなり執行率が低くなっている部分については、簡単に言うと、減額ということを言うことも非
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常にはばかられることなんですが、全体をよく見直しをしていただいて進めていただくことが、

限られた予算を適切に効率的・経済的に執行するということにつながるんじゃないかと思うので、

もちろんこれは予算でもしっかりやらなければいけないことなんですが、そちらをよく考えてい

ただければと思います。要望でございます。答弁は必要ありません。 

○池辺委員長 山本委員。 

○山本委員 じゃあ残り３点、お願いいたします。 

 ２４０ページの０１０８「うしく健康プラン２１を推進する」、この中に健康チャレンジが多

分入っていますよね。令和５年度の利用者の実績と内容を伺います。 

 たしか令和５年度からアプリになったんですか。今まで冊子だったのがアプリになったという

ことで高齢者にとってはどうなのか、その利用状況をお伺いしたいと思います。 

 そして、この中に禁煙チャレンジの費用が上がっていたと思うんですけれども、これが何名分

になるのかというところをお伺いしたいと思います。 

 それから、２２４ページ、０１０５「公立保育園を運営する」というところで、説明の認定資

料４７ページを見ますと、つつじが丘保育園が９０名の定員に対して３４名、入園率が３７．

８％ということで低くなっています。前に公立保育園の再編計画を伺ったときに、つつじが丘保

育園は、閉園の予定で進めていくというお話があったと思います。今の状況が、それがどうなっ

ているのか。閉園に向かっては、保護者の方との面談というんですか、そういう説明もあって進

めていくというお話もあったかと思うんですが、その辺がどうなっているのか伺いたいと思いま

す。 

 そして、最後が２１０ページです。０１０２の「家庭児童相談を実施する」、家庭相談員、予

算では６３０万円ほどだったんですが、決算が４７０万円ほどということで、この辺りがどうし

て変化したのかというところを伺いたいと思います。 

 この事業は子ども家庭総合支援拠点ができたということで、その令和５年度の利用者の状況、

できたことで利用者の方たちがどういう反応だったのかというところをお伺いしたいと思います。 

 以上３点です。 

○池辺委員長 健康づくり推進課長。 

○野口健康づくり推進課長 まず、うしく健康プラン２１の健康チャレンジについてですけれど

も、健康チャレンジは、令和５年度から茨城のアプリと一緒にやるという形になりましたけれど

も、令和４年度は４４１名の方が参加されまして１４８人が達成をしたということで、令和５年

度に関しましては１，２１３名の参加がありまして、そのうちポイント達成の皆さんが２８７名

ということで、令和４年度は３３．６％、令和５年度は２３．７％と達成率はちょっと下がった

んですが、参加者は３倍ということになります。ただ、人数的には、割合は下がっていますが達

成者は２倍ということになっております。 

 こちらは、アプリで参加された方が２８７名のうち２２６名で、紙で参加された方が６１名と

いうことで、アプリを行うに当たってＬＩＮＥのアプリの登録をして、そして、実際にそれに自

分の情報を入力したり、その使い方が分からない方がいらっしゃるので、それに関しては、市で
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練習会といいますか、その使い方を説明する期間を設けまして、個々にアプリを持って来ていた

だければ説明しますということでその対応をいたしました。そのときに３０名ほどの方が見えた

んですけれども、使いこなすのがなかなか難しくて、断念して紙で対応となった方もいらっしゃ

って、しばらくはというか、そういう方のためにやはり併用でやるしかないかということで、紙

とアプリと両方で今も行っております。 

 参加者も増えまして、このアプリになってよかった点というのは、市独自でイベントというこ

とで、市独自のものをそのアプリの中に入れることができまして、それで、市独自のものでポイ

ントを稼げるというのがあって、牛久は、健診もざっくり健診を受けた方は何ポイントというこ

とでやっていたんですが、具体的にがん検診、胃とか肺、大腸とか、あと骨検診とか、そういっ

た検診を受けると特典がもらえるとか、あと、健康講座に参加するともらえるとか、１日たばこ

を吸わないと１ポイントとか、あと、血圧とか体重を測ると１ポイントとか、そういうものを独

自に入れることができるというのが一ついいのかと。 

 ただ、県のアプリは、アプリというか、県は、１８歳未満の人は参加できないんです。それで、

市では、一応小学生以上ということで対象にしているので、小学生とかはアプリとかもできない

ですし、紙で挑戦していただいています。特に朝食を食べるイベントとかについては、アプリで

は管理が難しいので、別シートをつくってそれで対応しています。問題点、市の対応としまして

は、全部アプリでやれればいいんですけれども、それが難しいので、紙のものは手で集計しなけ

ればいけないので、アプリは県からデータがもらえるのでそれはいいんですけれども、そして、

全体でデータを管理したいときに、これを合わせ技でやらなきゃいけないというところが大変か

なというところはあります。 

 一応、市と県と両方でやっていますので、５００ポイント以上で市の抽せん、令和５年度は年

度の途中からやったので、５００ポイントで抽せんオーケー、達成するということにしたんです

が、令和６年度からは１，０００ポイントということで行っております。両方参加できますので、

市と県と１，０００ポイントを達成すれば、両方の抽せんが受けられるということになっており

ます。 

 それで、禁煙チャレンジですけれども、令和元年度あたりでは、申請者が１６名で交付が６名

という形で結構２桁の申請者がいたんですが、このところ少なくて、令和５年度は申請者が８名

で達成者が３名、大体半分ぐらいの方が当選はするんですけれども、半分ぐらいの方が断念する

のかと。申請を受けて、一応先生のほうで確かに達成しましたという証明といいますか紙を書い

てもらって、それを持ってきた方にそのかかったお金の半額を補助ということで、１万円が上限

ということでやっております。 

 以上です。 

○池辺委員長 保育課長。 

○児玉保育課長 それでは、私からは、つつじが丘保育園閉園計画について御説明いたします。 

 つつじが丘保育園につきましては、令和５年度に閉園の説明会や保護者アンケートを実施した

ところです。結果的に利用者の希望どおりの調整が整わず、閉園を望まない意見があったため、
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一旦保留となっている状況です。 

 しかしながら、施設の老朽化は目を背けることができない課題ですので、引き続き入園の調整

を行いながら早期に閉園に向けての計画を実施すべき課題と捉えております。 

 なお、保護者につきましては、常時、入園申請時に、お一人お一人に閉園計画がある旨の説明

をし、それに納得と承諾をいただけた方を前提として入園をしていただいている状況です。前回、

令和５年度に行ったアンケート調査の結果を踏まえましても、一度入園した園に卒園するまでい

たいという御意見が多くありましたので、なかなか１歳児、２歳児と低年齢時に入園した方につ

いては、そういった計画が途中で入ることについては、なかなか難しい問題となっておりますの

で、なるべく入る前にそういったことがあるという説明をあらかじめした上で調整を整えている

ところでございます。 

 以上です。 

○池辺委員長 こども家庭課長。 

○長江こども家庭課長 「家庭児童相談を実施する」についてお答えいたします。 

 まず、家庭相談員の勤務体制なんですけれども、家庭相談員は週３の者が１名、週４が１名、

週５が１名としているところなんですけれども、現在は週３と週４の相談員が１名ずつ、合わせ

て２名の体制となっております。 

 令和５年度の決算額が、予算より報酬が減額しているのは、昨年度、年度途中に週５の家庭相

談員が１名退職したことにより、その後、応募もかけたんですけれども、補充ができなかったた

め減額となっております。 

 昨年、令和５年６月から保健センター内に子ども家庭総合支援拠点を設置して、利用者の反応

なんですけれども、拠点の開設に伴いまして個室の相談室を２か所つくりましたので、相談に来

られた方がいつでも安心して相談できる環境を整えております。あと、キッズスペースをつくり

ましたので、お子さんを連れてお母さんやお父さん、保護者の方が気軽に来ていただいて、相談

までいかなくても相談員とお話をして気分転換をしていく方もいらっしゃいます。 

 あと、直通電話を開設しました。今まで電話にすごく抵抗がある方も多かったんです。市役所

に電話をすることに抵抗があったり、あと、市役所の代表番号から電話がかかってきてもどこの

部署か分からないので、なかなか取るのをためらっちゃったりする方もいたんですけれども、直

通電話を引いたことによって、交換の方を通さずとも直で相談員とか顔の見える職員とお話がで

きることで電話をしやすくなった方とか、あと、直通電話からの番号だと誰かというのが分かる

ので電話も出やすくなったなどという、電話相談をしやすくなったという効果があります。 

 あとは、保健センター内に拠点を設置しましたので、従来、今までも健康づくり推進課の母子

保健担当者とは連携を行っていたんですけれども、より場所が近くなりまして、すぐに行き来を

しながら連携がスムーズになっております。必要に応じて一緒に面談をしたり家庭訪問を行うほ

か、新たに定期的な連携会議なども行うようになりまして、連携を強化しながら相談業務の質の

向上にも努めているところです。 

 以上です。 
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○池辺委員長 山本委員。 

○山本委員 ありがとうございました。 

 禁煙なんですけれども、今は妊婦かもしくは妊婦が家にいる方が対象なんですけれども、これ

だけ人数が減ってきているということは、例えばその対象の人、一般というんですか、妊婦に限

らないでやってもいいんじゃないかと思っているんですけれども、喫煙する人も随分減ってきて

いるとこの前の実態調査でもなっているので、そういう規模が少なくなっているという中では、

今後、その対象者を広げるという考えがないのかどうかというところをお伺いしたいと思います。 

 あと、家庭児童相談に関しては、手続もたしかあちらで児童手当なんかの手続、現況届という

んですか、そういうものもやっていると思うんですけれども、相談自体は、令和５年度は年間で

どれぐらいの件数があったのか、お伺いしたいと思います。 

○池辺委員長 健康づくり推進課長。 

○野口健康づくり推進課長 禁煙チャレンジの対象者につきましては、委員御指摘のとおり妊娠

している方本人、もしくはそういった方が家にいる方とか対象が絞られているんですけれども、

この対象者拡大につきましては、もう課内でも議論しているところでありますので、来年度予算

に向けて検討していきたいと思います。 

 以上です。 

○池辺委員長 こども家庭課長。 

○長江こども家庭課長 家庭児童相談室での相談対応の延べ件数になります。令和５年度、相談

対応延べ件数４，８９１件、実人数は６３０人です。こちら延べには、関係機関とのいろんな連

携とかそういった件数も入っておりますので、相談対応延べ件数となっております。 

 以上です。 

○池辺委員長 大丈夫ですか。（「はい」の声あり） 

 皆さん大丈夫ですね。失礼しました。ごめんなさい。健康づくり推進課長。 

○野口健康づくり推進課長 １点だけ訂正をさせていただきたいんですが、よろしいでしょうか。 

○池辺委員長 お願いいたします。 

○野口健康づくり推進課長 山本委員の質問の中で、市内の事業所で産後ケアをどのくらいのパ

ーセンテージで網羅しているのかというところで、つくばセントラル病院が２割弱ということだ

ったんですが、市内の２か所合わせてということでしたので、ひたち野西のＡｔｅＬｕが大体６

割くらいということで、つくばセントラルが２割弱ということで、もう一つ大きいところで、つ

くば市のなないろレディースクリニックということが２割弱となっておりますので、市内で７割

強ぐらいです。ただ、ＡｔｅＬｕは２部屋、１日２人までしか、助産院で大きいところじゃない

ので予約を取るのが大変といいますか、調整が大変なところではあります。 

 ということで以上です。 

○池辺委員長 以上をもって保健福祉部所管についての質疑を終結いたします。 

 本日はこれで延会といたします。御苦労さまでした。 

午後４時１５分延会 


